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第６章

職業訓練の地域開発効果

６．１ はじめに

地域開発にとって人材開発、特に職業教育・技術訓練を通じた人材の育成が欠かせない

ことは自明の理として語られる。わが国が戦後の復興をとげ、経済成長に向かう過程でも

同様の論理が用いられ、例えば多くの高等専門学校が設立された。発展途上国の地域開発

計画においても、人材開発が組み込まれていない計画はない。しかし、人材開発の努力が

「自動的に」地域開発をもたらすという考え方には疑問がある。

まず問題となるのは、能力を開発された人材が地元で仕事に就き、教育・訓練で得た知

識や技術を、物、知識、サービスなどの生産という形で地域に貢献するという、人材開発

が地域開発をもたらすための前提条件である。実際には卒業生のすべてがこのようになる

とは限らない。卒業後地元に残るか都会に出ていくか、就職するかしないか、開発された

能力をうまく使えるかなど、人材開発が地域開発に実際に結びつくまでには、越えなけれ

ばならないハ－ドルがいくつもある。教育・訓練を受けることによって能力が開発された

結果、田舎の若人が都会へ流出しやすくなることもある。逆に、いったん流出した人材が

Ｕタ－ンして帰ってくる場合、あるいは都会に流出した人材が故郷の肉親に仕送りをする

場合では、地域に与えるインパクトをどう考えればよいかなど、問題は複雑である。

次に、誰を対象として人材開発を施すかという問題がある。職業教育・技術訓練の対象

を定めることにより、その教育・訓練の内容も当然影響を受ける。小学校卒、中学校卒、

高校卒、失業者、在職者など、対象となる人材の層は多様で、どこに焦点を当てた教育・

訓練計画が地域開発にとって妥当であるかは議論の分かれる所であろう。

さらに、どの職業教育・技術訓練機関で人材開発を行うのが適切かという問題がある。

通常、一つの国において職業教育・技術訓練を提供できる機関は複数ある。例えば、中等

教育レベルでも、教育省など学校教育を所管する官庁の下に、中学校、高等学校、実業学

校、専門学校などがある。技術訓練に特化したものとしては、労働省など労働者に関する

ことを所管する省庁の下に、各種のレベルの職業訓練所がある。地域人材の開発が重要で

あると言っても、内容に応じて教育・訓練機関を特定しなければ計画は出来ない。これら

の教育・訓練機関で行われている教育・訓練の内容は完全に独立ではなく、重複も見られ

る。また、現在必要とされる職業教育・技術訓練内容と将来必要とされる職業教育・技術
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訓練内容にも違いが出てくることを考えれば、どの職業教育・技術訓練機関を育成してい

けば良いかを決めるのは難しい課題である。

これらの諸問題に加えて、行われる教育・訓練の内容は地域社会で要求される内容でな

ければいけないが、地域社会の要求の変化への対応が難しいということがある。人材開発

の中身に対するニ－ズは産業構造の変化や時代の変化によって容易に変わる。しかし、一

端エスタブリッシュされた職業教育・訓練機関のカリキュラム、施設設備は変えるのが難

しい。設立当初は地域や時代の要求に合っていた施設や教育・訓練の内容が、 年も経た10

ないうちに時代遅れになることはよくある。

職業教育・技術訓練プロジェクトの最大の成果は、卒業生が教育・訓練を受けた後に、

習得した知識・技術を労働市場等の中で発揮することである。労働市場等の環境の変化に

よって教育・訓練のニーズが変化すれば、単に同じ教育・訓練内容を継続していくことは

意味が無い。労働市場は常に変化するものであり、それに従い、プロジェクトも敏速に対

応していく必要がある。したがって、他分野のプロジェクトももちろんそうであろうが、

教育・訓練プロジェクトを実施する際には特に労働市場等の状況を常に把握し、かつ将来

を予測しなければならない。教育・訓練プロジェクトの成果と自立発展性を考える上で、

この変化への対応がプロジェクトの成功のための重要な鍵となる。

これまで、タイのバンコク周辺と東北地方との地域間格差の是正に対し、東北地方にお

ける教育・訓練の増強は有効な手段であると考えられてきた。しかしながら、東北地方で

は技術を身につけた労働者の働く場が少なく、かつ労働者の賃金が地域によって異なる最

低賃金を基礎として算定されているために、卒業生は相対的に良い賃金を得ることのでき

るバンコク周辺に職を求める場合が多い。また、親元への仕送りはあるものの、それはあ

くまで間接的に地域の消費を促進しているにすぎない。結果的に、現状においては、教育

・訓練を与えてもバンコクへの人材流出を招き、直接的な東北地方の発展への寄与は少な

いものと考えられる。しかしながら、農繁期にのみ作業を行い、それ以外は片手間の職に

しか就くことのない若者がバンコクで定期的な職に就き、その一部を東北地方の発展に活

かしているのであれば、それはそれで東北地方の発展に寄与しているとも考えられる。

そこでここでは、日本の無償資金協力を受けて設立され、プロジェクト方式技術協力が

実施された、東北タイ職業訓練センターと、ウボン職業訓練センターとを事例とし、これ

らのプロジェクトが、地域開発を通じて、バンコク首都圏と東北地方との地域間格差是正

にどのような役割を果たしてきたのかについて明らかにするとともに、このような課題を

達成するために、教育・職業訓練分野のあるべき援助の形態に関し提言を行う。
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６．２ 評価対象案件の背景と概要

本研究が対象とした案件は、タイの最貧困地域である東北地方を対象とした下記の４つ

の案件である。実際には２つの職業訓練センターに無償資金協力とプロジェクト方式技術

協力が行われたものであり、援助の形態は異なるが、実質的に対象プロジェクトは下記の

２つと考えてよい。本節では、対象案件をとりまく環境、すなわちタイの教育制度、労働

政策と職業訓練制度、そして対象案件の概要について述べる。

Sathaaban１．東北タイ職業訓練センター（後のコンケン技能開発インスティテュート（

Phattanaa Fiimuu Raenggaan Khon Kaen: Khon Kaen Institute for Skill
）Development (KISD)

( )・東北タイ技能開発学校設立計画 無償資金協力

( )・東北タイ職業訓練センター プロジェクト方式技術協力

Sathaaban Phattanaa２ ウボン職業訓練センター ウボン技能開発インスティテュート． （ （
Fiimuu Raenggaan Phaakh Tawanookciangnua Toonlaang Ubon Ratchathani:

）Ubon InstituteforSkillDevelopment(UBISD)

( )・ウボン職業訓練センター設立計画 無償資金協力

( )・ウボン職業訓練センター プロジェクト方式技術協力

６ ２ １ 教育制度の概要. .

タイは他のアジア諸国とは異なり、西欧列強による植民地支配を経験しなかったため、

近代以前の伝統的教育から現代の教育に至る独自の教育文化を持っている。近代化以前の

伝統的教育は、仏教寺院における僧侶によるインフォーマルなものであった。近代的教育

は 世紀末に創始されたが、全国の地方における公教育制度が確立したのは 年代の19 1930

ことであり、地方への世俗的教育の普及には 年のサンガ統治法により国家的に組織1902

化された仏教寺院が活用された。 年立憲革命以後現代に至るまで、タイの公教育の課1932

題は国民統合のための国民教育であり その実現のためにタイの三大原理である 国家 宗、 「 」「

教 「国王」の教育が強調された。この国民教育制度は 年代後半に４年間の初等教育」 1930

が普及することによって一応の完成を見た。その意味で、タイにおける「教育」とは仏教

的基盤の上に国民創出を目的とする価値教育的側面が極めて大きいといえる 。1

一方、 年代から「国家経済社会開発計画」に基づく経済社会開発が推進されたのに1960

伴い、工業化に必要な人的資源開発の養成が急務となり、高等教育・職業教育といった実

学的教育への要請が高まった。これに応えるために 年にコンケン大学などの地方開1960

発の核となるべき大学が設立されたのをはじめ、 年の私立大学法の制定、 年の1969 1971

オープン大学であるラムカムヘン大学の設立、 年の放送大学であるスコタイ・タマテ1980
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ィラート大学の設立により、高等教育が急激に拡大した 。2

高等教育の拡大によって開発された人的資源は高度な知識・技能を持つ官僚・専門家・

専門技術職を供給することになったが、中等教育の拡大が 年代まで見られなかった1990

ために、中間の熟練労働者レベルの人的資源が長く不足する時代が続いた。 年代から1970

年代を通じて、前期中等教育の就学率は ％前後を推移し、前期中等教育から後期1980 30

中等教育への進学率は ％の高水準で推移した。 年当時のタイの公教育の特徴を70-80 1990

素描すると、以下の通りである。初等教育段階では、ナショナリズムの教育に重点を置く

６年間の義務教育がようやくほぼ完成した。中等教育段階では、初等教育修了者の約４割

が前期中等教育へ進学し、前期中等教育修了者の大部分が普通教育系または職業教育系の

後期中等教育へ進学した。普通教育系は高等教育への接続のためのコースであり、職業教

育系は技術・農業・商業・家政・通商などの分野における実学教育を提供するコースであ

る。両系とも卒業後の進路として一般的な農村の産業構造にはない都市的労働者への志向

性を強く持っていた。

こうした、初等教育と中等教育の間の性格の違いが中等教育への進学を阻害し、農村の

児童にとっての中等学校へ進学することの意義は国民の間でなかなか理解されなかった。

そのことが、労働力人口における教育歴構成が初等教育段階によって大部分を占めること

となり、労働集約型産業に対してしか需要に応えられないという批判につながった。

現在（ 年度）の学校制度は、 年国家教育計画により、前期４年・後期３年と2000 1977

分断された初等教育を６年間一貫としたことによって確立した。義務教育は初等教育法に

より６年間と定められ、前期中等教育３年、後期中等教育３年のフォーマルな学校制度を

基幹とし、それぞれの段階のノンフォーマル教育課程が用意されている。

図６－１は、 年国家教育計画に示された学校制度である。しかし、教育行政制度は1977

Krasuangかなり複雑であり、省レベルでは初等・中等教育を主として管轄する文部省（

）、 （ ）、Suksaathikaan Thabuang Mahaawitthayaalai高等教育を主として管轄する大学庁

バンコク都およびテーサバーン（自治市町）が運営する初等・中等教育を管轄する内務省

（ 、国家の教育政策を策定する首相府の下部組織である国家教育委Krasuang Mahaathai）

員会事務局（ ）が主たる教Samnakgaan Khana Kammakaan KaansuksaaHaeng Chaat

育行政官庁である。文部省内の局レベルでは、基本的には、初等教育を国家初等教育委員

会事務局（ ）が、Samnakgaan Khana Kammakaan Kaanprathomsuksaa Haeng Chaat

前期中等教育および普通教育系の後期中等教育を普通教育局（ ）がKrom Saamansuksaa

職業教育系の後期中等教育を職業教育局（ ）が、高等教育以外の私Krom Aachiwasuksaa

立学校を私学委員会事務局 、(Samnakgaan Khana Kammakaan Kaansuksaa Eekachon)

高等教育段階の旧教員養成カレッジが改組したラーチャパット・インスティテュートとそ

Samnakgaan Khanaの附属学校をラーチャパット・インスティテュート委員会事務局（
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）が、ノンフォーマル教育についてはノンフォーマKammakaan Sathaaban Raachaphat

ル教育局（ ）がそれぞれ管轄するという組織となってKrom Kaansuksaa Nook Rongrian

いる 。3

年代後半に急激な経済成長を経験したタイにおいて、初等教育段階にとどまってい1980

、 、た国民の教育水準を向上させ 情報化・国際化などの社会の変化に対応して生活を維持し

経済発展に貢献する人的資源開発のために中等教育を拡充しなければならないという議論

が政府・産業界から高まった。また、 年タイ・ジョムティアンで開催されたユネスコ1990

世界会議 において宣言された基礎教育機会の平等という考え方の影響"Education for All"

から、後期中等教育まで基礎教育と定義し、中等教育の拡充を図る考え方が浸透した。こ

れらを受けて、 年 月第１次チャートチャーイ内閣（日本語でチャチャイ内閣と表記1990 5

する場合もある）は将来の前期中等教育の義務化を閣議決定した。また、 年 月バン1995 7

ハーン首相は後期中等教育までの 年間を義務化する展望を国会所信表明で明らかにし12

た 。4

この前期中等教育義務化を進めるためのパイロットプロジェクトが取り組まれ始めた。

様々なプロジェクトが立ち上がったが、もっとも実効性が高かったのは 年に着手さ1990

れた国家初等教育委員会事務局の初等学校に前期中等教育課程を開設する方法であった。

これは、初等学校が持つ校地・校舎・教職員などの資源を活用し、入学者選抜を行わない

教育段階 就学前教育 初等教育 前期 後期 高等教育

中等教育 中等教育

学士レベル 大学院レベル

職業教育

短期プログラム

職業教育

短期プログラム

特殊教育

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18学年
3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24学齢

図６－１ タイの学校制度
ONEC,EducationinThailand1997,1997.p.55出典：
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、 、こと 授業料の徴収を行わないこと

教科書の貸与・制服の支給などの奨

学処置をとることにより、特に農村

における中等学校への通学距離の遠

さや、貧困家庭の教育支出負担など

の阻害要因を排除しつつ、最小限の

財政的・人的資源の投入に抑えると

いう現実的な政策であった 。この5

結果、 年には全国の 校1997 6,281

の初等学校で前期中等教育が提供さ

、 。れ 名の生徒が学んでいる536,291

これに対し従来型の普通教育局中等

学 校 は 同 年 度 に 校 で2,555

名の生徒が学んでいる 。1,707,319 6

教育機会拡充政策の実施により、前期中等教育段階の就学率は 年の経済危機で足踏1997

みするまで急上昇する成果を見た。図６－２のとおり、 年の ％から 年の1990 39.7 1997

％へと上昇した 。また、前期中等教育の拡充に伴って、後期中等教育も拡充し、前74.2 7

期中等教育から後期中等教育への進学率は 年の から 年の へと減少1995 94.5% 1999 82.9%

したが、後期中等教育の就学率は 年の約 ％から 年の へと増加した。1995 40 1999 58.3%

このうち、普通教育系と職業教育系の比率はこの期間中、一貫してほぼ６：４であった 。8

また、中等教育の拡充ばかりでなく、農村においては就学前教育が同時期にめざましく

拡充した。全国約 万校のほとんどすべての初等学校に就学前クラスが設置された。この2

ことにより、弟妹や親戚の幼児の世話をするために、全日制の中等教育や職業訓練を受け

ることができなかった初等教育修了後の子どもたちが解放された。また、農業の機械化に

より農作業に人手がかからなくなったことも子どもたちを教育や訓練へと押し出す効果が

あったといわれている 。9

中等教育の拡充により、これまで後期中等教育に進学することのなかった地域や社会階

層の子どもたちも後期中等教育段階に進学できる機会が増えた。特に、職業教育系には農

村の国家初等教育委員会事務局管轄の初等学校に開設された前期中等教育課程を卒業した

者が多く進路として選択する傾向がある 。このことは、職業高校に自宅から通うことが10

できないか、あるいはより貧困の度合いが高い階層の子どもたちが職業教育系に多く進学

する傾向があることを意味する。また、職業高校のカリキュラムは理論中心で実際の技能

1995の面では不十分であるという批判もあり、職業高校は変革を迫られていた。そこで、

年からドイツの協力を得て のコースが各校に設置されDual Vocational Training (DVT)
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図２－２　前期中等教育段階の就学率と進学率の推移
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た。このコースは、 年次は通常のコースの生徒と同様学校で学習するが、 年次以降は1 2

工場などの事務所で週 日程度実習として働きながら、学習するというものである。3

後期中等教育段階の職業教育の拡充ばかりでなく、中等後教育段階の職業教育の拡充も

急速に進んでいる。ここでは、文部省職業教育局における職業教育の制度と拡充について

述べることとする。後期中等教育段階で取得できる教育資格は職業教育課程証書

Prakaatniiyabat Wichaa Chiip: PWC., Certificate in Vocational（ 英語表記は
ﾎ ﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ

Education DVT DVT Prakaatniiyabat）と称し、 による場合には 職業教育課程証書（

Wichaa Chiip Thawiphaakhii: PWC. Thawiphaakhii, Certificate in Vocational
ﾎ ﾟｰｳｫｰﾁｮｰ

）が授与される。 年度には に 名の生徒が在籍しておEducation DVT 1999 PWC 420,223
ﾎﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ

り、 年度の 名の約 倍となっている。 を取得した者と普通教育系1995 274,273 1.5 PWC
ﾎﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ

の中等 年修了者が入学できる中等後教育の 年間の課程を修了すると上級職業教育課程6 2

Prakaatniiyabat Wichaa Chiip Chan Sung: PWS., Diploma in Vocational証書（
ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ｿ ｰ

）の教育資格が授与される。また従来あった技能職業教育課程証書Education

（ ）Prakaatniiyabat Wichaa Chiip Theknik: PWT, Diploma in Technician Education
ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ﾄ ｰ

PWS 1995 PWS PWT 92,551は に統合された。 年度には と に在籍していた学生は合計で
ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ｿ ｰ ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ｿ ｰ ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ﾄ ｰ

名であったが、 年度には 名と約 倍となっている。 を取得した学生1999 163,773 1.8 PWS
ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ｿ ｰ

2 Prakaatniiyabatはさらに 年間の専門技術教育を受けると上級技術教員課程証書（

Wichaa Chiip Khruu Theknik Chan Sung: PTS., Higher Diploma in Technical
ﾎ ﾟ ｰﾄｰｿｰ

）を受けることができる。在籍する学生数は 年の 名から 年のEducation 1995 1,229 1998

名へと倍増している 。 のうち、パトゥムワン・インスティテュート・オブ・2,682 PTS11
ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｰ ｿ ｰ

テクノロジーのメカトロニクス工学科においては、日本政府による無償資金協力援助、お

よび 年から 年にかけて実施された のプロジェクト方式技術協力「パトム1993 2000 JICA

ワン工業高等専門学校拡充計画」の成果として、 年に学士号を授与する課程開設が正1999

式に認められた。

PWCこれらの各課程が職業教育局管轄であるが、各段階別に学校があるのではなく、
ﾎ ﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ

を母胎として、その地方における必要性と各学校の準備状況に応じて 以上の課程が屋PWS
ﾎ ﾟ ｰｳｫｰｿｰ

上屋を架すようにして付設されていくものであり、外見的には職業教育を提供するカレッ

ジ（ ）には後期中等教育段階から始めて 年制、 年制、 年制があるようWitthayaalai 3 5 7

に見える。

、 、さらに 職業教育局管轄の学校以外にも職業教育を提供する教育機関の種類は多数あり

主なものを挙げると、文部省内では、私学委員会事務局が管轄する私立学校の職業教育カ

レッジ（後期中等教育・中等後教育段階 、ラーチャモンコン・インスティテュート・テク）

ノロジー（ ） 後期中等教育から学士号まで 、芸術Sathaaban Theknoloyii Rajamangala ( )

、 、局の芸術学校や演劇学校 普通教育局中等学校での職業教育資格が取得できる総合制課程



210

体育局の体育教育カレッジ、大学庁管轄では、キングモンクット工科大学の後期中等教育

課程などがある。さらに、 年からは内務省管轄のテーサバーン立初等学校で教育機会2000

拡充政策により前期中等教育を開設している学校において、さらに後期中等教育の課程を

開設し、 を取得できるカリキュラムを提供することが開始された 。ラーチャモンコPWC 12
ﾎ ﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ

ンは独自のカリキュラムを持っており、 を提供する私立学校は、職業教育局かまたPWC
ﾎ ﾟｰｳｫｰﾁｮｰ

はラーチャモンコンのカリキュラムを学校の理念と準備状況に応じて選択することができ

る。

これらの教育資格が得られるすべての種類の生徒・学生数を 年の数字で見ると、1998

段階が 名、 と の合計で 名、 段階では 名、ラPWC 712,327 PWS PWT 390,828 PTS 2,682
ﾎ ﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ｿ ｰ ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ﾄ ｰ ﾎ ﾟ ｰﾄｰｿｰ

ーチャモンコンの学士課程は 名である 。25,661 13

2000 2以上が 年までの教育の現状であるが タイでは現在 近代的教育の創始に次ぐ 第、 、 「

1999 8 20 1999の教育改革 と呼ばれる極めて大規模な教育改革が 年 月 日に施行された」 「

年国家教育法」 （以下、教育法と略す）に基づき、着手されている。この法を制定する14

根拠となった「 年タイ王国憲法」では 年間の基礎教育を無償化することが規定さ1997 12

れた。これを受けて、教育法では義務教育を 年間とし、基礎教育 年間を無償化する9 12

とし、 年までに実行することとした。さらに、教育法によって着手される教育改革の2002

内容を列挙すると、教育行政制度改革、教育の権利・義務の法制化、教育方法の改革、教

、 、 、 、員に関する改革 教育の質の評価保証制度の導入 教育財政制度改革 国立大学の法人化

教育テクノロジーの奨励である 。これにより、タイの教育はまさにスクラップ・アンド15

・ビルドされることが予定され、時限立法で設置された教育改革事務局を中心に改革が進

められている。

また、特に職業教育に関しては、教育法の第 条で 「職業教育および職業訓練は、国20 、

立教育機関、私立教育機関、企業、または教育機関と企業の間の連携によって行われるも

のとする。これらは、職業教育法および関係する法律の定めるところによるものとする 」。

と規定している。ここにいう職業教育法は教育法制定当時は存在しておらず、これ以後文

、 、 。部省職業教育局が法案を起草し 年 月文部大臣に提出され 審議検討されている2000 9 16

６ ２ ２ 労働政策と職業訓練制度の概要. .

タイにおける労働行政は、立憲革命後の 年代に始まったといわれる。所轄した官1930

庁は内務省で、省内に雇用課をおいて雇用に関わる行政を行った 。しかし、 年代に17 1960

経済社会開発が計画的に推進されるようになるまで、目立った動きは少なかった。この間

のタイ国家の重要課題はナショナリズムの高揚による国民統合と国民国家の形成およびそ

のことによる西欧列強の支配を受けずに独立を保ち続けることであった。経済開発による

工業化が軌道に乗り始めると、労働者保護や労働関係に関して包括的に対応する必要性が
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生じ、 年に内務省内に労働局（ ）が設立された。この労働局の業1965 Krom Raenggaan

1992 Krom Phattanaa Fiimuu Raenggaan:務は拡大を続け、 年に技能開発局（

Department of Skill Development(DSD) Krom Sawasdikaan lae）と福祉労働保護局（

）の二局に分割し、さらに翌 年この二局を統合し、労働社会福祉省Khumkhroong 1993

（ ）となった 。Krasuang Raenggaan laeSawasdikaan Sangkhom 18

本調査で対象とする二つの技能開発インスティテュートは内務省労働局の時代に設立さ

れたものである。ここではまずその労働局の政策について概観する。

ある内務省の局のうちでも労働局は拡大を続け、省への格上げの直前には管理運営部12

門を含め、 の部局から構成されていた。また、地方においては各県（当時 県）に地19 73

方労働事務所をおき、労働関係・仲裁・雇用サービスを含めた地方行政を行った。労働局

の主たる活動分野は①雇用サービス②労働者保護③職業訓練④労働関係の４点にまとめる

ことができる 。19

雇用サービスは、雇用者と求職者の間を仲介するサービスで、社会に対しては雇用安定

をもたらすことを目的としている。労働者保護は、 年に初めて制定された労働法に基1955

づき、すべての産業や商業施設に対し労働者保護の立場から指導監督するものである。重

点的な課題は、女性や児童の労働に関する保護措置や 才未満の児童労働の禁止、被雇12

用者の健康、安全、福祉に関する最低基準の遵守、労働災害の補償、障害・死亡・失業な

どの社会補償基金の運営、最低賃金の審議および実施、などである。職業訓練は、労働者

に対する雇用サービスを拡充することを目的とし、未熟練労働者および失業者に対して職

業技能を開発するものである。労働関係は、労働者と雇用者の間の交渉、労働組合、労働

争議の調停に関わるものである。

特に職業訓練については、 年に内務省公共福祉局青少年福祉部に職業教育課を設置1953

、 、 （ ）することにより 組織的行政が開始され 年に職業訓練センター1964 Sun Fuk Aachiip

に移管された。翌 年労働局の設置により、労働局職業開発部へと格上げされた。職1965

1969 Sathaaban Phattanaa業訓練機関は、 年に国家技能開発インスティテュート（

）をFiimuu Raenggaan Haeng Chaat:National Institute for Skill Development(NISD)

Sathaaban Phattanaa設立したのに始まり、順次地方にも技能開発インスティテュート（

地Fiimuu Raenggaan Phaak Phuumiphaak: Regional Institute for Skill Development(

域 ）を展開した。 年までに、ラーチャブリー、チョンブリー、ランパーン、コISD) 1991

ンケン、ソンクラー、ナコンサワン、ウボンラーチャターニー、スラーターニーの各県に

各地方の核としての を設立した。こうした地方への の展開は、タイの経済社会ISD ISD

開発政策における首都圏と地方の間の格差是正施策である「地方中核経済圏」構想に基づ

くものである 。 が設置された各県は投資奨励法における税制優遇措置を行う奨励対20 ISD

象地域との重なりが多い。また、このような地方への展開に伴い、 は従来のバンコNISD
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ク周辺を対象とした職業訓練機関としての役割に加え、地域 に対する指導的役割を果ISD

たすことになった。

年に労働社会福祉省が設立されたことに伴い組織改革が行われ、前述の から1993 DSD

雇用サービス部門および労働保護部門が切り離され、 は技能開発部門にのみ職務を負DSD

うこととなった。また、 の指導員訓練部門は に移管されたため、 は中央NISD DSD NISD

機関的な機能を持たなくなり、一つの地域 としての位置づけとなっている。ISD

DSD ISD ISD Sunは各 を拠点としながら を持たない全国各県に県技能開発センター、 （

Phattanaa Fiimuu Raenggaan Cangwat: Provincial Center for Skill

）の整備をすすめ、 年現在全国 県のうち 県に またはDevelopment(PCSD) 1999 76 56 ISD

県センターがおかれている。

の業務は以下の通りである 。DSD 21

１．産業インフラ、ビジネス、サービスおよび農業部門における国家の経済改革に応じた

人的資源の需要を予測し、モニターすること。

２．労働力の潜在能力を開発し、労働力の水準を高め、国内・国際市場における需要に応

えること。

３．民間部門が技能開発に参入することを奨励すること。

４．国内的・国際的なレベルにおける技能開発のための協力を増やすこと。

５．ミクロ的・マクロ的なレベルにおける技能開発の情報システムを開発すること。

の行政は 年 月に制定され、翌 年 月施行された「仏暦 年職業DSD 1994 12 1995 3 2537

(Kaan訓練奨励法 以下 職業訓練法と略す に基づいて行われる 同法では 職業訓練（ 、 ）」 。 、「22

」を 「訓練を受けた者が訓練を受けた職業分野で就業することができるよFuk Aachiip) 、

うにするために、訓練にかかる費用を負担させずに、効率的に知識・技能・考え方を伝授

することまたは増進すること」と定義している（第 条 。職業訓練法の構成は、第１章4 ）

職業訓練奨励委員会、第２章職業訓練の実行、第３章技能水準向上のための訓練、第４章

技能水準試験、第５章訓練実行者の権利と特典、第６章関係職員および登録官となってい

る。全般的に法の内容をみると、職業訓練の分野に民間企業が積極的に参加するよう奨励

。 、することを目指したもので税制上の優遇措置などを盛り込んだものになっている ただし

政府側の大きな改革を規定したものではなく、行政手続き法的性格が強く、構造改革を志

向した 年憲法以後の諸法とは性格が異なるものである。職業訓練と関係の深い教育1997

分野において、 年国家教育法が成立施行され、職業教育法案が審議されていることか1999

ら、それらとの整合性を図る意味での法の改正または新法の起草が必要になるのではない

かと考えられるが、現在のところその動きは労働社会福祉省の中にはない。

第１章の規定により設置される職業訓練奨励委員会は、労働社会福祉省事務次官を議長

とし、技能開発局長ら労働社会福祉省関係者、職業教育局長ら文部省関係者のほか、大学
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庁、国防省などの政府関係者、および雇用者の代表、労働者の代表の合計 名からなる17

（第 条 。その権限任務は、 職業訓練、訓練を奨励する職業分野の決定、技能水準の7 (1)）

決定および技能水準向上に関する政策提言を内閣に提出すること、 職業訓練、技能水準(2)

向上、技能水準の決定、技能水準試験、および技能開発の必要性の調査に関する規則を定

めること、 それぞれの職業分野における国レベルの技能競技会についての規則および方(3)

法を定めること、 それぞれの職業分野における訓練指導者の資格を定めること、 職業(4) (5)

訓練、技能水準向上、技能水準の決定、および技能水準試験を政府および民間で共同で推

(6) 10進し、かつ評価すること、 その他省令で定めるところの権限任務とされている（第

条 。 はこの委員会で提言され内閣で承認された政策に基づいて労働行政に属する職） DSD

業訓練に関わる職務を遂行する。なお、教育行政に関わる職業訓練の職務は文部省の関係

する各局のほか、大学庁、内務省などの教育関係部署による。

現在の の組織は管理部門を含め の部局から構成されている。これらを国民に対DSD 17

8 (1) (2)して提供するサービスの面から分類すると次の 項目となる。すなわち、 職業訓練、

技能水準向上訓練（向上訓練 、 技能水準試験（技能検定）の推進、 訓練指導者の開） (3) (4)

発（監督者指導者訓練 、 職業訓練奨励法に基づく職業訓練の登録、 事業所における/ (5) (6)）

被雇用者の訓練・養成のための登録、 技能競技会、 技能開発基金による貸し付けであ(7) (8)

る 。23

ISD (1) (2)このうち本調査の対象である地域 において提供しているのは、 の職業訓練、

の向上訓練、 の技能検定試験の実施、 の競技会への派遣である。(3) (7)

(1) Kaan Fuk Triam Khao Thamgaan:職業訓練の根幹的事業は「就労前訓練（

」であり、男女を問わず就職を希望する者に対し、様々な職Pre-Employment Training)

業分野の基礎的な知識、習熟、技能を開発する訓練を提供することにより職業に就くため

の準備教育を行おうとするものである。職業訓練機関によって ヶ月間の実習用の機材2-10

を用いた訓練を受けた後、 ヶ月の外部の事業所におけるインプラント訓練を受けるこ1-4

とになっている。この訓練は特に 歳の初等教育を終了した後、教育を継続する機会13-15

が得られない者で就業を希望する者をターゲット集団としている。従来 「移動式訓練、

」として行われてきた ヶ月の期間の巡回式訓練(Kaan Fuk Aachiip Nai Chonnabot ) 2-424

が 年から就労前訓練の枠組みの中に加えられた ので、就労前訓練は訓練機関に訓1997 25

練生を集めて行う ヶ月のコースと訓練機関以外の場所に指導者が出張して行うコース6-10

が存在している。 年の統計では、訓練機関内での訓練に 名が登録し、うち1999 21,603

名が修了している。訓練機関外部での訓練には 名が登録し、 名が修14,600 51,871 50,564

了している 。26

「向上訓練（ 」は工業・商Kaan Fuk Yok Radap Fiimuu: Skill Upgrading Training)

業・サービス部門における特定の分野や専門的な技術における知識・技能をすでに職を得
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60 1998ている者に対して提供するものであり 時間以上のコースが準備されている また、 。 、

年より、従来「企業における訓練の奨励（ 」と称されSongserm Kaanfuk Nai Kitcakaan)

「 」 「 」 、てきた技能的内容を伴わない 特別訓練 や 職長訓練 などの 時間の短期訓練が30-60

この枠組みに含まれることになった。双方を含めて 年度には 名が登録し、1999 158,467

名が修了している 。ただし、従来の向上訓練は 年までの統計から推測する143,325 199727

と約半数程度と考えられる。

Kaan Thotsoop Maatrathaan Fiimuu Raenggaan: Skill Standards「技能検定（

Testing) (Maatrathaan Fiimuu Raenggaan」は職業訓練奨励委員会が定めた国家技能水準

に基づき、訓練生の技能水準の検定を行い、その実力を評価するとともに保Haeng Chaat)

証しようとするものであり、また訓練生の動機付けにもしようとするものである。国家技

能水準について最初に取り組まれたのは 年に国家技能開発委員会が設置された時で1968

ある。同委員会は政府、雇用者、労働者の三者からなる技能水準策定・検定小委員会をお

き、これを 年に内務省傘下の正式な委員会とした。さらに 年には国家技能水準1978 1992

委員会と改称し、 年の労働社会福祉省の設置に伴い同省の管轄となった。さらに職業1993

訓練法の施行により、職業訓練奨励委員会が国家技能水準委員会の権限任務をカバーする

1971 3 1970 8こととなった 検定科目は 年に 科目が設定されたのを皮切りに 年代には28。 、

1980 14 1990 46 1997科目 年代には 科目 年代には 科目が新設された また初期の水準が、 、 。

年以降改訂されるようになっている。 年には 科目が新設されて、全体で 科目2000 21 89

（ ）。 （ ）、が策定されたことになる うち 科目は廃止 それぞれの科目はレベル１ 基礎レベル1

レベル２（中級レベル 、レベル３（上級レベル）が設定されている。一般的に言って訓練）

機関内での就労前訓練を受けた修了生が合格できるのはレベル１であり、以後職務経験を

1999 39,242積むことによりさらに上級レベルの検定に合格できると言われる。 年度には

人が受験し、 人が合格している 。17,249 29

「競技会」は技能開発局が 年おきに 歳未満の者を対象に工業およびビジネス部門2 20

における技能を競うコンテストとして開催しているものであり、政府・民間の協力の下に

行われている。国内の競技会で選抜された者を国際的な競技会へ派遣する事業も行ってい

る。各 は地方における競技会への参加の窓口となっている 。ISD 30

以上、職業訓練制度の概要について述べたが、ここでタイの雇用情勢についてもその概

要を述べておくことにする。

2000 6,062 1990年に実施された国勢調査 によると タイの総人口は約 万人で 前回の31 、 、

年の総人口（約 万人）から約 増加した。うち労働力人口は約 万人であ5,455 11.1% 3,298

る。その内訳は就業者が約 万人、季節労働者が約 万人、失業者が約 万人、2,231 807 260

失業率は ％であった。産業別にみると依然として年々減少してきたとはいえ農業従事7.87

者が約半数であり、 と多数を占めている（ 年は 。ただし、 年の経56.7% 1990 66.8% 1997）
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済危機以降、農業部門の減少傾向にも、製造・商業・サービスの増加傾向にも歯止めがか

かっており、就業者の地位別にみると、賃金の支払いがない家族従事者が ％、雇いな30.9

しの自営業者が ％であり、不安定な地位の者が多数を占めている。他方、民間の労働32.8

者は ％、公務員（公的企業を含む）が ％である。25.2 9.4

2000 5国勢調査は全数調査であるが、定義が労働力統計とは異なるため、参考までに 年

6,234 3,327月の労働力統計 で同じデータを見ると、総人口が約 万人、労働力人口は約32

万人、うち就業者が約 万人、季節労働者が約 万人、失業者が約 万人、そし3,044 146 136

て失業率は ％であった。地域別では東北部が ％と全国平均よりも高くなってお4.10 6.79

り、年齢的には若年者（ 歳）の失業が目立っている。産業別にみると、就労者のう15-24

ち農業、林業、狩猟業、漁業に携わる者が となっている。国勢調査との割合の違い42.2%

は、国勢調査では過去 ヶ月の活動が対象となっており、季節労働者が農繁期に働くた12

めであろう。就業者の地位別にみると、賃金の支払いがない家族従事者が ％、雇いな22.4

しの自営業者が ％、民間の労働者は ％、公務員が ％となっている。32.7 32.7 8.8

雇用者側の求人活動は、工場前にポスターを貼ることや、直接的な人の紹介や勧誘によ

るものなどが伝統的に多く、近年は職業紹介派遣業者の斡旋などのような様々な媒体も生

まれているが大きな力とはなっていない 。労働社会福祉省も公共の職業安定所の事業を33

行っているが、紹介機能の強化が望まれている。また、タイの労働市場の特徴として外国

への出稼ぎが多いことが指摘される。 年代以降、台湾・シンガポールなどのアジア諸1970

国や中東諸国への出稼ぎが目立った。 年代に入ると湾岸戦争の影響や国内の人手不足1990

から政府は外国への出稼ぎを奨励しなくなったが、近年の経済危機に直面し、タイ料理の

調理人をタイ文化の親善使節としての役割があるなどと称揚することによるなどして、再

。 、び奨励するようになっている 政府が把握している人数は実数よりも少ないはずであるが

統計上 年で 万人が海外で働いており、そのうちアジアで働いている労働者は1999 20.2

万人との数字がある 。17.9 34

農村における労働市場については田坂敏雄の研究に詳しい。田坂は農村から都市へ一時

的にまたは永久的に転出するパターンを分析することにより、農村内部の社会階層と農村

のおかれた地理的条件によって、農村労働力が移動する労働市場の 類型を示した。すな4

わち①大卒などの高学歴が条件となる知的熟練を要する「専門・管理職」の労働市場、②

高卒や職業学校卒が条件とされる有利な賃金・労働条件を具えた「近代的工場労働者」の

労働市場、③一定の手工的熟練やマニュファクチュア的熟練を具えた「家内手工業労働者

・職人」の労働市場、④以上の底辺に広がる「雑業的労働者」の労働市場である 。職業35

訓練機関が提供する職業訓練は田坂の分類でいえば④から③への社会移動を目的とするも

のといえよう。この田坂の分析は農村内部には労働市場が未成熟であった 年代の状1980

況から導き出されるものであるが、近年の農村研究によって大きな変化が生じていること
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が指摘されている。北原淳らの調査グループが 年に行った東北部ローイエット県に1996

おける調査結果によれば、農村内部における農業従事者の兼業化と農業労働の賃金労働化

が行き渡り、かつ農村内部に雇用を行う小規模自営業者がバンコクとの直線的関係によっ

て生まれてきていることが明らかとなっている。このことから農村は労働力を都市的労働

に供給する源としてだけではなく、その内部に雇用関係をもった労働市場の形成という現

象が生じており、情報通信と交通機関の発達により、地方中核圏構想のような面的な農村

開発や工業化ではない、点と線的な農村内産業の発達がみられると考えられる 。36

６ ２ ３ 評価対象案件の概要. .

（１）東北タイ職業訓練センター

年 月から始まった第 次国家経済社会開発計画は、過去 期にわたって実施さ1976 10 4 2

れてきた職業訓練施設の拡充策を、第 期として引き続き実施すべく決定した。この職業3

、 、 、訓練施設の拡充策は 同経済開発計画における つの政策目標のうち ①所得格差の是正9

生活水準の引き上げ、②国家の安全の維持、③賃金構造の改善、雇用機会の増大、④人口

増加率の引き上げと人的能力の向上、及び⑤農村地域開発に直接、間接に寄与する施策と

され、時期に即したものとされていた。

東北タイ職業訓練センター は、第 期拡充策で設立された 、第 期拡充策(KISD) 1 NISD 2

のもとで設立されたラーチャブリー、チョンブリー、ランパーンの つの地域職業訓練機3

関に引き続き、第 期拡充策として第 次国家経済社会開発計画のもと、ナコンサワン、3 4

ソンクラーの両地域とともに、開発の遅れている東北地方の人々に雇用需要に即した実際

的な技術訓練の機会を提供するために計画、そして設置されたものである。センター開設

、のための建物及び訓練機材を調達するためにわが国から 億円の無償資金協力がなされ10

プロジェクト方式技術協力が 年 月より 年 月までの カ年の計画で実施1977 12 1981 12 4

1979 7 12 19された。 年 月に最初の受講生を の職種で受け入れており（協力終了時には全

職種 、計画期間終了後には 年 月までの協力延長期間が設けられた。） 1982 3

専門家派遣は合計 名（長期 名、短期 名 、約 億 千万円の機材供与、及び携15 11 4 1 6）

782 5行機材も約 万円が供与された。また、カウンターパートの日本受け入れは行政研修

名、技術研修 名の計 名の日本受け入れ研修が実施された。16 21

終了時の評価においては、全体として予定通りカウンターパートへの技術移転は円滑に

進み、また同センターの運営も、貧困等の理由から学校制度内教育を受けられない 歳15

以上の若年失業者を中心に、初級・中級レベルの各種職業訓練を実施することにより、周

辺地域の職業訓練の機会に対する高い需要に応えてきたと高く評価されている。しかしそ

の一方で、職業訓練と併行して進められるはずであった工業の地方分散政策と東北地方の

地場産業育成の遅れに伴って、雇用需要があまり生じておらず、修了者の大部分が他の地
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域へ流出したという問題点が挙げられている 。なお、この問題は事前調査の段階で既に37

把握されていた問題であるが 、ひとつの職業訓練センターという立場から見れば、非常38

にマクロな社会経済的問題であり、短期的な対応は非常に困難であったと推察される。

その後、しばらく は東北地方のすべての県を対象としていたが、ウボンラーチャKISD

ターニー（ 後述 、及びナコンラーチャシーマーに職業訓練センターが設立されてUBISD( )）

以降、北部 県を対象とする機関となり、さらに他の各県に が次々と設立されてか7 PCSD

らは、それらを管轄する機関としても機能している。

現在、就労前訓練は建築分野 職種 、自動車分野 職種 、電気電子分野 職種 、機(14 ) (7 ) (8 )

械溶接分野 職種 、工芸産業分野 職種 に分かれ、計 職種が開設されている。訓練期(6 ) (1 ) 36

間は 内 ヶ月＋インプラント訓練 ヶ月の職種から、 内 ヶ月＋インプラントISD 2 1 ISD 10

訓練 ヶ月の職種までさまざまである。ただし、主流は ヶ月＋ ないし ヶ月のコース2 4 1 2

となっている。本来は から 歳までの遊休青年がターゲットであるが、 歳に満た16 25 16

、 。 、ない受講生もおり また 歳以上の受講生も訓練を受けている 受講希望者数を見ると25

志願者と受講者の数が同じ 名であり、すべての希望者を受け入れているようであり、923

このことは 年も同じである。 年の就労前訓練の訓練実績を見ると、 名の受1999 2000 923

、 、 、 。講生 名の卒業生 そして卒業した者のうち 就職を確認できた者は 名であった589 199

就職率は であり、分野別に見ると、建築分野 、自動車分野 、電気電子33.8% 36.7% 30.4%

分野 、機械溶接 となっている。過去の実績と比較すると、就職率については29.3% 41.7%

ほとんど変わらないものの、設立当初は応募倍率が 倍にも達していることから、受講3.5

者の質の低下があるものと考えられる。また、向上訓練については の職種が開設され61

ている。 でのインタビューによれば、現在、向上訓練の受講生の までが失業者KISD 80%

とのことである。

（２）ウボン職業訓練センター

タイ国政府は、第５国家経済社会開発計画（ ～ ）および第６国家経済社会開1982 1986

発計画（ ～ ）の重点目標として、引き続き雇用機会の増大、所得格差の是正、1986 1991

地域開発などを揚げ、引き続き職業訓練を通じての人材養成策を推進した。

東北地方では既に前述のコンケン職業訓練センター（ ）が設置されていたが、同KISD

センターの管轄地域は 県もの広域にわたり、センターの訓練生受け入れ数にも限度が17

あるため、実際には多くの受講生はセンターの周辺から集まり、センターから離れた地域

では職業訓練を受けたくてもその機会が与えられない青少年が多数いる状況であった。こ

のため、こうした者の多くは未熟練労働者として都市部に流入している状態であり、政府

にとってはその対策が必要とされていた。

以上のような状況から、政府は、東北地方を 分割し、北部の 県は が管轄し、2 9 KISD
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南部の 県を管轄する新しい職業センターをウボンラーチャターニー県に設置し、産業界8

と地域のニーズに合致した技能工の養成を行うことを計画した。センター開設のための建

物及び訓練機材を調達するためにわが国から 億 万円の無償資金協力がなされ、そ23 3700

の後プロジェクト方式技術協力が 年 月より 年 月までの カ年実施され1988 10 1993 9 5

1989 6 38た 年 月に最初の受講生を受け入れている 協力内容としては 専門家派遣が合計。 。 、

名（長期 名、短期 名 、約 億円の機材供与、及びカウンターパートの日本受け入17 21 3）

れが行政研修 名、技術研修 名の計 名となっている。8 20 28

はタイ国では 番目に開設された職業訓練センターであり、タイ国全土に実技UBISD 8

を中心とした職業訓練センターを設置し、この分野の条件を整備するというかねてからの

ネットワーク構想（の一部）を完成させるものであった。なお、後に、ナコンラーチャシ

ーマーに職業訓練センターが設立されて以降、 は北部 県、 南部 県を対象KISD 7 UBISD 7

とする機関となり、さらに他の各県に が次々と設立されてからは、それらを管轄すPCSD

る機関としても機能している。

現在、就労前訓練は建築分野 職種 、自動車分野 職種 、電気電子分野 職種 、機械(6 ) (4 ) (3 )

溶接分野 職種 に分かれ、計 職種が開設されている。訓練期間は 内 ヶ月＋イン(4 ) 17 ISD 6

プラント訓練 ヶ月、または 内 ヶ月＋インプラント訓練 ヶ月となっている。た3 ISD 10 2

だし、これらはパンフレットに掲載されている就労前訓練（機関内）のコースであり、こ

れ以外にもコンピューター修理、 、ダイヤモンドカッティングなどの企業Data Recorder

から依頼を受けて実施するコースも要請に応じて開講されている。特に、ダイヤモンドカ

ッテイングの訓練は、バンコクの企業から要請に基づいて実施されている訓練であり、訓

UBISD練に使用される機材や指導員までもが企業の負担であるという点で特殊である。

は受講生を募集し、訓練のための場所を提供する。そして ヶ月の訓練の後に基準を満た4

していると判断された受講生が指導員とともにバンコクに移動し、その企業で就労する。

後述の質問紙調査の結果から、彼女ら受講生（受講生はすべて女性であった）は相対的に

高い賃金を得ており、待遇は申し分ないと考えられるが、バンコクへの労働者の流出を抑

制するという「当初の」目的からは外れているという点で興味深い。

。 、2000 689 1998年の就労前訓練受講生は 名である 就職率に関するデータは 年に遡るが

建築分野 、自動車分野 、電気電子分野 、機械 となっている。ま52.2% 43.0% 45.7% 50.7%

た、 ヶ月訓練が 、 ヶ月訓練が 、そして全体で となっている。これら6 43% 10 63.5% 49.6%

は、インプラント訓練を実施した企業が、訓練修了後に修了生を引き続き雇用してくれた

かどうかを示したデータであり、最終的には全員就職できるとの話ではある。 年時に1995

はほぼ の就職率を誇っていた も、通貨危機の後にはだいぶ状況が変化して100% UBISD

いるようである。応募倍率については、最近でも約 倍を保っている。また、パンフレッ2

ト上で他コースの 年度の受講生数を見ると、就労前訓練（期間外）は 名、向上2000 837
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訓練は 名、特別訓練 名等となっている 。1,847 1,717 39

６．３ 評価調査の概要

６ ３ １ 調査の考え方. .

従来の教育・訓練分野のプロジェクト評価においては、プロジェクトの目標である当該

教育・訓練機関の設立と立ち上げ、カウンターパートへの技術の移転、機材の活用状況、

学生数などがＲ／Ｄどおりに適正に達成されているかどうかが評価されていた。東北タイ

職業訓練センター 、そしてウボン職業訓練センター も、それらの事柄に関(KISD) (UBISD)

しては終了時評価が行われ、プロジェクトの目標はおおむね達成されたとの結果を得てい

る 。これらの「目標」は、報告書中では単なるプロジェクトの活動状況を評価する指標40

として扱われているが、本来は、外部条件が満たされるとの仮定の下で、その目標が達成

。 、されれば上位目標も達成されるとの基準である 環境変化の激しい開発途上国においては

時間の経過とともに外部環境が変化し、外部条件が満たされない可能性も大きい。そのよ

うな状況下では、目標も状況に応じて変更していかなければならない。これを と対PDM

応させて表現するならば、上位目標を睨みつつ、外部条件の変化に対応する形でプロジェ

クト目標を再設定していく必要があるということである。

、 プロジェクトはともに 年以上前に開始された援助であるために、厳KISD UBISD 10

密に に基づいた計画は立てられていないが、それでも事前に上位目標は漠然と定義PDM

され、プロジェクト目標は計画という名の下に表現されている。 については、後UBISD

の活動事例報告において の要素が位置づけられており、その必要要素を抜き出すとPDM

表６－１の左欄のようになっている 。41

これを見ると、プロジェクト方式技術協力の枠組みと、無償資金協力の枠組み、そして

の活動の枠組みが組み合わさってしまっているためにわかりずらい。プロジェクUBISD

ト方式技術協力は技術協力による指導員への技術移転を第一の目的としてはいるが、

の『上位目標』は技能労働者の養成を通じての地域開発にあり、 の活動をUBISD UBISD

主眼とすれば、主な成果は技能労働者の創出、そして社会的な生産性向上となる。その立

場においては、指導員の養成はあくまでも一つの手段にすぎない。本調査研究の目的であ

る「地域間格差の是正」の評価の立場からプロジェクトを全体的に評価するのであれば、

援助活動の達成度だけではなく、援助の範囲を超え、評価の枠組みを一段階上にとり、プ

ロジェクト自体の『上位目標』に対応した効果を測定する必要がある。

ここで からは若干はずれるが、プロジェクトの効果をアウトプット（結果またはPDM

活動状況 、もしくはアウトカム（成果）とに分類した。現在、これらの言葉の定義にはば）
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表６－１ プロジェクトの枠組み

に対する援助活動の枠組み 本調査における両 の活動の枠組UBISD ISD

み

ﾀｰｹﾞｯﾄ タイ国ウボン市に新設される職業訓練センターの ﾀｰｹﾞｯﾄ タイ国東北地方の労働者、及
ｸﾞﾙｰﾌﾟ 職業訓練指導員 ｸﾞﾙｰﾌﾟ び潜在労働者
上位 第５次および第６次国家経済社会開発５カ年計画 上位 雇用機会の増大
目標 の重点目標である雇用機会の増大、所得格差の是 目標 所得格差の是正

正、地域開発の促進などを達成するため、東北タ 地域開発の促進などを達成す
イ南部地域に職業訓練センターを新設し、未就労 る。
青年、半熟練労働者などに対する訓練を実施する
ことにより、産業界のニーズと地域のニーズに合
致した技能工の養成を行う。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ （下記の成果 の目標(outcome)
。 、目標 値 輩出した技能労働者の数

生産性の向上、地域全体とし
ての生産性向上など ）。

成果 産業界と地域のニーズに合致
した技能工の創出、生産性向outcome
上

ﾌﾟﾛｼﾞｪ 新職業センターにおいて青少年に職業訓練を実 計画値 （下記の の目標値。(1) output
（ 、ｸﾄ目標 施する。 初期の の計画 受講生数R/D

日本人専門家がタイ側職業訓練センター指導員 開設コース数など ）(2) ）
に対し、指導法、教材開発などに関して指導
助言を行うことにより、その能力の向上を図
る。

成果 新職業訓練センターの建物の建設と必要資機材 結果 職業訓練の実施(1)
の整備 活動 受講生数、修了生数、開設コ(
産業界と地域のニーズに合致した技能工の養成 状況 ース数など(2) )

output(3) タイ職業訓練指導員の能力の向上
東北タイ南部地域の活性化(4)
タイ全土に及ぶ地方職業訓練センターのネット(5)
ワーク化の推進

らつきが見られるが、強いて次のように定義する。アウトプットとは具体的な「活動量」

もしくは「活動状況」を表す指標であり、一方アウトカムとは 「活動によって生み出され、

た成果」である 。また、アウトカムは、アウトプットが社会環境と交わることによって42

生ずる成果であるとも言える 。43

の活動を主眼としてアウトプットとアウトカムを定義したものが、同表の右欄UBISD

である。もちろん、技術協力援助そのものの評価も重要であるが、この節の最初に述べた

ように既に報告書も出されていることからここでは言及しない 。また、プロセスの評価44

は本調査研究の主眼ではないが、最終的な政策提言に係わるために、最低限触れることと

する。なお、教育・訓練のアウトカムは多種多様であるため、測定するアウトカムの範囲

をどこまで取るかという点は、分析対象のシステムをどの程度まで広げるかという分析能

力に委ねられることとなる。そのため、ここでは の設立によって付随する付加的UBISD



221

アウトカムなど、主でない部分は評価から除いた。このように、結果をアウトプットとア

ウトカムとして捉え、プロジェクト目標はそれらの達成すべき値とし、活動から上位目標

までを各要素で繋ぐように枠組みを作成すれば、表の右欄のようにプロジェクトを簡潔に

表現できる。

さて、ここで重要な点は 「成果」における技能工という定義である 。詳細は６.５.４、 45

で述べるが、何人の受講生を訓練したか、何人の修了生を送り出したかという指標はアウ

トプット指標であり、上位目標を念頭に置いたプロジェクト評価の指標として十分ではな

い 「技能工」について、単なる「量」ではなく、どれだけ良質の人材かという「質」をも。

。 、 。考慮しなければならない そこで プロジェクト評価指標として生産性の向上を設定する

また、アウトカムには効果と効用の両指標がある と考えられるため、効用をはかるもの46

として修了生の満足度を測定する。また、従来のプロジェクト評価においては、成果の評

ISD価はあるが それが投入に対して十分に効率的であるか否かの判断はされていない 両、 。

の評価のためには、各 が投入に見合っただけの修了生を労働市場に送りだしたか、彼ISD

らが労働市場の中で技能工たる資質を実際に備えているか、そして労働市場の中でどのよ

うな役割を果たしているかという点を、 と労働市場との間の関係に基づいて評価するISD

必要がある。

教育・訓練プロジェクトを評価するためには、その活動全体をシステムとして捉え、シ

ステムのインプットとアウトプット、もしくはアウトカムとを測定して、両者を比較し、

。 、 、 、その効率を評価する方法が最も容易である ここで システムのインプットは設備 建物

、 、 。 。訓練材料 指導員 受講生などである これらはすべて金銭に換算することが可能である

設備等は費用として計上され、指導員等のスタッフの労働も人件費として計上される。ま

た、受講生も訓練期間中は労働力を放棄しているために、将来的な所得の増加を見越して

一時的に労働による所得を放棄するという形で費用の一部を負担していることになる。こ

のインプットとアウトプット、そしてアウトカムを比較し、その効率を評価するための費

用効率分析（コストパフォーマンス 、そして費用便益分析を行うことにより、両 の） ISD

評価を行う。

また、上位目標への貢献についても金銭的効果の部分で触れるが、費用便益分析によっ

てプロジェクトが費用（インプット）に見合う以上の生産性の向上（アウトカム）を生み

出していれば、地域発展に対する貢献があるということを示している。

６ ３ ２ 現地調査の概要. .

バンコク首都圏と、タイ東北部、特にコンケン県及びウボンラーチャターニー県におい

て調査を行った。調査期間、調査方法、調査対象者、及び質問紙調査における調査項目は

下記の通りである。
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2000/10/31 - 11/16期間：・予備調査

2000/11/28 - 12/30・本調査

、 、 、 。方法： 予備調査の際に 案件に係る情報収集を行い 現状を把握し 質問紙を作成した

KISD UBISD (1) (2) (3)それをもとに と の 在校生、 卒業生に対する質問紙調査、

卒業生の管理者に対するインタビュー調査を行った。また、それと同時に、地域

の労働市場及び教育・訓練機関からの労働力供給の現状を把握することを主眼に

入れ、文部省傘下の職業訓練高校等からの聞き取り調査を実施した。

調査の概要：

在校生に対する質問紙調査(1)

、 、 、KISD UBISD ISD 200ともに 内で訓練が実施される就労前訓練の受講生 名

向上訓練の受講生 名を調査対象とした。調査対象者が学科や対象学歴の点で100

均一となるよう、コースに対して優先順位を決定し、サンプリングを試みた。し

かしながら、年度の区切りの時期であったため、多くの訓練コースは既に終了し

ISDていたり、あるいはインプラント・トレーニングに移行していたため、現在

ISD内で訓練を実施しているほとんどのコースの受講生が調査対象となった。両

における調査の質問紙配布数、回収数、回収率は下記の通りである。

配布数 （うち就労前訓練 向上訓練 ）KISD 328 197 131
回収数 （うち就労前訓練 向上訓練 ）282 187 95

86.0%回収率

配布数 （うち就労前訓練 向上訓練 ）UBISD 361 219 142
回収数 （うち就労前訓練 向上訓練 ）248 177 71

68.7%回収率

調査項目：

・受講した訓練の種類、年齢、学歴等、調査対象者の属性
・訓練を受講した理由
・訓練の評価

・将来の計画 など

卒業生に対する質問紙調査(2)

両 ともに、主として就労前訓練の修了者を調査対象とし、その企業に他のISD

コースの修了生がいる場合はその者も調査に協力してもらった。就労前訓練の修

了生名簿をもとに、訓練修了後に多くの修了生が就職している企業を のあるISD

（ 、 ） 、 、地域 コンケン ウボンラーチャターニー と バンコク首都圏にわけて抽出し
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その企業を訪問して質問紙調査を行った。目標数は 、 ともに、各地KISD UBISD

域で 名ずつ、計 名である。しかしながら、実際には就職後に会社を辞め100 400

た者が多くいるため、目標数には達しなかった。質問紙配布数、回収数、回収率

は下記の通りである。

KISD 67 52コンケン周辺地域 配布数 回収数

118 53バンコク周辺地域 配布数 回収数
（ ）合計 配布数 回収数 回収率185 105 56.8%

UBISD 98 89ウボン周辺地域 配布数 回収数
142 107バンコク周辺地域 配布数 回収数

（ ）合計 配布数 回収数 回収率240 196 81.7%

※バンコクでは と の両卒業生が就労する企業があるため、KISD UBISD

配布数は一部で重複している。配布総数は 。240

調査項目：

・受講した訓練の種類、年齢、学歴等、調査対象者の属性

・訓練を受講した理由
・訓練の評価
・現在の職位、賃金、親への仕送り等、現在の状況及び将来の計画 など

卒業生の管理者に対するインタビュー調査(3)

上記の卒業生に対する質問紙調査を実施する際に、管理者もしくは直属上司に

対してインタビュー調査を行った。全地域で の企業を訪問し、インタビュー72

調査に応じたのは の企業、複数の管理者にインタビューを行った場合やバン53

コク周辺地域で両 に重複する企業があったため、結果として計 の回答をISD 58

得た。また、インタビューの際に、修了生を評価する簡単な質問紙調査も実施し

た。その詳細は下記の通りである。

コンケン周辺地域 企業KISD 19
※ と で 社重複バンコク周辺地域 企業12 KISD UBISD 2

ウボン周辺地域 企業UBISD 15
※ と で 社重複バンコク周辺地域 企業9 KISD UBISD 2

調査項目：

・管理者から見た卒業生の評価（他の学歴の者と比較して）
・管理者から職業訓練所に期待する事柄 など
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６．４ 質問紙調査の結果

本章においては、 種類の質問紙調査より得られた主要な結果について明らかにし、考3

察を行う。そして、修了生の回答結果をもとに、共分散構造分析を用いて修了生の満足度

（プロジェクトの効用）を規定する要因について明らかにする。なお、質問紙中には受講

KISD UBISDしている 受講した 職業訓練についての評価に関する質問項目もあるが（ ） 、 、

内の訓練プロセスに関する詳細な分析は省略し、主としてシステムのインプットとアウト

カム、そしてシステムを取り巻く環境とに着目して分析を行う。

６ ４ １ 在校生に対する質問紙調査の結果. .

○調査対象者の属性

まず、年齢、学歴、そして受講理由等、どのような属性を有した人が訓練を受講してい

るのかを明らかにする。在校生を対象とした質問紙調査ではまだ訓練を修了していないた

めに、訓練の効果を把握することはできないが、訓練修了後の効果を考える上でこの結果

は参考になる。

表６－２、表６－３は、それぞれ機関別コース別の調査対象者の年齢と学歴を表してい

る。すべての在校生のデータではないが、全体的傾向は概ね把握できる。６.２.１で示し

たように本来就労前訓練は 歳までの遊休青年を対象としているため、年齢は若く、ま25

た前期中等教育卒業者、後期中等教育卒業者が対象となっている。しかし、最近の経済不

況の影響から、およそ 程度の高等教育を経験している受講生や、比較的高齢の受講生10%

も存在する。他訓練コースは主に高等教育経験者が訓練対象となっている。これには企業

の委託訓練も含まれていると考えられる。

○訓練を受けた理由

訓練を受けた理由について、各項目に（理由として 「 ない 「 すこしある 「 ふつ） 」 」1. 2. 3.

う（中ぐらい）にある 「 たくさんある 「 最高にある」の 段階で回答してもらった」 」4. 5. 5

結果が表６－４である。なお、訓練コースによって受講生の属性が大きく異なるため、就

労前訓練とそれ以外の訓練コースとに分けて表記している。

まず、訓練コースを問わず、受講者が訓練を受講した理由として高い得点をあげた項目

は 「仕事に必要な知識を身につけるため 「仕事に必要な技能を身につけるため」であっ、 」、

た。それに「良い仕事を得るため 「社会的評価を得るため」の項目が続いている。」、

就労前訓練受講生の場合は、それ以外の項目も下位の つの項目を除いて 以上の得点2 3

となったが、その中で「上の学校に行けなかったから」という項目が低い値でとどまって

いるのは、その意味が良いか悪いかは別として、 が学校制度内教育の代替手段としてISD

機能していないことを表していると考えられる。また、 と との間で「学校KISD UBISD
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表６－２ 受講生（在校生）の属性（年齢）

年齢 合計~15 16~18 19~21 22~25 26~30 31~35 36 ~

3 100 56 23 10 4 1 197就労前訓練
1.5% 50.8% 8.4% 11.7% 5.1% 2.0% 0.5% 100%

0 4 4 16 17 10 23 74KISD 他訓練コース
0.0% 5.4% 5.4% 21.6% 23.0% 13.5% 31.1% 100%

3 104 60 39 27 14 24 271合計
1.1% 38.4% 22.1% 14.4% 10.0% 5.2% 8.9% 100%

5 81 55 20 7 0 0 168就労前訓練
3.0% 48.2% 32.7% 11.9% 4.2% 0.0% 0.0% 100%

0 0 1 2 8 11 30 52UBISD 他訓練コース
0.0% 0.0% 1.9% 3.8% 15.4 21.2% 57.7% 100%

5 81 56 22 15 11 30 220合計
2.3% 36.8% 25.5% 10.0% 6.8% 5.0% 13.6% 100%

8 181 111 43 17 4 1 365就労前訓練
2.2% 49.6% 30.4% 11.8% 4.7% 1.1% 0.3% 100%

0 4 5 18 25 21 53 126合計 他訓練コース
0.0% 3.2% 4.0% 14.3% 19.8% 16.7% 42.1% 100%

8 185 116 61 42 25 54 491合計
1.6% 37.7% 23.6% 12.4% 8.6% 5.1% 11.0% 100%

表６－３ 受講生（在校生）の属性（学歴）

初等教育卒・ 前期中等卒・ 後期中等卒 高等教育中退 合計学歴

前期中等中退 後期中等中退 ・卒業

16 109 53 23 201就労前訓練
8.0% 54.2% 26.4% 11.4% 100%

3 14 4 54 75KISD 他訓練コース
4.0% 18.7% 5.3% 72.0% 100%

19 123 57 77 276合計
6.9% 44.6% 20.7% 27.9% 100%

11 108 45 16 180就労前訓練
6.1% 60.0% 25.0% 8.9% 100%

0 1 4 48 53UBISD 他訓練コース
0.0% 1.9% 7.5% 90.6% 100%

11 109 49 64 233合計
4.7% 46.8% 21.0% 27.5% 100%

27 217 98 39 381就労前訓練
7.1% 57.0% 25.7% 10.2% 100%

3 15 8 102 128合計 他訓練コース
2.3% 11.7% 6.3% 79.7% 100%

30 232 106 141 509合計
5.9% 45.6% 20.8% 27.7% 100%
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の先生のすすめ 「会社の上司のすすめ」の 項目で平均の差が統計的に有意であったこ」 2

とは、 の方が受講生募集の宣伝がうまくいっていることを表しているとも解釈でUBISD

。 、 、 、きよう 一方 他の訓練コースは在職者であることが多いことから 前述の 項目以外は4

理由としてはあまり強く挙げられなかった。

○訓練の評価

訓練自体の評価は本調査の主眼ではないが、訓練の評価についても質問紙中で回答を求

、 。め また と の長所と改善すべき点についての自由記述をしてもらっているKISD UBISD

そこで、ここでは自由記述を中心に結果を示す。

まず、 についてであるが、多くの長所に関するコメントが指導員に関するものでKISD

あり、指導員が受講生に知識・技術を教える能力に優れているとコメントしている。この

ことは、 の指導員がよく訓練され、また指導経験を十分に有していることを意味しKISD

ている。しかしその一方で、多くの受講が指導員により指導をして欲しいと感じている。

次に多いコメントが施設・設備に関する事柄であり、数量的に設備が十分にあったとコメ

ントされている。それ以外にも、職業訓練機会が全員に開かれていること、良い環境、良

い規律、そして授業料が無料であることなどが長所として挙げられており、低所得層の多

くの人々が職業訓練を受けることを可能としているとの認識が持たれていることが示され

ている。

一方、改善すべき点として、最も多くの意見があったのは施設・設備に関する事柄であ

った。意見の多くが、機械の故障、時代遅れという指摘をしている。つまり、 は量KISD

的に十分で適切な設備があるが、その一方で状態の悪い機械や時代遅れの機械もあること

を示している。これらの多くのコメントは機械部門の受講生からのものであった。訓練自

体に関するコメントについては、そのコメントのうちの約半数が、訓練期間を長くして、

より高度な知識技術を習得したいとのコメントであった。それ以外には、教室とトイレが

不足しているとのコメント、また早い時期の奨学金の支払いを望む声もあった。指導員に

ついてはより多くの指導を望む声はあったが、改善点として挙げられているコメントがほ

とんど無く、 の長所は指導員にあると考えられる。KISD

他方、 については、自由記述において受講生が長所として多く挙げたのは全体UBISD

の運営に関するものであり、建物と環境の素晴らしさ、規律の厳しさ、そして自分達の就

職機会を高めるのを助けることができると言及している。次に多いのが、施設・設備が受

講生にとって適切であるとのコメントであり、それに指導員の指導技術が高いとの評価が

続く。しかしながら、指導員に対するコメントは、全体の約 であり、 が で15% KISD 80%

あることと比較すると、その割合は低い。

改善点については、機械の故障と古さ、より高度な新しいコースや科目を作成する必要
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性、早期の奨学金の支払い、指導員がもっと指導をして欲しいなどのコメントが挙げられ

た。しかし、全体的にコメントが分散しており、とりたてて問題はないと考えられる。

、 、 、結果として は指導員が長所であり 施設・設備の古さが改善点として挙げられKISD

は施設が長所として挙げられているという結果になる。 年という開設時期の違UBISD 10

いによるものと考えられよう。また、 は総コメントのうち半数が改善点であったのKISD

に対して、 はそれの であったことから、両 を比較すれば、相対的にはUBISD 1/3 ISD

の運営の方が高い評価を得ていると考えられる。また、これらのコメントは修了UBISD

生からの自由記述のコメントとほとんど同じものであり、両 の訓練を経験した者の意ISD

見として、信頼度が高いものと判断できよう。

○将来の計画

訓練を受けていなかったと仮定したときの現状の予想について、就労前訓練の在校生の

みを対象として分析を行った。他訓練コースを除いたのは、向上訓練等の在校生が有職者

、 。「 、である場合が多く 性質が明らかに異なるためである もしも訓練を受けていなかったら

今何をしていると思いますか」という質問に対し、 が「他の学校に通っていた」と48.8%

答えている 「他の学校」には学校制度内教育も のような他のノンフォーマル教育・。 ISD

訓練機関も考えられ、就職前に何らかの知識技術を得ようとする意志が見て取れる。続い

て が「定職に就いていない」と答え、さらに が「働いている」と回答してい27.4% 18.4%

る 「働いている」と回答した者の中には、農業従事者も含まれると考えられ、 の訓。 ISD

練を受けずに就労することが困難であることが推察される。

次に、訓練修了後の将来計画についての質問を行った。東北地方での就労を計画してい

る修了生は にとどまり、 がバンコク周辺地域へ、そして がより教育段29.2% 41.4% 12.0%

KISD階の高い学校への進学を計画している バンコクへの移動を計画している者の割合が。

と とで異なることについては、コンケンとウボンラーチャターニーの産業規模のUBISD

表６－５ 訓練を受けていなかった場合の現状の予想（就労前訓練受講生）

働いている 定職に就い 他の学校に （その他） 合計
ていない 行っている 無職 農業

42 56 95 5 0 198KISD
21.2% 28.3% 48.0% 2.5% 0.0% 100%

26 45 85 12 3 171UBISD
15.2% 26.3% 49.7% 7.0% 1.8% 100%

68 101 180 17 3 369合計
18.4% 27.4% 48.8% 4.6% 0.8% 100%
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表６－６ 訓練修了後の計画（就労前訓練受講生）

終了直後５年後１０年後
東北地方 周 他の地域 海外で 定職に就 上の学校 （その他） 合計ﾊﾞﾝｺｸ
で働く 辺で働く で働く 働く かない に行く

計画は 決まって
ない いない

71 65 12 11 2 26 10 0 197KISD
36.0% 33.0% 6.1% 5.6% 1.0% 13.2% 5.1% 0.0% 100%

36 87 12 7 3 18 6 1 170UBISD
21.2% 51.2% 7.1% 4.1% 1.8% 10.6% 3.5% 0.6% 100%

107 152 24 18 5 44 16 1 367合計
29.2% 41.4% 6.5% 4.9% 1.4% 12.0% 4.4% 0.3% 100%

83 46 24 20 6 15 5 0 199KISD
41.7% 23.1% 12.1% 10.1% 3.0% 7.5% 2.5% 0.0% 100%

38 67 15 15 0 29 5 1 170UBISD
22.4% 39.4% 8.8% 8.8% 0.0% 17.1% 2.9% 0.6% 100%

121 113 39 35 6 44 10 1 369合計
32.8% 30.6% 10.6% 9.5% 1.6% 11.9% 2.7% 0.3% 100%

83 38 21 30 5 5 11 193KISD
43.0% 19.7% 10.9% 15.5% 2.6% 2.6% 5.7% 100%

59 46 12 24 3 17 6 167UBISD
35.3% 27.5% 7.2% 14.4% 1.8% 10.2% 3.6% 100%

142 84 33 54 8 22 17 360合計
39.4% 23.3% 9.2% 15.0% 2.2% 6.1% 4.7% 100%

表６－７ 自営の意志の有無（就労前訓練受講生）

自営の意志がある ない 合計

東北地方で ﾊﾞﾝｺｸで 他の地域で

149 107 25 17 49 198KISD
75.3% 54.0% 12.6% 8.6% 24.7% 100%

132 67 42 23 39 171UBISD
77.2% 39.2% 24.6% 13.5% 22.8% 100%

281 174 67 40 88 369合計
76.2% 47.2% 18.2% 10.8% 23.8% 100%
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違いが影響しているものと思われる。また、海外での就労を希望している者も いる。4.9%

これらの構成は、年が進むごとに変化を見せる。東北地方で働くことを計画している者

10 39.4% 23.3%は 年後には となり バンコク周辺で働くことを計画する者はほぼ半減して、

となる。 年後には の修了生が海外で就労することを計画しているという点も注目10 15.0%

すべきであろう。すなわち、最初はバンコク周辺での就労を希望し、数年後に東北地方に

帰ってくる、あるいは海外に出稼ぎに行くという移動パターンが受講生の希望から予測さ

れる。

また、参考のために自営の意志についても質問を行った。タイの文化として、自営の意

志が強いことも特徴的である。可能か否かは問えないが、将来独立して東北地方に企業を

興すことができれば、東北地方の発展に寄与するものと考えられる。

６ ４ ２ 修了生に対する質問紙調査の結果. .

○調査対象者の属性

表６－８、表６－９は、それぞれ 別コース別就労地域別の調査対象者の年齢と学歴ISD

。 、 。を表している 就労前訓練において 年齢に関しては比較的均等な調査対象者が得られた

また、就労地域別に調査対象者の学歴を見ると、相対的にバンコク周辺で就労している修

了生の方が学歴が高い。このことは、調査設計上、追跡可能な修了生を調査対象としたた

めとも考えられるが、バンコク周辺の比較的規模の大きい企業で就労できるためには高い

学歴が必要とされていることを表しているという解釈も考えられる。他訓練コースに関し

ては、 では比較的低い学歴の者が調査対象者となっているのに対し、 の東北KISD UBISD

、 。 、地方で就労している修了生に関しては 高等教育を経験している者が極めて多い これは

コンピューター関連の訓練の修了生が調査対象となったためであり、彼らは学歴も高く、

どちらかと言えば特殊な事例に相当する。また、表中には現れないが、 の就労前UBISD

訓練修了生でバンコク周辺で就労しているサンプルの中には、ダイヤモンドの研磨に従事

する者が約 名含まれている。そのため、結果を考察する際にはこのサンプルの影響を40

考慮する必要がある。

○訓練を受けた効果

訓練を受けた効果について、各項目に（効果として 「 ない 「 すこしある 「 ふつ） 」 」1. 2. 3.

うにある 「 たくさんある 「 最高にある」の 段階で回答してもらった結果が表６－」 」4. 5. 5

１０である。質問項目を「私的効果」と「社会的効果 、そして厳密には効果ではないが、」

他者から見て自分がどのように評価されているかという「周囲の評価」とに分け、それぞ

れポイントが高い（効果が大きい）項目順に挙げてある。なお、ここでは就労前訓練の修

了生による評価のみとりあげた。
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最初に、私的効果の中で効果が大きいとされる項目をみると 「仕事に必要な知識が身に、

ついた 「仕事に必要な技能が身についた」という項目が高かった。タイ東北地方の遊休」、

青年に職業訓練機会を提供し、技能工として職に就かせるという両 の主目的が達成さISD

れていることがわかる。それ以外にも 「規律・規則に従うようになった 「良い職業につ、 」、

くことができた 「早く職業につくことができた」といった効果も高く、また 「友人が増」、 、

えた」といった副次的な効果も示された。

効果がさほど大きくないと回答された質問項目は 「地位」と「給料」に関する項目であ、

った。しかし、実際には、特に小規模の企業を中心として、 修了生の初任給を他労働ISD

者よりも高く設定している企業や、昇進についても考慮する企業があり、 を修了すれISD

ば所得に影響を与える。また、就労地域による評点の差を検定すると、給料に関しては危

険率 で、地位に関しては で、バンコクで就労している修了生の評点の方が東北地10% 5%

表６－１０ 修了生による効果に関する評価（就労前訓練）

N=190 N=59 N=131合計 東北部 バンコク

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 検定

（私的効果）

3.91 (0.88) 3.80 (0.89) 3.96 (0.87)友人が増えた

3.89 (0.82) 3.83 (0.85) 3.92 (0.80)規則・規律に従うようになった

3.89 (0.87) 3.92 (0.88) 3.89 (0.87)仕事に必要な技能が身についた

3.88 (0.87) 3.95 (0.82) 3.85 (0.90)仕事に必要な知識が身についた

3.81 (0.87) 3.71 (0.83) 3.85 (0.89)良い職業につくことができた

3.77 (0.98) 3.75 (0.99) 3.79 (0.98)早く職業につくことができた

3.72 (0.87) 3.71 (0.89) 3.73 (0.86)重要な仕事を与えられた

3.72 (0.88) 3.80 (0.94) 3.69 (0.85)仕事に意欲的に取り組むように
なった

3.61 (0.93) 3.73 (1.01) 3.55 (0.89)新しい機械に対応できた

3.32 (0.95) 3.59 (0.97) 3.20 (0.92) **職を失う危険性が減った

3.10 (1.06) 3.31 (1.13) 3.01 (1.01) +高い給料を得ることができた

3.07 (1.02) 3.29 (1.00) 2.97 (1.02) *高い地位につく可能性が増えた

（社会的効果）

3.76 (0.83) 3.95 (0.99) 3.67 (0.74) *職場の能率が向上した

3.65 (0.86) 3.75 (0.98) 3.60 (0.80)同僚の仕事意欲を高めた

3.53 (0.96) 3.76 (1.04) 3.42 (0.90) *企業の発展に役立った

3.50 (0.98) 3.73 (0.91) 3.40 (1.00) *同僚に自分の技術を教えること
できた

（周囲の評価）

3.23 (0.95) 3.37 (0.93) 3.16 (0.96)上司から高く評価された

3.23 (0.97) 3.39 (1.02) 3.15 (0.95)同僚・部下から高く評価された
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方で就労している修了生の評点よりも統計的に有意で低い結果となった。しかし、実際に

は彼らの所得はウボン周辺の修了生よりも高く、彼らが自分の給与を周囲の労働者のそれ

と比べた場合に不満を感じているために、このような回答結果になったと考えられる。も

っとも、彼らがバンコク地域で定職に就くことができたのは、 の効果であるとも考えISD

られる。タイは学歴社会であり、インタビューの結果から を修了しても最高で現場主ISD

任程度までしか昇進できず、また、最低賃金が高く設定されているために賃金に大きな差

違が生じない 「地位」と「給与」のポイントが相対的に低いのは、実際の効果が 修。 ISD

了生の期待よりも小さいために、効果が小さいと回答していると解釈できよう。

次に社会的効果の項目を見ると、概して効果があったとの回答をしているものの、相対

。 、 、的にはやや劣る 管理者へのインタビューでも同様の回答を得たが 修了生が就職しても

その時点では他の労働者よりも群を抜いて高い技術を保持しているわけではないため、他

労働者への影響はさほどないものと考えられる。就労地域による差異を検討すると、バン

コク周辺の方が評点が低く 「企業の発展に役立った 「同僚に自分の技術を教えることが、 」、

できた」では で有意である。職場の中での修了生の地位が、相対的に東北地方で就労5%

している方が高いことを示唆する結果であると考えられる。このことは、周囲の評価につ

いても相対的に低い評点となっていることからも判断できよう。 を修了しても決してISD

群を抜いて高い技術を獲得したわけではなく、 修了生の労働市場の中での競争力の違ISD

い、それに付随した企業内での位置付づけの違いによるものであると考えられる。このこ

とは私的効果の「職を失う危険性が減った」にもあてはまる。

以上の結果は と の両 を合わせた結果であるが、両者の評点に統計的KISD UBISD ISD

に有意な差は見られなかった。また、 に関する前回調査と比較した場合、やや評UBISD

点が低下してはいるが、ほぼ同じ結果となっている。

○修了生の満足度を規定する要因

次に、共分散構造分析を用いて修了生の満足度を規定する要因について明らかにする。

共分散構造分析とは、直接観測することのできない「構成概念」を複数の観測変数から把

握し、仮説に基づいてそれら構成概念間の因果関係を検証する分析方法である。

まず、修了生に対する調査の質問項目（表６－１１）を用いて、図６－３のような因果

モデルを構築した 年の調査の結果に基づき 大きく分けて 訓練を受けた理由 訓。 、 、「 」「1995

練を受けた効果 満足度 のグループを仮定し 訓練を受けた理由 が訓練終了後の 訓」「 」 、「 」 「

練を受けた効果」に影響を及ぼし、最終的に「訓練を受けた効果」が修了生の「満足度」

に影響を及ぼしていると仮定した 「訓練を受けた理由」においては、質問項目の因子分析。

により、高い給料や高い地位を得るための＜経済地位＞、仕事に必要な知識や技術を身に

つけるための＜知識技術＞、上の学校に行けなかった・仕事がないなどの＜無職＞の３つ
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の因子を抽出し、これらの３つを構成概念とした 「訓練を受けた効果」についても、同様。

に因子分析により、高い給料を得て、良い職につくことができたという＜良い職＞、自分

の所属する職場の能率の向上、同僚や部下に自分の技術を教えることができたという＜企

業の発展＞、仕事に必要な知識や技術が身に付いたという＜知識技術＞、上司・同僚・部

下から高く評価されたという＜他者評価＞の４つの因子を構成概念と仮定した。そして、

これら構成概念間の因果関係を検討するための因果モデル（図６－３）を構築した。共分

散構造分析の結果は、図のパスダイアグラム中に示したとおりである。

さて、構成したモデルがデータに適合しているのか否かを判定するためにモデルの評価

を行う。モデルの全体評価を行うための指標として、比較適合度指標（ 、倹約性修正CFI）

済み比較適合度指標（ 、 （ ）PCFI RMSEA rootre mean square error of approximation）

CFI=.980 PCFI=.768 RMSEA=.088 CFIなどがある 本モデルは 結果として を得た47。 、 、 、 、 。

表６－１１ モデルの分析に用いられた質問項目

＜訓練を受けた理由＞
構成概念１ 経済地位

：高い給料を得るため ：高い地位につくため ：良い仕事を得るためR1 R2 R3
構成概念２ 知識技術

：仕事に必要な知識を身につけるためR4
：仕事に必要な技能を身につけるためR5

構成概念３ 無職
：上の学校に行けなかったから ：仕事がなかったからR6 R7

＜訓練を受けた効果＞
構成概念４ 良い職

：高い給料を得ることができた ：良い職業につくことができたI1 I2
：高い地位につく可能性が増えたI3

構成概念５ 企業の発展
：自分の所属する職場の能率が向上したI4
：同僚や部下に自分の持つ技術を教えることができたI5
：企業の発展に役立ったI6

構成概念６ 知識技術
：仕事に必要な技能が身についた ：仕事に必要な知識が身についたI7 I8

構成概念７ 他者評価

：同僚・部下から高く評価された ：上司から高く評価されたI9 I10

＜満足度＞

構成概念８ 満足度
：他の人にもこの の訓練をすすめたいS1 KISD/UBISD
：参加した訓練によって生じている現在の状況に満足しているS2



236

と は、その範囲が から の範囲に収まるように定義されており、 に近PCFI 0.00 1.00 1.00

RMSEA 0.05 0.1いほどよいモデルと判定される また は 以下であれば当てはまりがよく。 、 、 、

以上であれば当てはまりが悪いと判断する習慣がある 。本モデルは、いずれの値もモデ48

ルとデータの間の適合度がまずまず高いことを示しており、モデルが分散共分散行列を概

ね説明しているといえる。

次にモデルの部分評価を加えるため、構成概念間から、観測変数への影響指標の値を調

べた。観測変数Ｒ７への影響指標（ ）を除く、観測変数すべてにおいて、 以上の値.21 .39

を示している。そして、これらの影響指標はすべて統計的に有意となり、構成概念と観測

変数の関係は適切に対応しているといえる。

さて、モデルの解釈を行うと、上の学校に行けなかった・仕事がないという＜無職＞で

あることを研修受講の理由にしている者は、研修を受講し、高い給料を得た・良い職につ

くことができたという＜良い職＞に効果があった と考えており、＜満足度＞に最も影(.81)

図６－３ 修了生の満足度を規定する因果モデル
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響を与えていること が明らかになった。また、高い給料や高い地位を得るための＜経(.56)

済地位＞からも＜良い職＞を得たという効果に対して影響 があり、それが高い＜満足(.19)

度＞につながっていることも明らかになった。＜経済地位＞から＜良い職＞へのパス係数

が低い 理由は、＜無職＞から＜良い職＞への影響が強すぎる ことが影響している(.19) (.81)

と考えられる。

次に、＜無職＞ と＜知識技術＞ を研修の受講理由にしている者はそれぞれ、＜(.58) (.32)

知識技術＞を得られたことを研修受講の効果であると考えており、＜満足度＞が二番目に

高いこと が明らかになった。(.30)

以上の結果より、やはり職がなかったから、上の学校に行けなかったからなどの切迫し

た理由が強くあった修了生の方が、良い職を得られたという効果が強いと感じ、また知識

技術が得られたと感じ、結果として満足度が高いという結果になった。この分析は就労前

訓練の修了生を対象としたものであり、向上訓練の受講生との違いは考察していないため

に比較はできないが、就労前訓練の修了生という対象に絞って考えれば、より切迫してい

る者に訓練を施すほど効果も満足も大きい。このことは 「訓練を受けなければ職を得るこ、

とができなかった」という自由記述のコメントからも推察できる。また、経済的地位を求

めて訓練を受けた者も良い職が得られた効果を認識し、満足するという傾向にある。企業

の発展から満足度へは負値を示すが、他のパスの影響もあるものの、あえて解釈すれば企

業の発展に役立ったと考えるのは規模の小さな企業に就職している者が多く、処遇などか

ら個人の満足にはつながっていないとも考えられよう。最後に、知識や技術を得ようとし

KISDて訓練を受け、そしてそれを身につけ、現状でも満足しているというパスも強く、

／ の主目標が達成されているであろうことが示された。UBISD

６ ４ ３ 修了生所属企業の管理者による評価. .

上記の非金銭的効果に関する分析は、修了生への質問紙調査の結果を分析したものであ

り、修了生の主観評価が基礎となっている。そのため、修了生の所属企業の管理者によっ

て、客観的評価を試みた。企業の管理者に質問しているのは「他の労働者と比較して優れ

ているか否か」であり、 、 の修了生とそれ以外の労働者との比較を通じて、KISD UBISD

その効果を捉えている。しかし、これは相対的な評価であり、周囲の労働者の質による影

響を多少なりとも受けていると予想されることは留意すべきである。また、就労前訓練と

向上訓練の違いを前提にして質問していないため、 の向上訓練修了生が比較的高UBISD

度な内容を身につけていることから、東北地方で の修了生を評価した評点は高くUBISD

出るであろうことにも留意しなければならない。

まず、管理者による評価を全体的に見た場合、表６－１２に示すように、 質問項目の26

ほとんどの項目で基準の３以上の得点を得ていることは評価される。最も優れていると評
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価された項目は「素直さ」に関する項目である。東北地方だけでなく、バンコク周辺の企

業でも「 修了生の長所は素直さである」との意見が多くあった。続いて 「協調性 、ISD 、 」

「規則・規律を守る」等の評価が高い。技能工の養成としてもっとも重要な技術や技能に

関する項目については 「基礎的な知識が身についている 「基礎的な技能が身についてい、 」、

る」で平均をわずかに超える程度であり 「高度な知識が身についている 「高度な技能が、 」、

身についている」では、基準点を下回った。特に、 の評価は東北地方の企業においKISD

て基準より低い 点台の評点となっている。コンケンにおけるインタビューの際にも、あ2

まり修了生の知識や技術に関する評価は芳しくなかった。例えば、コンケンの自動二輪の

部品販売・修理の企業においては、 の修了生を高等教育の卒業生と比較して知識・KISD

技術が低いと判断しており、技能職・技術職に就く労働者の学歴がコンケンで変化し、修

了生の労働市場が他の職業訓練機関と競合したために評価が相対的に下がっているものと

考えられる。インタビューの際にも、特に において、訓練機関を延ばしてより基本KISD

的技能を身に付けさせ、そしてオン・ザ・ジョブ・トレーニングで経験を積ませるべきで

あるとの意見が多くあった。コンケンの企業の管理者は他の職業訓練機関と比較して、

の訓練期間が短いことを知っており、これが そのものの評価につながっていKISD KISD

るといえよう。

修了生は、知識・技能面の優位性よりも、むしろ労働者としての資質を備えているとの

評価を受けている。すなわち、修了生を管理者が評価した場合、知識・技能面の効果はさ

ほど大きくなく、労働者としての資質の獲得に関しての効果が大きいと判断できよう。こ

れまでに主として農業に従事してきた農村部の青年にとって見れば、企業で働くためには

就労時間や作業場内の規則などの様々な制約を受けることを体験しなければならず、その

意味で資質を備えているという点は非常に有利に働く。しかし、それは最低限の条件であ

、 、 、 。り 管理者から見ればそれは 労働者に要求される通常の知識 技能であると解釈できる

以上は各質問項目に対する管理者の評価であるが、総合的に見て修了生に満足している

かという質問、そして点数を付けさせる質問に関しては、表６－１３、６－１４に示すよ

うにそれほど悪い結果にはなっていない。企業の管理者へのインタビューでも、ある程度

知識や技術を必要とする職には、それに相当する学歴を有した労働者を雇用するものの、

それらを必要としない職には学歴は関係がない。むしろ、学歴の高い労働者を雇用するた

めには、それ相応の賃金を支払わなければならず、企業によっては賃金の高い高校卒業者

の雇用を避け、中学校卒や の修了生を雇用するというケースもあった。ISD
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表６－１２ 修了生所属企業の管理者による評価

地域 東北部 バンコク 合計
検定

合計 合 計 合計 結果ISD KISD KISD KISD
(*1)質問項目 (N=17) UBISD (N=33) (N=8) UBISD (N=15) (N=25) UBISD (N=48)

(N=16) (N=7) (N=23)

3.82 3.94 3.88 4.13 3.43 3.80 3.92 3.78 3.85素直である
(1.01) (0.77) (0.89) (0.83) (0.53) (0.77) (0.95) (0.74) (0.85)

3.65 3.81 3.73 4.00 3.29 3.67 3.76 3.65 3.71強調性がある
(0.93) (0.66) (0.80) (0.76) (0.49) (0.72) (0.88) (0.65) (0.77)

3.47 3.94 3.70 4.13 3.00 3.60 3.68 3.65 3.67職場での規則・規律を守る
(1.07) (0.68) (0.92) (0.35) (0.58) (0.74) (0.95) (0.78) (0.86) **交互

3.35 3.94 3.64 4.00 3.29 3.67 3.56 3.74 3.65必要な仕事の習得が早い
(1.00) (0.57) (0.86) (0.00) (0.49) (0.49) (0.87) (0.62) (0.76) **交互

3.41 3.94 3.67 4.00 3.14 3.60 3.60 3.70 3.65企業の発展に役立っている
(0.71) (0.77) (0.78) (0.76) (0.69) (0.83) (0.76) (0.82) (0.79) **交互

3.35 3.94 3.64 4.00 3.14 3.60 3.56 3.70 3.63仕事に意欲的に取り組む
(0.86) (0.44) (0.74) (0.53) (0.38) (0.63) (0.82) (0.56) (0.70) **交互

3.41 3.88 3.64 4.00 3.14 3.60 3.60 3.65 3.63仕事を全体的に良く
(0.80) (0.72) (0.78) (0.53) (0.38) (0.63) (0.76) (0.71) (0.73) **理解できている 交互

3.59 3.81 3.70 3.88 2.86 3.40 3.68 3.52 3.60無断欠勤・遅刻が少ない
(1.12) (0.75) (0.95) (0.83) (0.69) (0.91) (1.03) (0.85) (0.94) *交互

3.41 3.88 3.64 3.38 3.57 3.47 3.40 3.78 3.58作業計画を守る
(1.12) (0.34) (0.86) (0.74) (0.53) (0.64) (1.00) (0.42) (0.79)

3.59 3.50 3.55 3.88 3.29 3.60 3.68 3.43 3.56一生懸命に働く
(1.12) (0.73) (0.94) (0.83) (0.76) (0.83) (1.03) (0.73) (0.90)

3.29 3.63 3.45 4.00 3.43 3.73 3.52 3.57 3.54重要な仕事を遂行できる
(0.85) (0.72) (0.79) (0.00) (0.53) (0.46) (0.77) (0.66) (0.71) *交互

3.25 3.63 3.44 3.88 3.29 3.60 3.46 3.52 3.49集中力がある
(1.00) (0.81) (0.91) (0.35) (0.49) (0.51) (0.88) (0.73) (0.80)

3.29 3.81 3.55 3.50 3.14 3.33 3.36 3.61 3.48責任感が強い
(0.92) (0.66) (0.83) (0.76) (0.38) (0.62) (0.86) (0.66) (0.77)

3.06 3.88 3.45 3.75 3.29 3.53 3.28 3.70 3.48最近の技術進歩に
(1.09) (0.62) (0.97) (0.89) (0.49) (0.74) (1.06) (0.63) (0.90) *対応できる 交互

3.24 3.69 3.45 3.88 3.00 3.47 3.44 3.48 3.46同僚や部下の仕事意欲を
(0.90) (0.48) (0.75) (0.64) (0.00) (0.64) (0.87) (0.51) (0.71) **高める 交互

2.82 3.88 3.33 3.75 3.71 3.73 3.12 3.83 3.46 I S D *基礎的な知識が
(0.95) (0.50) (0.92) (0.71) (0.76) (0.70) (0.97) (0.58) (0.87) *身についている 交互

2.88 3.94 3.39 3.75 3.43 3.60 3.16 3.78 3.46基礎的な技能が
(1.05) (0.77) (1.06) (0.89) (0.53) (0.74) (1.07) (0.74) (0.97) *身についている 交互

2.94 4.00 3.45 3.38 3.29 3.33 3.08 3.78 3.42機転がきく
(1.09) (0.82) (1.09) (0.74) (0.49) (0.62) (1.00) (0.80) (0.96) *交互

3.12 3.88 3.48 3.38 2.86 3.13 3.20 3.57 3.38自己管理能力が優れている
(0.86) (0.62) (0.83) (1.06) (0.69) (0.92) (0.91) (0.79) (0.87) *交互

3.18 3.94 3.55 3.13 2.86 3.00 3.16 3.61 3.38 *同僚や部下に 地域
(0.95) (0.57) (0.87) (0.83) (0.90) (0.85) (0.90) (0.84) (0.89) *技術を良く教える 交互

3.06 3.88 3.45 3.13 3.00 3.07 3.08 3.61 3.33 *リーダーシップがある 地域
(0.75) (0.50) (0.75) (0.64) (0.58) (0.59) (0.70) (0.66) (0.72) *交互

3.00 3.81 3.39 3.50 2.71 3.13 3.16 3.48 3.31職場の能率を
(0.87) (0.75) (0.90) (0.93) (0.49) (0.83) (0.90) (0.85) (0.88) **向上させている 交互

2.94 3.69 3.30 3.13 2.86 3.00 3.00 3.43 3.21決断力がある
(0.97) (0.79) (0.95) (0.83) (0.38) (0.65) (0.91) (0.79) (0.87)

2.82 3.88 3.33 3.00 2.57 2.80 2.88 3.48 3.17 **他者管理能力が優れている 地域
(0.81) (0.50) (0.85) (0.76) (0.53) (0.68) (0.78) (0.79) (0.83) **交互

2.47 3.94 3.18 2.88 3.14 3.00 2.60 3.70 3.13 I S D *高度な技能が
(1.18) (1.00) (1.31) (0.99) (0.38) (0.76) (1.12) (0.93) (1.16)身についている

2.53 3.63 3.06 3.13 3.14 3.13 2.72 3.48 3.08高度な知識が
(1.18) (0.62) (1.09) (1.25) (0.69) (0.99) (1.21) (0.67) (1.05)身についている

東北地方の企業とバンコク周辺企業の評価の差が 有意 有意。(*1) **---1% * ---5%
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表６－１３ 企業管理者の修了生に対する満足度

「全体的に修了生に満足していますか」

東北部 バンコク 合計

合計 合計 合計KISD KISD KISD
UBISD UBISD UBISD

4.00 4.21 4.11 4.50 3.88 4.19 4.16 4.11 4.13
(0.35) (0.63) (0.52) (0.53) (0.35) (0.54) (0.47) (0.58) (0.53)
N=17 N=19 N=36 N = 8 N= 8 N=16 N=25 N=27 N=52

表６－１４ 企業管理者による修了生の得点

（ 点満点）「全体的に見て修了生に点数をつけてください」 100

東北部 バンコク 合計

合計 合計 合計KISD KISD KISD
UBISD UBISD UBISD

65.4 69.4 67.6 76.0 73.3 74.8 68.9 70.4 69.7
(17.6) (13.6) (15.4) (6.45) (9.83) (7.90) (15.5) (12.6) (13.9)
N=14 N=17 N=31 N = 7 N= 6 N=13 N=21 N=23 N=44

６．５ 費用便益分析の結果

６ ５ １ 費用便益分析の意味. .

６.３.１において、本調査研究では のインプット、アウトプット、アウトカムを測ISD

定し、その効率によってシステム評価を行うことを述べた。システムの効率はアウトプッ

トとインプットの比較、またはアウトカムとインプットの比較で表現できる。前者のタイ

プとして、代表的なものが費用効率分析 である。例えば、受講(Cost-Efficiency Analysis)

生１人あたりの費用、修了生１人あたりの費用、開設コース１つあたりの費用などがその

指標となり、これらは教育においても意志決定の際の最初の基礎的な情報である 。しか49

し、アウトプットは質的側面を捉えることができないため、費用効率で投資の優劣を判断

するためには、アウトプットの質が一定であるという条件が必要である。他方、後者のタ

(Cost-Benefit Analysis) (Cost-Effectivenessイプが費用便益分析 や、費用効果分析

である。これらは、プロジェクトのインプットをすべて費用に換算し、それをアAnalysis)

ウトカムと対比させる手法である。費用便益は金銭価値で測定可能なアウトカムを使用し

た分析であり、費用効果は金銭価値で測定不可能なアウトカムを使用した分析である。日

本では「費用効果」という用語が定着しており、これらの つの単語の意味の違いにあま2

り関心が払われていないが、ここでは定義どおり「費用便益」と表現する。本章において
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は最初に費用効率である受講生１人あたりの費用を示し、次に修了生の生産性向上をアウ

トカムとしたプロジェクトの費用便益とを測定し、プロジェクト評価を行う。

、 、 、費用便益分析を行うためには まず の活動に要した費用と 訓練を受けた受講生数ISD

そしてそこから生じたアウトカムである金銭的効果を測定しなければならない。そこで、

本節では費用便益分析の手法について述べた後、費用と効果の測定方法について順に説明

し、最後に費用便益分析を用いたシステム評価を行う。

、 、 、なお 費用便益分析を行うにあたり の時系列データの取得が困難であったためKISD

。 、 、 、今回は のケースのみ分析することとした 実際 の規模が等しくUBISD KISD UBISD

同じ効果が発現しているとすれば、 の結果を にあてはめても問題はない。UBISD KISD

会計年度の予算を見ると、 が約 万バーツ（建設・施設設備費を除くと約2000 KISD 3302

万バーツ 、 が約 万バーツ（建設・施設設備費を除くと約 万バー2253 UBISD 2578 2349）

ツ）である。また、就労前訓練受講生数が で 名、 は 名となっておKISD 923 UBISD 689

り、 の訓練期間が長いことを考えると、 と の現在の規模はほとんどUBISD KISD UBISD

同じであると仮定できる。

６ ５ ２ 費用便益分析の手法. .

(Present Value Method) (Internal Rate費用便益を示す方法には 現価法 内部収益率法、 、

of Return Method) (Profitability Index Method) (Payout、収益性指標法 、回収期間法

など、いくつかの方法がある。その中で、内部収益率と収益性指標は、キPeriod Method)

ャッシュフローの時間価値 を考慮しつつ教育事業の費用便益をそれぞれ「率」と「比」50

で表すことを可能とし、他の事業との比較も容易である。本分析では、マクロレベルでの

1995教育の費用便益を論ずる他の研究においても主に内部収益率を採用していることや、

、 、年に実施された調査 でも収益率を使用していることから それらとの比較可能性を考え51

内部収益率法を用いることとする。

教育の内部収益率とは、教育に必要な費用と、教育によって得られる収益から、キャッ

シュフローの正味現在価値 がゼロとなる割引率であり、割引率が(net present value: PV)

大きいほどその投資は有益であると判断される。すなわち、第 期におけるキャッシュフi

ローを 、割引率を としたとき、CFi r

i
P V = {CFi (1+r) } = 0∑ ／

i=0

を満たす を内部収益率という 。たとえば金融機関の利率など、他の投資以上の収益率r 52

があれば、教育事業は投資に見合う以上の利潤を生み出していると判断できる。なお、あ

る一定の割引率 の下で を比較する手法が現価法である。r PV

一般のプロジェクト評価においては、プロジェクトの開始からどの程度の費用と金銭的
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効果があるのかを、時間を追って把握し、プロジェクトの終了時（例えば建物が減価償却

された時点）までの将来的キャッシュフローを考慮して、最初と終わりがあるプロジェク

ト全体としての費用便益を求める。しかしながら、教育分野においては、教育の主体が学

生であり、学生の立場からそれが価値のある投資であるかが問われ、プロジェクトそのも

のが価値の高い投資であるか否かは２の次であった。また経済発展理論における教育投資

の観点からも、労働者に対する投資として考えられてきており、そこでも個人に対する投

資の評価が対象となっている。このような背景から、第一に、受講生個人の立場からの費

用便益をもとに、複数年にわたり継続して為される投入を単年度の投入に換算して費用便

益分析を行う。なお、個人にとっての費用と金銭的効果とを扱い、個人の投資の費用便益

を示す収益率を私的収益率 と言い、社会全体にとっての費用と金(private rate of return)

(social rate銭的効果とを扱い、社会全体での投資の費用便益を示す収益率を社会的収益率

と言う。社会的収益率は主に教育計画に使用され、私的収益率は主に社会の（個of return)

人の）教育需要を説明する際に使用されている 。53

しかし、本来のプロジェクト評価も行わなければ片手落ちと言わざるを得ず、第二とし

て通常の方法を用いた費用便益分析を行う。この際には 「プロジェクトの寿命 、すなわ、 」

ち、いつまでプロジェクトの追跡するべきかを把握するため、回収期間法を併用する。回

収期間法とは、インプットがどれだけの時間で回収されるかという、回収期間によってプ

ロジェクトの有利性を判断しようとする評価方法である。この方法は、比や率のようなプ

ロジェクトの有利性を示す明確な指標が無いこと、キャッシュフローの時間価値を考慮し

ていないこと、プロジェクトの成果が終わりになって一度にしかも大きく現れるケースな

どに対応できないことから、多くの問題点を持っている。しかし、将来のキャッシュフロ

ーの推定という困難な作業のコストを削減でき、かつそれの持つ不確実性を無視できるこ

とから我が国の実務で多く利用されている方法でもある 。また、途上国のような外部条54

件の変化が激しい国においては、即効性の高いプロジェクトの方が後の条件変化に伴うプ

ロジェクトの失敗のリスクが低いことから、有効な判断指標であるとも考えられる。

６ ５ ３ 費用. .

（１）就労前訓練コース換算受講生数

、 では、様々な訓練コースが存在する。訓練コースによって訓練時間は異KISD UBISD

なるために、訓練コースの種類によって１人の受講生が受ける「サ－ビス」は異なる。そ

のため、違う訓練コースの受講生を同等とみなして分析を行うことはできず、何らかの重

みをつけて就労前訓練コースの受講生数に換算することが必要である。そこで、各年度毎

にすべての訓練コースについて「人数 訓練時間 」を算出し、 カ月の就労前訓練コー× 1055

、 。スの期間である 時間 で割ることによって 就労前訓練コース換算受講生数を導く1,600 56
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また受講生数には、訓練期間中に退学する者を差し引くために、入学者数と修了生数とか

UBISDら求めた平均値を採用する。さらに、就労前訓練コースが実施されている期間は

の２つの会計年度に渡っているため 「人数 訓練期間」を両期間に割り振った。、 ×

表６－１５は、予算別（通常予算と他予算 、訓練場所別（ とそれ以外）の、就） UBISD

労前訓練コース換算受講生数である。なお、データは より提供された各会計年度UBISD

の活動実績資料による。

表６－１５ 予算別訓練場所別就労前訓練コース換算受講生数

1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000年度

143 372 444 408 414 696 893 1292 1468 1672 1228 1208合計

（予算の内訳）
143 361 362 347 380 399 649 951 1413 1168 952 844通常予算

0 11 80 61 34 297 244 341 55 504 276 363他予算

（場所の内訳）
UBISD 138 331 340 337 366 378 587 610 730 837 777 673

4 40 104 71 47 318 307 681 738 345 451 534その他

（２）費用の分類

教育の費用は直接費用と間接費用とに分類される。ここで、直接費用とは教育のために

直接かかる費用であり、間接費用とは教育を受ける機会にともなって発生する費用のこと

である。

１）直接費用

直接費用は消費的支出と資本的支出とに分類される。消費的支出とはその年度内に使い

切ってしまう財に対する支出であり、資本的支出とは長期間に渡ってサービスを提供する

財に対する支出である。

各年度ごとの費用を算出して年度毎の分析をおこなう場合、消費的支出は各年度の費用

を用いればよい。しかし、資本的支出に関しては会計上の金額をそのまま用いることは適

切でない。それは、購入された資本（施設・設備）が、その後数十年にわたって「サ－ビ

ス」を提供するためである。そこで、各年度の資本的支出への予算がその年度に購入され

た資本財の初期評価額であるとみなし、投資された資金が失った時間的価値（機会費用）

を考慮した上で、それを耐用年数（償却期間）に均等に割り振ることによって、実質的な

年間資本的支出を求めた 。57

、 。 、割引率に関しては 他の研究例では ないし としていることが多い 本分析では5% 10%
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近年の金融機関の利子率を参考にし、さらに物価上昇を消費者物価指数によって既に差し

引いていることから、割引率を に設定する。また耐用年数は、建物についてはその構5%

40 10造を考慮して 年 機械等の諸設備については 日本の学校法人会計基準を参考にし、 、 、

年とする 。ただし、現実には、多くの機械は 年を経過した後にも使用されることが予58 10

想されることから、これらの年間費用はいくらか多めに推定されている可能性がある。

２）間接費用

直接費用の他に、教育を受ける機会にともなって発生する間接費用も考慮しなければな

らない。間接経費は、作業着代、交通費などの受講生の負担による学業費と、訓練中に受

講生が労働機会を損失するために生じる放棄所得（機会費用）からなる。

（３）費用の算出

費用はインプットを正確に把握するために本来であれば決算額を分析に用いなければな

らないが、入手資料の制限から、決算額が不明なものは予算額を使用し、決算額がわかる

。 、項目についてのみ決算額を使用した 予算は実際の費用よりも過剰であることが多いため

以降に挙げる費用はいくぶん過剰に推定されていると考えられる。また、物価の上昇によ

2000る影響を排除するために、すべての費用はタイ全国の総合消費者物価指数によって

会計年度の価格に換算されたものである。

１）直接費用の算出

＜日本側の投入＞

、 、日本側からの投入額は 主として国際協力事業団により数回実施された調査の各報告書

。 、及び各年度の国際協力事業団事業実績表に掲載されている値を使用する 技術協力のうち

専門家派遣、調査団、カウンターパート研修にかかる経費も分析に加えている。

日本側からの費用で最も大きなウェイトを占めるのは、初期投資にあてられた 億23.37

円の無償資金協力である。これには訓練施設の建築費と機材購入費及びそれに付随する費

用が含まれているが、その内訳が不明であるため、 が建築に、 が設備購入にあてら3/4 1/4

れたものと仮定した。これらの費用はすべて資本的支出であり、前述のように割り引いた

年間費用を算出し、耐用年数分を各年度に配分した。機材供与費も同様である。また、専

門家派遣経費、調査団経費、カウンターパート研修経費は、その後長期的にサービスを提

10供する財への費用 すなわち資本的支出であると考えるのが妥当であるとし 耐用年数を、 、

NISD NISD年として各年度に配分した。さらに、 に対しても協力が行われたことから、

、 、にも投入があった費目に関しては と 間の長期派遣専門家の比率を勘案しNISD UBISD

に 、 に の金額が投入されたものとした。なお、バーツへの貨幣単位NISD 1/4 UBISD 3/4
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、 、 。の変換には 月別の平均為替レートから各年度の平均為替レートを算出し それを用いた

＜タイ側の投入＞

タイ側の通常予算のうち、消費的支出の ％強を人件費が占め、その他に消耗品の購50

入費や光熱費等の管理費用、そして材料費が含まれている。また、施設・設備費として計

上されている資本的支出は、 年度まではスタッフハウスの建設のために多額の支出と1991

なっているが、それ以降は設備の購入費のみとなり、消費的支出の ～ ％にとどまっ2 10

ている。

タイ側が通常予算外で実施した訓練についての費用は不明である。そのため、消費的支

出の扱いについては、この訓練コースの受講生を分析からはずせば問題はない。しかし、

別予算であっても の施設・設備を使用した訳であり、彼らが使用した分を資本的UBISD

支出から差し引く必要がある。そこで、同じく各年度の「人数 訓練期間」から、すべて×

の訓練に占める別予算による訓練の割合を求め、それを資本的支出から差し引いた。

２） 間接費用の算出

、 。 、 、 、学業費については 質問紙中で尋ねた その結果 訓練期間中の食費 作業着の購入費

交通費の合計として、受講生ひとりあたり平均 バーツとの結果を得た。放棄所得15,000

については、後述の の訓練を受けていない者の所得の推定方法と同様に、タイ東UBISD

北地方の最低賃金、ひと月あたりの平均労働日数、そして年間平均就労率から算出し、訓

練期間中の受講生１人あたりの放棄所得は税込みで バーツとなった。32,833

以上から、総間接費用は バーツとする。47,833

（４）受講生１人あたりの費用

、 。UBISD の訓練に用いられた各費用を算出したことから 各年度毎の費用が算出できる

表６－１６では、以上の方法で算出された の年間直接費用と、それを年間就労前UBISD

訓練換算受講生数で割った、受講生一人あたりの直接費用を示す。なお、資本的支出は各

年度の資本財のサービスの対価として年間資本的支出を算出し、償却期間に割り振ったた

め、年度の経過によって増加・減少している。

表より、タイ側の消費的支出がコンスタントに確保されていることが見て取れる。開発

途上国においては、運営予算の滞りによる教育・訓練プロジェクトの停止などがしばしば

見られるが、 はむしろ拡大傾向にあり、受講生数を増加させ、受講生１人あたりUBISD

の直接費用は 年度のコース改編以降、大きく減少している（図６－４ 。訓練が実施1994 ）

されなければ材料費等の訓練活動に付随して生ずる変動費用はかからないものの、指導員

の基本給、維持、管理費、そして初期の設備投資などの固定費用は訓練実施の有無に関わ
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らず発生する。その点に

おいて は立ち上UBISD

げ時に投入された建物及

び機材が十分に活用さ

れ、良好な状態にあると

言える。

６.５.４ 金銭的効果

の職業訓練の主目ISD

的は技能労働者の養成に

あるが、その効果を表す

パラメーターは、どれだ

け多くの人材（技能労働

者）を養成できたかという人材の「量」だけでなく、どれだけ良質の人材（技能労働者）

を養成できたかという「質」をも表すパラメーターでなければならない。そこで 「人材」、

を「高い生産性を有する人間」と定義する。とすれば、効果としては職業訓練によって向

上した生産性を測定すればよい。修了生の「生産性の向上」の集合が、 の職業訓練のISD

効果となる。これにより、１つの指標で人材の「量」と「質」とを測定することが可能と

なる。

しかし、生産性というのは目に見えない概念である。その生産性を、目に見えるパラメ

ーターで定量的に測定するにはいくつかの方法があるが、ここでは生産性の高い人間は賃

金も高いとの考え方から、獲得所得を生産性のパラメーターとし、訓練の金銭的効果を所

得の増加によって定量的に測定する。生産性を表すパラメーターとしては労働の対価とし

て得られる賃金がもっともふさわしく、かつ費用との比較も容易である。

一方、所得の増加を生産性の向上とみなすことの問題点は、所得が生産性を正確に反映

したものであるかという問いである。 の修了生が参入する労働市場を考える際には、ISD

最低賃金の影響を無視することはできない。最低賃金制度によって、実際にはそれ以下の

生産性しか持たない労働者でも、自動的に最低賃金が確保される。したがって、企業の経

営者側にとっては、生産性が最低賃金に満たない労働者を雇用することは得策ではない。

このことが 「職業訓練を受けた者以外は雇用しない 、あるいは「経験のある者しか雇用、 」

しない」という、企業の雇用システムを作り出していると考えられる。このような企業で

も の修了生は雇用されていることから、彼らは最低賃金以上の生産性を有しているとISD

判断でき、その賃金に大きな影響はないとみなすことができよう。また、バンコク周辺と

他地域との最低賃金の格差、所得の格差は、企業の設備等の、就労環境の違いによるもの

図４－１ 受講生数と１人あたり直接費用の推移
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と解釈できる。今回の調査のサンプルはこの２つの地域で就労しているため、その格差を

考慮したうえでの分析が必要である。いずれにせよ、分析結果を見る際には、最低賃金制

度が労働市場に及ぼす影響など、生産性のパラメーターとして賃金を使用することの限界

を考慮する必要がある。しかし、個人差はあっても全体的にみれば、訓練を受けることに

よって技能が身につき、労働生産性が高まり、賃金が上昇することには間違いはない。

しかし、本調査の主な調査対象は就業前訓練修了生であり、訓練を受ける前には就労し

ていない者が多く、訓練の前後の所得の差を測定することができない。そこで、修了生に

対する質問紙上で資産所得を除いた現在の所得について質問を行い、所属組織の管理者及

び直属上司へのインタビューによってそれを補完した。また、訓練を受けていない者の所

得に関するデータは、統計資料から導いた。

各サンプルの値はその時点の所得であり、それらを統合した所得プロファイルを作成す

る必要がある。 年の調査では、サンプル数が少ないために移動平均法を用いたが、今1995

回の調査では十分数のサンプルを集めることができたため、回帰直線によって所得プロフ

ァイルを作成した。ここで、ダイヤモンド加工の工員の賃金は相対的に高く、有効サンプ

ル数 に対して と多数を占めていたため、分析からはずした 。所得に影響を与え135 26 59

る要因として、年齢、経験年数、就労地域（東北地方 、バンコク周辺地域 、教育年=0 =1）

数を独立変数として現在の所得を直線回帰をした結果、下記のような推定所得式が得られ

た。

( ) 69.16 123.11×( ) 175.56×( )月間所得 ＝ ＋ 年齢 ＋ 経験年数

1030.96×( ) 56.17×( )＋ 就労地域 ＋ 教育年数

R .379 R .3542 2＝ 自由度調整済み ＝

各係数は教育年数の係数を除いて 有意である。つまり、年齢が 歳上がれば、月間5% 1

所得は バーツ上昇し、経験年数が 年増えれば バーツ上昇、バンコクで就123.11 1 175.56

労すれば バーツ高い所得が得られ、教育年数が 年増えれば バーツ高い所1030.96 1 56.17

。 、得が得られるということを示している 教育年数は係数の値が年齢や経験年数よりも低く

、教育年数を 年上げても年齢と経験年数の効果には追いつかないという結果になっており1

教育年数の推定値は若干低いと考えられるが、モデル全体としては大体において妥当なモ

デルであると判断できる。なお、 （ 、 、性別、訓練コースの長さは所得ISD KISD UBISD）

に対して影響を与えていることが判断できなかったため、分析から外した。訓練コースに

ついては質問紙調査による特定が難しく、サンプル数が大幅に減少してしまうことも一つ

の理由である。

通常、個人が得た所得を考える際には税引き前所得か税引き後所得かを明らかにし、調
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整をする必要がある。タイにも個人所得税制度があるが、現在タイでは景気対策の一環と

して個人所得税の免税点を切り上げ、課税所得額 万バーツ未満は免税となっている 。5 60

厚い所得控除も重ねて考えれば修了生のこの程度の所得は免税となるため、今回は税金は

考慮しないこととする。

次に、金銭的効果を測定するために、 で訓練を受けていない者の所得を推定する。ISD

質問紙中の「 の訓練を受けなかったと仮定したときの平均月収」という質問に対し、ISD

多くの修了生はバンコク地域もしくは東北地方の最低賃金に近い値を回答した。また、企

業の管理者に対するインタビューでも、技能工の初任給は最低賃金もしくはそれに準ずる

ものであった。実際に、賃金・所得・労働時間に関する統計 でも、日当ベースの労働者61

の平均賃金は全国平均が バーツ（バンコク バーツ、東北地方 バー160.57 174.75 140.25

ツ 、そして最低賃金以下で働いている労働者もサンプル中 おり、特に東北地方では） 6.38%

にも達する（バンコクは 。そこで、訓練を受けていない者は最低賃金で就労22.4% 4.23%）

していると仮定する。

この最低賃金を月間所得に換算するために、同統計より平均就労日数である 日をこ26

れに掛けた。さらに、この月間所得に就労率を掛ける。就労率は、労働力統計のうち、タ

イ東北地方の前期中等教育卒の学歴を有する者のデータから導く。タイの就労率、とくに

タイ東北部の就労率は、農村部での農繁期の労働を待つ季節労働者が多くいるために季節

変動が大きい。タイの労働力調査は現在年に 回実施されており、 年の連続 期の4 2000 4

2 5 8 11 UBISD労働力統計 月 月 月 月 を用い それらの平均値をとった その結果（ 、 、 、 ） 、 。 、62

で訓練を受けていない者の推定年間平均就労率は、タイ東北地方で となった。80.95%

以上から、 バーツ 日 ％＝ バーツを、 で訓練を受けていな130 ×26 ×80.95 2,736 UBISD

い者の推定月間所得とする。

以上で推定された の訓練を受けた者の所得と、受けていない者の所得との差がUBISD

金銭的効果となる。上記のそれぞれの推定所得はひと月あたりの所得であるため、 を掛12

けて年間の所得とした。また、訓練の効果が永遠に持続するとの仮定は現実にそぐわない

、 。 、ため 効果は訓練終了後 年間持続すると仮定する 推定所得式が直線回帰であるため10

年齢や経験年数が高くなるとそのまま推定所得も高くなる構造となっているが、訓練の効

果を訓練修了後 年で区切っているため、年齢、経験年数が増加した後の現実との差は10

大きな問題ではないと考えられる。また、就職時の年齢は、在校生に対する質問紙調査の

結果をもとに、 歳で就職するものとする。19

ISDさて 以上の推定により金銭的効果を測定すると 表６－１７の下表のようになる、 、 。

を卒業しなければ東北地方の最低限の職にしか就けないと仮定し、学歴も就労地域も問わ

ず同じ基準の所得を設定しているため、学歴と就労地方によって金銭的効果は異なる。も

しも、 の訓練を受けなければ賃金労働の職に就けないと仮定すれば、この金銭的効果ISD
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、 、 。 、は過小推定となるが 最低限の費用便益の基準を示すため 厳密な過程を設定した また

これらの数値は 年間にわたる金銭的効果をすべてたし合わせた値であり、訓練修了後10

は効果が小さく、時間が経過するほど効果が大きくなるという仮定になっている。

６.５.５ 費用便益（単年度の費用から）

（１）社会全体の立場から見た収益率

2000収益率の算出方法については 年度によって活動状況が大きく異なるため 設立から、 、

年度までのすべての活動に関し、年度ごとの受講生数と費用とを平均化して分析を行うも

のとする。このことは、これまでのすべての活動においての受講生１人あたりの平均的な

費用と効果を考えることに他ならず、これより先は単純化するために受講生１人あたりの

値を用いて分析を進める 。また、すべての価値は 年度価格に換算しているため、こ63 2000

れらの数値はインフレの影響を除いた収益率である。

社会全体から見た受講生一人あたりの費用、及び金銭的効果を示すと、表６－１７のよ

うになる。

まず、各学歴別就労地別の収益率を求めた。これは、ある学歴を持つ修了生が を卒ISD

業した後にどの地域で職を得たかを想定し、ケース別に収益率を求めたものである。そし

て、各学歴別の全体の収益率を求めるためには、どのくらいの割合でバンコクで就労する

修了生が現れるかを調査しなければならないが、 でのインタビュー及びインプラントISD

トレーニングの実施地域から推測し、東北地方とバンコク周辺に就労する修了生が半分ず

ついるものと仮定し、各学歴別の収益率を求めた。

さらに、学歴をまとめて就労地域別の収益率及び全体の収益率を求めたものが表中最下

段の欄である。保持する学歴別の修了生の割合（初等教育卒 ：前期中等教育卒 ：後10 55

期中等教育卒 ）は、在校生に対する質問紙調査の結果から概算した。35

学歴別に見た場合、初等教育卒、前期中等教育卒、後期中等教育卒の学歴を持っている

修了生が で訓練を受けることの収益率は、半分がバンコク周辺で就労するとの仮定のISD

もと、それぞれ 、 ％、 ％となる。この差異は、高い学歴を有する修了生の方3.7% 5.2 6.6

が潜在能力が高く、また学歴という「印」が賃金の決定に影響を与えているためと考えら

れる。

就労地域別に見ると、各修了生の学歴を統合して考えた場合、東北地方では 、バン0.9%

コク周辺地域では となる。所得の地域間格差は、 修了生の能力の差という解釈も9.8% ISD

自然ではあるが、どちらかといえば企業の設備投資の大きさ等の就労環境の違いによるも

のと解釈できよう。それにしてもこの収益率の差は大きい。なお、修了生の学歴によって

就労地域が異なる可能性もあるが、それについては今回の調査では把握できなかったため

に考慮に入れていない。
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表６－１７ 学歴別就労地域別金銭的効果および社会全体からみた収益率

33,120.1費用 直接費用 タイ側投入 合計

30,018.2（ ）内訳 消費的支出
13,659.2（内訳）給与
14,116.8手当、材料費等一般的支出

649.7光熱水道費
1,592.6補助金等その他支出

3,101.8資本的支出
2,493.0（内訳）建築費

608.8設備費

95,066.9日本側投入 合計

95,066.9資本的支出
40,577.9（内訳）建築費
31,997.4設備費

1,577.4調査団派遣費
19,928.2専門家派遣費

985.9研修員受け入れ費

128,187.0合計

（受益者負担）間接費用
15,000.0（内訳）学業費
32,833.3放棄所得

47,833.3合計

176,020.費用総額

3

（単位：バーツ）

収益率学歴 就労地域 金銭的効果

1.1%効果 初等教育卒 東北地方で就労 → －162,381.0
8.1%バンコクで就労 →286,096.2
3.7%全体 →（ ）東北 ：バンコク50 50 224,238.6

0.5%前期中等教育卒 東北地方で就労 →182,602.2
9.5%バンコクで就労 →306,317.4
5.2%全体 →（ ）東北 ：バンコク50 50 244,459.8

2.1%後期中等教育卒 東北地方で就労 →202,823.4
10.8%バンコクで就労 →326,538.6

6.6%全体 →（東北 ：バンコク50 50) 264,681.0

0.9%全体 東北地方で就労 →( 10初等 ：前 187,657.5
9.8%期中等 ：後期55 バンコクで就労 →311,372.7
5.5%中等 （東北 ：バンコク35) 50 50)全体 →249,515.1

（単位：バーツ）
まるめの誤差のため、費用の小計額、総計額は、細目の合計額と一致しない場合がある。(*1)
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、そして全体の収益率を算出すると

となった。分析方法、例えば効5.5%

果の推定方法などについて違いがあ

るために厳密な比較はできないが、

年のデータを用いた前回調査の1995

結果は であり、収益率は若干9.60%

減少していることになる。いずれに

せよ、施設・設備への投資額の多さ

。が費用便益を抑えているといえよう

しかし、 が提供する職業訓練UBISD

を一つの投資としてみなし、他の投

資機会と比較すれば、有意義なプロ

ジェクトであると判断できる。

ところで、以上の結果は ヶ月の10

就労前訓練の費用を前提にした収益

率である。実際には現状で は ヶ月、あるいはそれ未満の就労前訓練コースを多UBISD 6

く提供している。また、 に関しては多くの就労前訓練コースが ～ ヶ月である。KISD 2 6

修了生に対する質問紙調査の結果をもとに推定所得式を算出したが、コースの長さの影響

はおそらくあるであろうが確認できなかった。そこで、参考のため、 ヶ月のコースであ6

っても効果は同じであるものとして収益率を算出した。その結果が表６－１８である。

効果が同じで費用が減少するのであれば、収益率は減少するのが当然であり、すべての

ケースで収益率は を超えた値となっている。これによれば、 に比べて短期の就5% UBISD

労前訓練を多く提供している の方が、収益率は高いという結果が導かれる。しかしKISD

ながら、今回はデータ上では確認できなかったが、訓練コースが短いことにより生産性が

低いといった企業管理者の声も聞かれた。学科によって異なると考えられるが、最低限の

知識は身につけるという条件を満たし、かつコースはできるだけ短くする必要がある。い

ずれにせよ、現実の収益率はこれら つの値の間になるものと考えられる。2

（２）受講生個人の立場から見た収益率

教育・訓練システムの評価を行う場合、どこまでを一つのシステムとして捉えるかによ

って結果は異なる。そこで、次に受講生個人の収益率を考える。受講生にとっては、社会

表６－１８ 就 労 前 訓 練 を6ヶ月 と仮 定
したときの社 会 的 収 益 率

収益率属性

学歴 就労地域 コースの期間

ヶ月 ヶ月10 6
5.9%初等教育 東北地方 － 1.1%

17.9%卒 バンコク 8.1%
12.1%全体 3.7%

7.9%前期中等 東北地方 0.5%
19.8%教育卒 バンコク 9.5%
14.0%全体 5.2%
10.0%後期中等 東北地方 2.1%
21.7%教育卒 バンコク 10.8%
15.9%全体 6.6%

8.5%全体 東北地方 0.9%
20.3%バンコク 9.8%
14.5%全体 5.5%
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的な費用便益よりも、 での職業訓練が自ISD

分にとってどれだけプラスになるかが問題で

あり、訓練受講生の誘因等を考慮する上では

私的な費用便益を算出するべきであろう。そ

の際、費用は学業費と税引後の放棄所得との

間接費用のみとなる。

再度訓練コースを ヶ月と仮定し、私的収10

益率を算出した結果が表６－１９である。間

接費用が バーツと比較的高いものの、47,833

それ以上の金銭的効果が期待でき、全体の私

的収益率は となった。このことから、34.3%

受講生が各自負担する間接費用の問題を解決

できれば、明らかにそれ以上の効果が見込ま

れることが明らかになった。

費用便益分析からは若干離れるが、この金

銭的効果は東北地方の家計所得から見た場合に

どの程度の金額であるかを検討する。金銭的効果は学歴と経験年数によって異なるため、

それらを平均すると、東北地方で就労した場合は約 バーツ、バンコクに就労した場1,560

合は約 バーツ月収が増加することになる。一方、東北地方の平均所得は 年の2,590 1998

調査では バーツであるが、この所得は社会階層によって大きく異なり、主として生8,546

計を立てる者が専門・技術・管理者は バーツ、自営（農業以外） バーツ、21,540 14,953

生産労働者 バーツ、自営の農業従事者（農地所有） バーツ、雇用されている7,336 6,115

農業従事者 バーツなどとなっている 。また、家族１人あたりの所得が 月あたり4,406 164

バーツに満たない世帯が にも達している。この状況下において、東北地方で1,500 50.3%

生産労働者として就労し、月収が バーツ上昇する影響は大きい。費用便益分析では1,560

最低賃金を基準に訓練を受けなかった場合の所得を推定したが、この設定をおかずに、全

く働き口が得られないと仮定すれば、推定所得式から約 バーツを得ることができ、4,430

自営農家の全収入を得ることができるということになる。

（３）東北地方の立場から見た収益率

最後に東北地方の観点から費用便益を見たらどうだろうか。東北地方の立場からは、も

ともと東北地方で働くはずであったろう労働者が、訓練修了後に知識技能を得てバンコク

に流出してしまうことは損失となる。結果的に半分の効果しか得られないからである。し

かし、流出した労働者は東北地方にまったく貢献していないというわけではない。彼らが

表６－１９ 個人の 立場から見た

費用効果

収益率属性

学歴 就労地域

19.5%初等教育 東北地方

40.6%卒 バンコク

29.9%全体

22.9%前期中等 東北地方

44.1%教育卒 バンコク

33.4%全体

26.3%後期中等 東北地方

47.7%教育卒 バンコク

36.9%全体

23.8%全体 東北地方

45.0%バンコク

34.3%全体
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仕送りをして東北地方の家族の生活を助けるという構造がある。質問紙の結果からも、バ

、 。ンコクで就労している就労前訓練修了生は 平均して所得の を仕送りに充てている1/3 65

仕送り額を推定所得式から単純に推定すると、就労してから 年間の平均で 月あたり10 1

バーツを送金していることになり、前節で述べたようにその家計に与える影響はき1,820

わめて大きい。確かに地元での就労が可能であれば、その方が東北地方の発展に貢献する

ことができる。しかし、東北地方の産業規模が小さく、修了生の就労できる労働市場が限

られている以上、失業者、あるいは季節労働者として東北地方にとどまるよりは、バンコ

クに移動して就労し、仕送りを東北地方に送る方が、間接的な需要拡大の意味で東北地方

にとっても意味のあることとも考えられる。

1/3そこで バンコクで就労する修了生が まったく仕送りをしない場合と 東北地方に、 、 、

の仕送りをしている場合の 通りのケースを考えて分析を行った。なお、東北地方にもた2

らされる仕送りの効果は、金銭的効果の と仮定した。これは最低限の東北地方への効1/3

果を想定したものである。もしも修了生がバンコクで生活する最低限度の額を手元に残し

て、残りのすべてを仕送りに充てている（結果として平均仕送り額が になっている）1/3

のであれば、金銭的効果のすべてが仕送りとして東北地方に還元される可能性もある。

費用について考えると、日本側の投入は考慮しなくてもよいであろう。日本の援助が見

返りを求めないものである以上、計算上は、東北地方の人々にとっては所与のものとして

勘定すればよい。また、タイ側の投入に関しては、厳密には政府の財源を誰が負担してい

るかを考え、タイ全国の中で東北地方が負担している額を算出する必要がある。しかし、

この作業はあまりに煩雑であるため、調整は行わず、タイ側の投入をそのまま勘定に入れ

た。したがって、費用は直接費用のうちタイ側の投入分と間接費用となる。訓練コースは

同じく ヶ月とする。10

東北地方の立場からの収益率を算出した結果、表６－２０のようになった。日本側の投

入を除き、直接費用がおよそ になるが、効果も半減していることになるため、収益率1/4

は高くはならない。しかし、バンコクからの仕送りを含めて考えると、比較的高い収益率

となる。

参考のため、６.４.１で示した「在校生の将来計画」をもとに、次の仮定をおいた 「半。

、 。数の修了生がバンコクに流出し バンコクで就労している間は を東北部に仕送りする1/3

そして、 年間働いた後に東北地方に戻って就労する 」この仮定における収益率は表中の5 。

から にまで上昇する。バンコクで就労している修了生はしばらくバンコクで9.38% 12.7%

働いた後に田舎に帰る傾向があり、この辺りの収益率は妥当な値であると考えられる。



255

表６－２０ 東北地方の立場からの社会的収益率

収益率属性

(a) (b) (C) (d)学歴
半数が流出 半数が流出 ＋ 年経過 流出せず(b) 5
（仕送りを （ の仕送り 後に流出した （修了生全員が1/3

）含まない） を含む） 修了生が戻る 東北地方に就労

7.1% 10.2% 10.3%初等教育卒 0.0%

8.9% 12.2% 12.8%前期中等教育卒 1.7%

10.8% 14.1% 15.2%後期中等教育卒 3.3%

9.4% 12.7% 13.4%全体 2.1%

（４）感度分析

これら費用便益の算出において、金銭的効果は調査によって得た修了生の所得から推定

された。そのために、幾分の誤差が生じていると考えられる。また、これらはあくまでも

現状を基礎として条件を設定し、分析した結果であり、今後労働市場等の外部環境が変化

すれば、収益率は変化する。特に、労働市場に着目すると、所得と就労率は容易に変化す

る。また、上記の収益率の算出において就労率を確認することができないために、就労率

、 。 、を と仮定して算出しているが 実際にはそれ以下であることは間違いない そこで100%

上記の結果をもとに、感度分析を行う。感度分析とは、プロジェクトに係る要素を変化さ

せ、どの程度敏感に結果が変化するかを確認するための分析である。費用等の投入の要素

についても分析は可能であるが、費用は（少なくとも日本側の投入に関しては）既に確定

している要素であるため、ここでは考慮しない 。66

まず、就労率は修了生がその所得を得られるかどうかの確率で示される。修了生の所得

が減少したと場合考えてもよい（厳密には最低でもおよそ最低賃金では就労できると考え

られるが 。就労率が減少した場合を考えると、社会全体から見た収益率、受講生個人の立）

、 、 、 、場から見た収益率 東北地方の立場から見た収益率は それぞれ表６－２１ 表６－２２

表６－２３のようになる。

社会全体から見た収益率に関しては、すべての学歴を含めた場合、就労率が を切る90%

あたりで収益率がマイナスとなる。 におけるインタビューによれば、修了生は何UBISD

らかの形で職を得るとの話であるが、インプラント訓練終了後にその訓練が実施された企

業にそのまま就職できる就職率は 程度である。一方、統計資料からは、一般の労働者50%

の就労率は 程度であり、 という目標値は達成可能ではあるがやや厳しい目標値で80% 90%

はないかと考えられる。

修了生個人の立場から感度分析を行うと、 程度の就労率までは収益率がプラスであ70%
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表６－２１ 感度分析（社会全体から見た収益率）

収益率
修了生の就労率属性

95% 90% 85% 80%学歴 100%

1.6% 0.6% 2.9% 5.5%初等教育卒 － － －3.7%

3.1% 0.9% 1.5% 4.0%前期中等教育卒 － －5.2%

4.5% 2.3% 0.0% 2.6%後期中等教育卒 －6.6%

3.4% 1.3% 1.1% 3.6%全体 5.5% － －

表６－２２ 感度分析（個人の立場から見た収益率）

収益率
修了生の就労率属性

90% 80% 70% 60%学歴 100%

21.5% 12.5% 2.2% 11.1%初等教育卒 －29.9%

24.7% 15.5% 5.1% 7.9%前期中等教育卒 －33.4%

27.9% 18.4% 7.9% 4.8%後期中等教育卒 －36.9%

25.5% 16.2% 5.8% 7.1%全体 34.3% －

表６－２３ 感度分析（東北地方の立場から見た収益率）

収益率
修了生の就労率

95% 90% 85% 80% 75%前提条件 100%

(a) ( ) 0.0% -2.3% -4.8% -7.5% - 1 0 . 6半数が流出 仕送りを含まない 2.1%

%

(b) (1/3 ) 7.0% 4.4% 1.6% -1.4% -4.7%半数が流出 の仕送りを含む 9.4%

(c)(b)+5 10.2% 7.5% 4.6% 1.4% -2.1%年後に流出者が戻る 1 2 . 7

%

(d) 10.5% 7.4% 4.1% 0.5% -3.4%流出せず( )修了生全員東北地方に就労 1 3 . 4

%
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り、個人にとってはこの程度まで許容可能ということになる。

東北地方の立場から見ると、設定条件にもよるが、バンコクで就労している修了生の仕

送りを入れれば、 ～ の就労率までは許容可能である。多少就労率が下がっても、80 85%

東北地方にとっては意味のある投資であると判断できる。 の流出者が戻るケースと の(c) (d)

全員が東北地方に残った場合を比較した場合、両地域の所得格差が大きいために、就労率

が を切ると、一時期バンコクに流出した方が東北地方にとっても費用便益が高いとい90%

う結果になっている点は考慮すべきである。バンコクへの移動は個人の便益が最大になる

ような行動であるが、興味深いことに、彼らが東北地方に戻ってくるならば、結果的には

東北地方の発展にとっても出稼ぎが最善の手段となっている。

さて、これらの結果からは、もしも修了生の就労率が を切るようであれば、就労率90%

を上げるか、あるいは効果を高める方策をとる、もしくはより多くの訓練生を輩出するな

どの方法によって１人あたりの費用を削減して訓練の効率を高めることが考えられる。真

っ先に考えられるのは受講生数の増加である。しかし、一概に、受講生が増加すればそれ

だけ費用対効果が高まるとは言えない。所与の指導員数、設備のもとでの過度な受講生数

の増加は、指導員の不足、あるいは実習機械の不足など、修了生の質の低下にむすびつく

おそれがあり、その効果は減少するであろう。現状においても 「指導員からもっと指導を、

受けたい、受けたかった」との受講生、修了生からのコメントがある。また、受講生の増

加から入学者の質が低下し、卒業率が低下することも予想される。 の修了生のコUBISD

、「 」、メントにおいて いくつかのコースについては筆記試験か面接試験を実施すべきである

「受講生の一部は指導員の言うことが理解できず、コースの進度が遅れたり、退屈なこと

があった」と指摘するものもあった。これらのことから、安易な判断は避けるべきではあ

、 、 。るが 訓練を受ける人数を増やすという施策は 一つの選択肢としては有効な施策である

６.５.６ 費用便益（時系列のキャッシュフローを用いたプロジェクトの評価）

表６－２４は、 プロジェクトの時系列のキャッシュフローを表にしたものであUBISD

る。上段に費用負担者別の費用、中段に金銭的効果、そして下段に各期のキャッシュフロ

50%ーと累積キャッシュフローを掲載した 仮定としては 修了生は東北地方とバンコクに。 、

ずつ就労するものとし、修了生の学歴は前節の学歴構成と同じであり、全員が就職でき、

そして効果は 年間のみ持続すると仮定した。それ以外の仮定もすべて同じである。表10

には途中までしか掲載していないが、プロジェクトの年数は建物の耐用年数として設定し

た 年間とし、将来推定に関しては費用、修了生数、金銭的効果ともに 年度の値を40 2000

採用した。つまり、将来も の活動が変わらないとの仮定である。すべての費用はUBISD

年の実質価格に換算しており、収益率は物価の変動を除いたものである。2000

表より、最初は日本の援助による初期投資が大きく、その後タイ側の投入のみが為され
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ていることがわかる。そして、修了生が増えていくごとに効果も増加していくが、最初は

効果が小さいために累積キャッシュフローはマイナスの値を増やしていき、後に日本の援

助が修了して費用が減少し、かつ効果が増えていくためにマイナスを減少させていく。そ

して、 期（ 年）にようやくプラスに転じることになる。この累積キャッシュフロ20 2008

ーが正の値に転じる時点が回収期間であり、 年を要することになる。20

このキャッシュフローをもとにプロジェクトの収益率を推定すると、 となる。前節5.8%

の同じ条件下の収益率は であり、ほぼ同じ値と言ってよいであろう。回収までの時間5.5%

、 。 、はかかるが 費用に見合った利潤を生み出すことができるであろうと判断できる ただし

この収益率を確保するためには非常に長い時間がかかるはずである。回収期間法は時間価

値を考慮しないことが問題の一つであった。将来のキャッシュフローの割引率を （収5%

益率とほぼ同じ割引率）に設定すると、回収期間は 期（ 年）となる。言い換えれ38 2026

ば、 程度の利潤を上げようとするならば、 年間プロジェクトが続いていくことを待5% 38

たなければならないということである。

参考のため、受講生の負担を無視して直接費用のみを考慮した場合と、タイ政府側の負

3担も除いて日本側の投入のみを考慮した場合、逆に、タイ政府側の負担のみを考慮した

つのケースを想定して同じく評価指標を推定してみる。受講生の負担を無視して直接費用

のみを考慮した場合は、収益率が 、回収期間が 期（ 年 、そして、タイ側の7.7% 17 2005 ）

9.1% 15 2003負担も除いて日本側の投入のみを考慮した場合は 収益率が 回収期間が 期、 、 （

年）である。さらに、タイ政府側の負担のみを考慮に入れた場合は、 年の投入から始1989

まって、収益率が 、回収期間が 期（ 年）ということになる。29.8% 10 1998

、 、 、これらのことから言えることは 社会全体の立場からは 日本の援助額が極めて大きく

ある程度の費用便益は示しているが、費用の回収までに時間がかかるということである。

日本の援助には、日本人技術者の人件費、技術費など、タイ国内の価値基準で見ると相対

的に高価な投入が必然的に付随する。もちろん、日本人専門家によるカウンターパートへ

の技術移転が訓練の内容を高めた成果は無視できない。そのために費用便益が抑えられて

しまうことはある程度仕方ないことではあるが、社会全体として日本の援助を実のあるも

のにするためには、設定した条件下では長い期間の活動が前提条件となってしまうという

ことを意味している。

一方、被援助国であるタイ国政府の立場からこの結果を見たらどうか。我が国の援助が

見返りを求めないものであれば、タイ国側の費用便益も重要である。現在（ 年 の段2001 )

階で、タイ国政府が投入した資金は既にそれに見合った成果を上げており、資金も回収で

きている。したがって、いつでもプロジェクトをやめても良いと判断するだけの十分すぎ

るほどの材料であると言えよう。途上国において、被援助国の事情からプロジェクトが中

断されて続かないというよくある問題は、このような指標からも導き出せる。
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いずれにせよ、教育・職業訓練プロジェクトは、修了生を輩出し、そしてその修了生が

労働市場の中で習得した知識・技術を提供するというプロセスを踏まなければ成果が生じ

ないプロジェクトであり、成果を生み出すために時間を必要とするプロジェクトであると

いえる。社会環境の変化に対応できればよいが、それに対応できないリスクも考え、でき

るだけ初期投資を抑えるなど、回収期間を短くするような援助計画を検討する必要もある

だろう。

６.５.７ 地域間格差是正への影響

では、実際にこの金銭的効果の大きさは、地域間格差の是正に対してどの程度貢献して

いるのであろうか。地域の発展は労働力の生産性の上昇だけで計れるものではなく、非常

に多くの要因が存在するために、生産性の上昇の寄与をはかることは困難ではあるが、あ

くまでも試算という前提のもとに表現してみたい。

得られるデータから、 年の価格に換算した 年から 年までの東北地方の2000 1986 1997

を年によって直線回帰すると、東北地方の は年平均で約 億バーツ増加してGRP GRP 328

ISD 850いることになる ここで 最近の傾向から 両 はともに就労前訓練受講生換算で67。 、 、

名が訓練を受け、技能工となった修了生を毎年輩出すると仮定する。そして、そのうちの

半数が東北地方で就労していると仮定すれば、各年に経験年数１年目から 年目までの10

技能工がそれぞれ 名東北地方で就労し、訓練で習得した知識・技術を東北地方の中で850

提供していることになる。つまり、訓練によって向上した彼らの生産性が地域内総生産の

伸びに反映されることになる。その生産性の向上分は約 万バーツであり、１年間の8,000

東北地方の地域内総生産の上昇に対して ％に相当する。つまり、これが両 の寄0.24 ISD

与であると推測される。

もちろん、 の上昇は労働生産性の向上だけで測定できるものではなく、また他の産GRP

業の伸びもある。例えば 年から 年までの連続 期間の の伸びに占める主1993 1996 3 GRP

要産業の平均の割合は、製造業が約 、建設業が約 、卸・小売業が約 、その22% 20% 15%

10% 6% ISD他サービス業が約 、農業が約 等となっている 。仮に製造業の伸び率にのみ68

の訓練の寄与があるとすれば、それの約 に相当する貢献度ということになる。0.1%

いずれにせよ、この割合は微少なものであるが、わずか つの であることから予想2 ISD

どおりの結果であるといえよう。現在、 が東北地方の各県に整備されており、労働PCSD

力流出の問題はあるものの、それら全体としては地域の発展に関してより多くの貢献をし

ていると考えられる。 と プロジェクトがその後の の地方展開に活かKISD UBISD PCSD

され、既に形成されたネットワークの中核としての役割を今後果たしていけば、プロジェ

クトの波及効果は大きいと考えられる。しかし、地域間格差の是正という観点からは、バ

ンコクや中央地方の経済発展以上の伸び率を示さなければ本当の地域間格差の是正にはつ
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ながらない。教育・職業訓練分野での協力の成果は、東北地方の労働市場が拡大しなけれ

ば発現し得ず、それを考えれば地域間格差の是正までのは遙か遠い道程であろう。

６．６ プロジェクトを取り巻く環境の変化と将来の展望

６.６.１ 冷え込む労働市場

年代以降、タイは高い経済成長率を維持してきたが、 年の通貨危機を契機に1960 1997

経済が停滞し、実質 成長率は 年には に、 年には にまで落ち込GDP 1997 0.6% 1998 -5.5%

んだ。その後 年にはプラスに転じているが、依然として通貨危機の影響は残ってい1999

る。経済の停滞に関する詳細は他章に譲り、ここでは両 と直接的に関わりのある労働ISD

市場について述べる。

まず、図６－５は、時系列の地方別失業率を表した図である（ タイ全土、 バWK: BKK:

ンコク首都圏、 東北部 。タイの労働市場には、農繁期のみ農業に従事するなど、労働NE: ）

の時期を待っている労働者である季節非労働者 が多くいる。通常、失(seasonally inactive)

業率にはこのような労働力を失業者には含めないが、実際には調査時期に労働をしていな

いために、その労働力を失業者として勘定した失業率も算出した。図中の＋が付記してあ

るグラフがそれにあたる。バンコクでは 年以降は統計上そのような労働者が存在し1993

ていないために除いた。年の後に続く数字は、労働力調査の調査時期を表す。 は農閑期1

Round1 1 3 2 Round2 4 6（ ： ～ 月 、 は新規学卒者が労働市場に参入してきた時期（ ： ～）

月 、 は農繁期（ ： ～ 月 、 （ ： ～ 月）を示しており、調査時） ）3 Round3 7 9 4 Round4 10 12

期は概ねそれぞれの四半期の中央の月に実施されている。以前は と が毎Round1 Round3

年度実施され、 が偶数年度に実施されていたが、経済危機以降はすべての四半期Round2

。 。で労働力調査が実施されている 図中では 年以前の の値は掲載していない1997 Round2

さて、若干わかりずらいが、 年以降失業率が増加していることがこの図から見てと1997

1995 1997 2% 1998 1999れる。タイ全土では ～ 年では農閑期でも 台であった失業率は、 、

年には 台に跳ね上がった。バンコクでは 台、東北部では 台に達している。特に5% 5% 8%

東北地方の農閑期と農繁期で失業率が大きく異なるのは、農業に従事する季節労働者が多

くいることによるが、農繁期の失業率も高くなっており、また季節労働者も含めた失業率

は東北部では にまで達していることから、都会の失業者が農業セクターでも吸収でき22%

なかったことを示していると考えられる。失業率の の増加は相応数の失業者が存在し1%

ていることを意味しており、その意味は「率」の数字以上に大きい。

それでは、 が対象とする前期中等教育卒業程度の学歴を持つ労働者の失業率はどのISD

ようになっているのであろうか。図６－６、図６－７は、前期中等教育卒業の学歴を持つ
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労働者の、地域別失業率を表している。図６－６は通常の失業率を、そして図６－７は労

働の時期を待っている労働力を含めた値である。同様に、 年以降、失業率が大きく増1997

1999 2 1996 4.1% 11.9%加している。東北地方の同学歴の失業率は、 年 月には 年の から

にまで急増した。経済危機による同地域の経済の後退とともに、バンコクからの労働力の

流入が原因とみられる。 修了生が就労することができなければ、地域の労働KISD/UBISD

力ストックの形成としては意味があるが、修了生の生産性の向上が社会に対して発揮でき

ない状況にあると言える。したがって、目に見える形で発現しているプロジェクトの成果

は減少しているものと考えられる。

また、表６－２５はタイの職業紹介状況を表した表である 。職業安定所そのものが職69

業斡旋の主体ではないために参考程度にしかならないが、全体的傾向を判断するためには

貴重な資料である。 年から 年までの時系列データとともに、地方別、求人者の1996 1999

表６－２５ 職業紹介状況

新規求職 求人数 就職者数 就職率
申込者数

1996 145,175 431,508 108,147 74.5%

1997 174,841 571,678 117,012 66.9%

1998 273,686 484,212 144,133 52.7%

1999 295,023 407,135 137,065 46.5%

64,883 79,052 47,809 73.7%バンコク

97,356 174,415 37,513 38.5%中央部

46,914 58,535 17,153 36.6%北部

52,936 50,048 21,820 41.2%東北部

32,934 45,085 12,770 38.8%南部

9,163 30,960 3,564 38.9%初等教育卒業未満

56,421 86,109 30,832 54.6%初等教育卒

45,530 71,921 24,866 54.6%前期中等教育卒

39,210 35,262 18,083 46.1%後期中等教育（普通教育課程）卒

840 177 119 14.2%短期職業訓練修了

30,389 42,911 14,932 49.1%後期中等教育（職業教育課程）卒

1,435 230 466 32.5%高等教育（技能職業教育課程）卒

53,679 31,871 20,634 38.4%高等教育（上級職業教育課程）卒

57,845 36,973 23,569 40.7%大学卒

511 70,721その他
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学歴別新規求職申込者数、求人数、就職者数、そして就職率を掲載した。 年以降、求1997

職申込者数が急増していることがわかる。それに比して求人数が増加していないため、就

職者数も伸びず、就職率は減少している。

年のデータをもとに地域別に見ると、バンコクは就職率が飛び抜けて高い。経済危1999

機の後に一旦地方に戻った労働者が再びバンコクに戻りつつあるという現状にあった結果

である。他の地域の就職率に大きな差はないが、東北地方で顕著なのは、求職者数が求人

数を上回っていることである。 年の時点では、東北地方での就職は困難な状況が続い1999

ていると推察される。

学歴別に見た場合には、サンプル数が少ないために不確定な要素は大きいものの、短期

職業訓練の就職率が と極端に低いことが目に付く。これが恒常的な状態であるのか14.2%

どうかを判断するためには他の年度のデータも見る必要がある。また、短期職業訓練を修

、 、了した者は二つの学歴・訓練歴を有しているはずであり 短期職業訓練修了と登録しても

就職時には他の学歴で求人された職に就いている可能性がある。このような危険を無視し

てあえて解釈するならば、より高学歴の労働者を同じ賃金で雇用することができるため、

短期職業訓練修了者の就職が難しいということがデータから示されているとも言えるが、

これについては今後詳しく検討する必要があろう。

６.６.２ 教育機会の拡大とそれに伴う労働者の高学歴化

労働社会福祉省管轄の技能開発インスティテュート（ ）および県技能開発センターISD

PCSD) 6 10（ における最も重要なコースは、機関内における就労前訓練である。 ヶ月から

ヶ月にわたる長期の訓練であり、訓練によって得られる技能の熟練の度合いが最も大きい

と考えられる上、他の短期訓練と比較しても投入する資源と、訓練生が放棄する訓練期間

中の所得が最も大きいからである。また、教育機会に恵まれない青少年に対する雇用機会

の拡大という社会福祉的使命から考えても同様であろう。

この就労前訓練のコースの場合、入所に当たっての資格を初等教育 年卒業者とし、一6

部の高度な技能訓練を行う部門については中等教育 年修了者としている。この資格の規3

定は各技能開発機関によって異なっている。 は将来的には全国統一の基準に基づいてDSD

実施させるようにしようとする考え方を持っている。

就労前訓練を受けるための学歴資格を が求めているということは、教育機会のそれISD

ぞれの時期における状況との関連から、その社会的状況や労働市場と との関係が規定ISD

されることになる。概要の項で述べたように、タイの教育機会の状況は が設立されるISD

ようになった 年代以降、大きく変化してきている。ここではまず、 が設立さ1970 KISD

れた時期、 が設立された時期、および調査を行った 年の現時点の つの時点UBISD 2000 3

における教育機会の状況とその変化を検討することにより、就労前訓練の社会的役割の位
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置づけについて考察する。

６.２.１の図６－２に示されるように、前期中等教育段階における就学率と進学率の変

化は、興味深い軌跡をたどっている。この表における就学率は、該当する年齢人口を分母

とし、その年度に前期中等教育課程に在籍した生徒数を分子とする、いわゆる粗就学率で

ある（タイ政府は純就学率を算出していない 。また、進学率は前年度の初等教育卒業者数）

を分母とし、その年度の前期中等教育課程への入学者数を分子としたものである。この図

の教育年度の区切りは、それぞれ カ年計画である国家経済社会開発計画および国家教育5

1972 76 3 1977 81開発計画の計画期を表している。すなわち、 ～ 年度は第 次計画期、 ～

年度は第 次計画期、 ～ 年度は第 次計画期、 ～ 年度は第 次計画期、4 1982 86 5 1987 91 6

～ 年度は第 次計画期、 ～ 年度は第 次計画期である。 が設立1992 96 7 1997 2001 8 KISD

されたのは 年であるが、設立計画には第 次計画期における状況が反映されている1979 3

と考えられる。同様に、 が設立されたのは 年であり、第 次計画期におけるUBISD 1989 5

状況が反映されていると考えられる。

まず、 ～ 年度の第 次計画期について進学率をみると、 年度の ％とい1972 76 3 1972 89

う極めて高水準からスタートし、 年度の ％まで緩やかに漸減している。一方で、1976 81

就学率は ％という極めて低水準からスタートし、 年度に ％とやや上昇してい23 1976 31

る。この進学率と就学率の間の大きな差は、それぞれの算出式の分母の違いによるもので

ある。つまり、進学率から見る限り、初等教育卒業者の 割以上が前期中等教育に進学し8

いながら、それが当該年齢人口から見て約 割であることから、初等教育を卒業しない者3

3 4の数がかなり大きいことを示している。第 次計画期当時の教育制度は、前期初等教育

年、後期初等教育 年に前期中等教育 年が接続しており、前期初等教育修了時に後期初3 3

等教育に進学しない子どもが多数いたのである。特に農村には、そもそも前期初等教育課

程しか開設していない初等学校が数多く、 年の統計で農村小学校の ％が 年制の1973 77 4

ままであった。また、原級留置者や脱落者も多く、農村における後期初等教育への進学率

は極めて低かった。もともと前期初等教育にも入学しない子どもも珍しくなかった時代で

ある。この時期、一部の国立初等学校をのぞき、大多数の県立・テーサバーン立の初等学

校を管轄していたのは内務省であった。内務省は 年ユネスコ代表者会議で採択され1960

、 「 」たカラチ・プランに基づき 年までに すべての国民に最低 ヶ年の無償義務教育を1980 7

という政策を持っていたが、それを実現できずにいたのである 。70

したがって、この当時における後期初等教育卒業者とは、農村においてかなりの富裕層

であるか、成績優秀者であったということができる。なおかつ、前期中等教育への進学し

なかった層は、卒業者のうちの約 割であり、中等教育へ進学する学力を持ちながら経済2

的・文化的な理由から進学しなかった子どもも多数いたと考えられる。そのような子ども

のために、 ヶ月程度の短期の職業訓練の機会を提供すれば優秀な労働者になるであろう6



267

ということは十分考えられることである。中等教育を管轄していた文部省とは別に、内務

省が、自らが持つ初等学校の卒業者のために、そのような職業訓練機関を設置しようとす

ることは、極めて意義深いことであると評価できよう。

しかし、 が設立された 年の後、数年間で状況は大きく変化した。まず、国KISD 1979

家教育委員会が 年に「 年国家教育計画」を上奏し、勅令として発布されたが、1977 1977

カラチ・プランにおける目標達成が困難な状況を打開するため、 年間の無償義務教育を7

あきらめ、 年度より前期・後期に分かれていた初等教育を 年一貫制とし、義務教育1978 6

期間を 年短縮した。それに伴う、大胆なカリキュラム改革も行われた。なお、このカリ1

キュラムは 年に改訂されたが、基本的構造は 年現在まで現行カリキュラムとし1990 2000

て適用されている。また、初等教育の管理・運営を改善するために、 年、国レベルで1980

は国家初等教育委員会を設置し、その事務局を文部省に移管した。このため、すべての県

立学校は文部省国家初等教育委員会事務局管轄の国立学校となった。ただし、テーサバー

ン立学校については引き続き内務省の管轄に残った。また、各県に県初等教育委員会を置

き、その傘下に郡教育事務所、学校群を置くという、地方初等教育行政制度改革が進めら

れた。こうした改革は、農村の初等学校の立場に立てば、すべての 年制初等学校を 年4 6

制へと ヶ年延長するというのが実態であった。この教育改革によって初等教育 年を卒2 6

業する者が急激に増加し、その結果進学率の算出式における分母が大きくなり、一方で、

就学率が ％台のままに留まったため、進学率の急激な下降という結果を生みだした。30

図に見られるように、 年の ％から 年には ％と急激な角度で下降し、その1977 78 1980 48

後も 年に ％と底を打つまで漸減し続けた。就学率を見ると、 年から 年1986 37 1978 1980

36-37 1977 7 6まで ％と一時上昇しているが これは 年度の旧初等学校第 学年卒業者と第、

学年修了者が同時に 年度に前期中等教育に入学したためで、見た目の変化はその統1978

計的補正を行わない粗就学率であることによって生じている。実質的にはその前後と変わ

らず約 ％水準であったと考えるべきである。30

こうした変化から、 年の学校制度改革以降、初等教育卒業者は農村におけるエリー1978

トではなくなり、従来から前期初等教育 年を卒業していた層のうち、一部のドロップア4

ウトを除いて、大部分が卒業できるようになったのである。そこで は、就労前訓練KISD

の対象者層の急激な増加をみたが、その学力水準は、教育年限が 年短縮されたことと、1

。 、より広い層が卒業することになったことによって低下したと見なければならない しかし

前期中等教育の就学率が一定であったことから、選抜によって従来と変わらない学力を持

。 、 、つ子どもを訓練できる状況ではあった また 訓練開始年齢が 歳以上であることから15

初等学校卒業と直接リンクしていないため、初等教育卒業者の属性の変化が の受講KISD

生の属性に影響を及ぼすまで、時間的な猶予があった。

次に、 が設立された 年の直前の ～ 年の第 次計画期についてみUBISD 1989 1982 86 5
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ると、進学率は既述の通

り緩やかに下降を続け、

。1986 37年に ％となった

就学率はやや上昇して同

年 ％であった。その差34

は ％にまで接近した。3

これは、ほとんどすべて

の子どもが初等教育 年6

を卒業できるようになっ

たことを示している。し

たがって、タイにおける

初等教育段階の教育機会

拡充は、カラチ・プラン

による当初目標の 年1980

には達成できなかったも

のの、 年の期間短縮とい1

う犠牲を払いながらも、 年までにほぼ達成されたと評価できる。この当時における1986

が置かれた状況は、 について分析した状況と同じであったと考えられる。UBISD KISD

以上のように、 年までの統計から考えると、初等教育段階の教育機会拡充がようや1986

く完成した段階であって、大多数の初等教育卒業者でその後の段階への教育機会がない者

のための雇用対策が必要なことは明らかである。また、経済的に急激に成長する中で、例

えばある農村に工場ができて時間的に拘束される賃金労働者が増えると、家事労働や農作

業の労働力を補う必要性から前期中等教育への進学者が急に少なくなるといった事態は、

良く知られていたことである 「経済が発展すると中等教育が縮小する」という皮肉な状況。

であったのである。その一方で、初等教育拡充の次は中等教育拡充に重点が移るというこ

とも容易に想定されたし、その必要性も労働力人口における全般的な教育歴の低さの指摘

は国内でもなされ、中等教育拡充政策が国家教育委員会を中心に議論されていた。文部省

普通教育局が経済的に恵まれない 県で前期中等教育機会拡充政策を実施に移したのは38

年のことである。また、世界銀行がタイは経済的に発展したものの中等教育就学率の1987

低さのためにいずれ限界に達すると警告するなど 、国の内外からその圧力は強まってい71

たのである。

概要の項で述べたとおり、 年に文部省国家初等教育委員会事務局の管轄する初等学1990

校や内務省管轄のバンコク都・テーサバーン立の初等学校で前期中等教育課程を開設する

ことによる教育機会拡充プロジェクトがはじまると、図に示されるように、進学率・就

図６－８ 地域別学歴別労働力構成の変化
（労働力調査( )より筆者作成）1991Round1,2000Round1
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学率ともに急激に上昇する結果を得た。進学率が上昇のカーブを描いたことも、就学率が

持続的に上昇したことも、 年以降としてはタイにおいて初めてのことである。1972

その当然の帰結として、 と が就労前訓練の主対象としている初等教育卒KISD UBISD

業者、または前期中等教育卒業者の労働者にとって、労働市場の中の地位が相対的に低下

してきている。新規学卒者の就労統計がないので、全労働力の学歴別構成によって分析す

ると、図６－８に示すとおり、前期中等教育以上の学歴を持つ労働者の割合が増加してい

る。特に、東北地方（図中の ）についてみても、バンコクに比べてその占める比率はNE

小さいものの、増加の割合は高い。

学歴別構成が高学歴化して労働力需要が一定であると仮定した場合、以前なら前期中等

M(Middle) M教育卒業者であれば確実に就職できた職種を とすると、求職者の増加により

L(Low)に就職することが困難になる。そこでの選択は従来初等教育卒業者が就職してきた

に就職するか、 に就職するために、より上級の学校に進学するかである。そうすると後M

期中等教育も拡大し、従来後期中等教育で就職できた という職種には就職するこH(High)

とが難しくなり、 が主要な職種となる。こうした学歴と就職する職種の関係の変化は、M

次々とドミノ式に上級学校に波及する。そして、実際には労働力需要は 年以降の経1997

済危機によって縮小している。そのため近年上にみたような変化が生じていることが、コ

ンケンおよびウボンラーチャターニーのテクニカルカレッジ（文部省職業教育局管轄の後

期中等教育および準学士レベルの職業教育学校）におけるインタビューで確認された。具

PWC PWS体的には後期中等教育段階の だけでは就職が困難であり、就職先がないために
ﾎﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ ﾎ ﾟ ｰ ｳ ｫ ｰ ｿ ｰ

に進学して上級の資格を取得した上で、もともと で就職していた就職先に レベPWC PWC
ﾎﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ ﾎﾟ ｰｳｫｰﾁｮｰ

ルの待遇で就職しているという。後期中等教育以上の教育機会拡充の概要はすでに述べた

とおりである。

の場合、上の仮定で言うと にしか就職できない者の技能を開発して の職を得ISD L M

られるように支援するプログラムと位置づけるならば、後期中等教育以上の拡充によって

労働市場から押し出されて の職を得る機会が極めて困難になっていくことと考えられM

る。しかも、 における訓練の経験は学歴に換算することができないため、より上級学ISD

校に進学する経路がなく、袋小路に陥る。初等教育卒業者が で就労前訓練を受け、しISD

かる後に前期中等教育に進学することも可能であるが、その場合 における訓練は教育ISD

。 、歴上は単なる時間的ロスになってしまう 逆に前期中等教育卒業者が の職を得るためにM

初等教育 年卒業を資格とする就労前訓練のコースを受けたり、また後期中等教育の普通6

教育系の中等 年を卒業した者が就職のために就労前訓練を受けたりするような現象が実6

際に多くなっている。

さらに 「 年タイ王国憲法」第 条により、国民の最低 年間の無償で良質な基、 1997 43 12

礎教育を受ける権利が定められ、それに基づき「 年国家教育法」では、第 条で憲1999 10
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法第 条を再確認した上で、第 条で基礎教育を高等教育段階以前の 年間を下回ら43 16 12

ない教育とした。このことにより、国が提供する無償の基礎教育とは初等教育から後期中

等教育までとなった。また、従来初等教育法によって 年間と定められていた義務教育期6

、 。 、間を 第 条で 歳の 年間とすることが定められた これら基礎教育 年無償化17 7-16 9 12

9 72 5義務教育の 年間への延長の適用は、経過規定の第 条により憲法が施行された日から

年を超えてはならないとされ、具体的には 年から適用になる 。2002 72

これにより、今後、前期中等教育および後期中等教育の両段階における教育機会は、ま

すます拡大していくことになるであろう。そのことにより、低学歴労働者の地位はさらに

低下するであろう。労働市場の中での相対的地位の動向は賃金に反映されていくために、

と の就労前訓練修了者のおかれる立場については、そうした教育機会拡大KISD UBISD

の今後のことも十分に考慮する必要がある。

後期中等教育段階の量的拡大が前期中等教育段階において実現されたほどには進まない

という予測がたてられるのではないかという疑問もあるだろう。経済危機の影響は、家庭

の貧困から修学をあきらめる場合や、国の予算における歳入不足による教育予算の縮減に

表れるのではないかとも考えられる。しかし、一方で後期中等教育の拡大は急速に進むだ

ろうとする予測もできる。その最大の理由は、国民の中に基礎教育 年間無償化に関連12

して「 年国家教育法」の策定過程で教育を受ける権利についての関心が高まっている1999

からである。前期中等教育の教育機会拡充政策が緒に就いた 年当時、前期中等教育1990

への進学する阻害要因は家庭の経済的貧困のみならず、児童や保護者が前期中等教育に進

学することの価値や有用性を理解していないという無理解と、通学が不便で自宅から通え

ないという地理的条件があるとされていた 。初等学校に前期中等教育課程を開設する方73

法は地理的条件の解決のための方策であったが、そればかりでなく初等学校教員自らが前

期中等教育の提供者となることにより、各学校において熱心に進学を促す指導・啓蒙活動

を行い、児童・保護者の意識を改革することになったのである。例えば、箕浦康子・野津

隆志が東北部ヤソートン県で行った調査によれば、進学率の上昇は産業化による職業構造

の変化が直接生じさせたものではなく 「前期中等教育には誰もがいくべき」という進学意、

識の生成が直接的な要因であるということを明らかにしている 。今後の後期中等教育の74

拡大については、概要の項でみたようにすでに量的拡大が始まっていること、国民の関心

が高まっていること、無償化の政策があること、さらに内務省管轄のテーサバーン立の初

等学校で後期中等教育課程を開設したように、多様な後期中等教育のあり方が教育法を根

拠に広まっていく動きがあることなどから、急速に進むと考えられるのである。

以上のように、時系列的に教育機会の拡大と の就労前訓練がおかれた状況との関連ISD

を検討してきたが、ここで明らかなように、 が設立が計画された当時と現在およびKISD

今後の間には大きな環境の変化があった。これに対応する の政策が必要と考えられDSD
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るが現在のところその動きはない。まず、 設立当時と現在および今後の初等教育卒KISD

業者で前期中等教育に進学しない者の位置づけの変化に対応して、就労前訓練を受けるこ

とができる者の資格について再考しなければならない 「 年国家教育法」との関連で。 1999

いうと、前期中等教育まで義務教育化されたことと がそのような資格を設定することISD

は同じ国の事業として矛盾するという問題がある。しかし、前期中等教育段階の就学率が

％ではないことから、現実に前期中等教育を受けない者がいることは事実である。こ100

れらの者に対する訓練機会を奪うような資格の変更、すなわち資格の引き上げは、社会的

弱者の切り捨てになりかねない。

さらに、進学率と就学率の数値の間の差が縮まらないことは、現在においても初等教育

。 、を卒業しない者と前期中等教育を中途退学する者がなくならないことを示している 特に

教育機会の拡大が労働力の高学歴化をもたらす中で、初等教育を卒業しない者の立場はま

すます困難なものとなる。これらの者に対して、現在においても は正規の訓練課程にISD

関しては門戸を閉ざしているのである。このことは、 の教育機会に恵まれない者に対ISD

する雇用対策としての社会福祉的性格が強まれば強まるほど、問題となりうる。

また、地方における一人一人の子どものライフヒストリーがどのようなものであるのか

ということから考えた場合に、 で就労前訓練を受けることがどのような位置づけになISD

るかという問題もある。これまでの研究によって、前期中等教育段階への進学において、

児童の家庭の経済的・社会的条件や卒業した初等学校のおかれた教育的・地理的条件によ

って、普通教育局中等学校か、あるいは国家初等教育委員会事務局の機会拡充学校かとい

う進路が規定される傾向があり、機会拡充学校を卒業した生徒は、後期中等教育へ進学し

ないか、または職業教育系に進学する傾向があることが明らかとなっている 。こうした75

中で就労前訓練がターゲットとする初等教育 年卒業者や中等教育 年修了者でそれ以上6 3

進学しない、またはできない者とはどのような子どもたちであるのかという問題である。

年代において がターゲットとした後期初等教育 年卒業者の層は、農村にお1970 ISD 7

ける富裕層であるか学力の高い者であり、今日においては普通教育系の後期中等教育以上

に進学する層になっている。今日の教育機会拡大は、 年代において前期初等教育 年1970 4

卒業者の層に対して、前期中等教育までは義務化し、学ぶ意欲に応じ後期中等教育までの

教育機会を保障しようとするものである。したがって今後において後期中等教育に進学し

ない者とは、自ら主体的に後期中等教育への進学を進路として選択しない生徒ということ

になり、これらは国家初等教育委員会事務局の機会拡充学校を卒業した者に限られてくる

ことが予見される。また、義務教育化にもかかわらず、前期中等教育に進学しない、ある

いは卒業しない者とは、普通教育局中等学校への通学が不便でかつ機会拡充学校でない初

等学校の児童、および学習面、生活面で学校における生活に適応できない者となるであろ

う。すなわち、児童の住む地域の地理的条件と本人の学力や性格的な問題によって規定さ
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れるといえる。

そうした属性を持つ青少年に対する生活保障としての職業訓練を が提供することISD

は、本人にとっては意義のあることといえるが、逆に地域開発や産業界が必要とする人的

資源開発という面でいうと、地域や産業界の要求に応えるという本来の の目的を実現ISD

することにはならない可能性がでてくる。また、そうした辺境地域に住む子どもや学力の

劣る者、集団生活に適応できない者に対するコースであると社会的に認知されるようにな

ってしまうと、訓練の修了生に対する不当な先入観を生み出したり、農村内部における社

会階層の再生産に寄与するという問題を生み出しかねない。

したがって、これらの考察から は教育機会に恵まれない者ばかりをターゲットとすISD

るのではなく、後期中等教育卒業者や高等教育進学者の就労前訓練、あるいは就労者に対

する向上訓練の充実へと重点を移していくべきであると考えられる。

６.６.３ 他の職業訓練実施機関との競合

労働社会福祉省が管轄する職業訓練機関は、タイ全土への配置を進めている。 年現1999

在、地方の核となる の技能開発インスティテュート （バンコク 、ラーチャ12 (ISD) (NISD)

ブリー、スパンブリー、チョンブリー、ウボンラーチャターニー、コンケン、ナコンラー

チャシーマー、ナコンサワン、ラムパーン、ピッサヌローク、ソンクラー、スラーターニ

50 PCSD) ISDー）と、 の県技能開発センター（ が存在している。東北部についてみると、

はウボンラーチャターニー、コンケン、ナコンラーチャシーマーの カ所、 はアム3 PCSD

ナートチャルーン、ムクダーハーン、ヤソートン、ナコンパノム、ローイエット、シーサ

ケート、ノーンブアラムプー、ウドンターニー、ルーイ、ノーンカーイ、サコンナコン、

カーラシン、ナコンナーヨック、マハーサーラカーム、ブリーラム、スリン、チャイヤプ

ームの計 県におかれている 。東北部については、全県に または の設置が17 ISD PCSD76

完了した。

全国における機関数の増加により、職業訓練の受講者数は拡大を続けており、全訓練種

の受講者数でみると 年の 人から 年の 人へとおよそ 倍に拡大1993 35,199 1999 277,399 8

している。そのうち、機関内における就労前訓練の受講者数は 人（ 年）から5,851 1993

人（ 年）へと約 倍となっている。就労前訓練のカテゴリーに含まれるよ21,603 1999 3.7

うになった機関外における就労前訓練（旧移動式訓練）を含めると 年の就労前訓練1999

受講者数は 人である。東北部についてみると、 年の機関内における就労前訓73,474 1999

練受講者数は 人、機関外における就労前訓練受講者数は 人、向上訓練受講者7,898 16,327

数は 人であった。受講者数の上では、ウボンラーチャターニー、コンケン、ナコ45,120

。ンラーチャシーマーの カ所の で機関内における就労前訓練の約 ％を占めている3 ISD 35

に ができた当初は で ％だったので、それだけ の占める割合1979 KISD KISD 100 PCSD
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が高まってきていることがわかる。このように、 で担当する多数の県の職業訓練を一ISD

手に引き受けていた時代（もっとも実際にはすべての地域をカバーできていたわけではな

かったが）に比べると、各県に が設置されるようになり、 の位置づけも変化しPCSD ISD

たといえる。一つには、担当する地方の に対する指導的な役割であり、一つにはPCSD

は開設する技能別のコースが よりも少ないため、労働力需要が少ない分野や訓PCSD ISD

練用の機材の設備投資に大きな予算を必要とする分野の訓練の提供の役割である。

今回の調査では、比較対照のため の一つ、ローイエット県技能開発センターを訪PCSD

問し、センター長にインタビューを行った。ローイエット県はコンケンとウボンラーチャ

ターニーを結ぶ幹線道路沿いのちょうど中間に位置している。鉄道も空港もなく、陸路に

DSD PCSDよってのみ他県との交通手段をまかなっている の統計によれば ローイエット。 、

、 。 、では 年に全体で 人の訓練生を受け入れ 人を修了させている このうち1999 4,212 3,674

機関内における就労前訓練が受講者数 人、修了者数 人、機関外における就労前訓226 168

1,378 1,123 2,608 2,383練が受講者数 人 修了者数 人 向上訓練が受講者数 人 修了者数、 、 、

人である。機関内における就労前訓練については と の 分の の規模であKISD UBISD 5 1

るが、機関外における就労前訓練については よりも多く、向上訓練も とUBISD KISD

の規模には届かないものの の中では多い方である。訓練コースは自動二輪UBISD PCSD

修理、溶接、家電修理、家具製造、洋裁などのコースに限られており、 ・ ほKISD UBISD

ど多彩ではない。ただし、 階建ての座学のための教室やコンピューター教室を備えた実4

習棟を新築中で、すでに 階のコンピューター教室では、軍人に対する表計算ソフト入門4

の訓練が行われていた。

ローイエット の最大の問題点は、県内に就労前訓練のインプラントトレーニングPCSD

を受け入れることができる事業所の数が極めて少ないということである。技能訓練の場合

には カ所しかないということであった。したがって、インプラントトレーニング自体も4

多くは首都圏に送り出さざるをえず、同時にそのことは修了後の就職先も首都圏に求めな

ければならないということである。訓練をすればするほど県外に、特に首都圏に人材を送

り出すことになり、ローイエット県の発達につながらないというのがセンター長の懸案の

一つである。また、訓練をすれば必ず首都圏で就職できるということでもない。逆にそこ

では、他の職業訓練機関との競合があり、最大のライバルは歴史もあり規模も大きく、実

習施設・指導者の面で有利な である。つまり、 は学歴はなくとも初歩的な技能ISD PCSD

を身につけている最低賃金で働くことのできる労働者の求人という、いわば労働市場のす

き間市場で ・ をはじめとした各 ・ としのぎを削ることになる。こKISD UBISD ISD PCSD

のことは同時に と にとっても は競合する職業訓練機関になることをKISD UBISD PCSD

意味する。

他方、前期中等教育を卒業したものが職業教育・訓練を受けることのできる機関は、労
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働社会福祉省の管轄する ・ だけではない。主たるものは文部省管轄の職業教育ISD PCSD

機関である。概要の項で述べたようにその主力は職業教育局の後期中等教育から高等教育

段階までの体系的な職業教育であり、また私学委員会事務局管轄の私立学校にも多数の職

業学校があり、それぞれ短期訓練も提供されている。さらに、文部省ノンフォーマル教育

局管轄下でも後期中等教育段階の が取得できるコースがあるほか、多くの人々が短PWC

期コースを受講している。文部省管轄下の職業教育を受けるメリットは、知識や技能を身

につけることだけではなく、文部省の定める教育資格を得ることができることである。こ

のことは、タイの労働市場では極めて大きな意味を持ち、同等の技能を持つ者同士でも、

教育資格をもつものの方が採用や待遇の面で非常に有利な立場に立つのである。さらに、

大学庁や内務省、工業省、農業・協同組合省、通信交通省などの管轄にも文部省と同等の

教育資格を得られる教育機関がある。そうした中で、労働社会福祉省の技能開発・職業訓

練は一切教育資格とは読み替えられないものであり、国家技能水準の検定試験合格のみが

客観的な技能の証明となりうるものである。

ノンフォーマルをのぞく文部省管轄の職業教育に 万人以上が在籍し、今後ますます100

拡大していく状況において、機関内における就労前訓練が 年あたり 万人あまりと規模1 2

の小さな労働社会福祉省の職業訓練に対して国家として多大な資源を投じて維持していく

ことには多大な困難が予想される。効率的な運営を考えるならば、当然労働社会福祉省と

文部省の間での協力関係が必要とされる。極論をいえば 「 年国家教育法」により文、 1999

部省・大学庁・国家教育委員会事務局の三省庁が統合されて 年 月までに設置され2002 8

る教育宗教文化省に、労働社会福祉省から技能開発局を移管することも検討されてしかる

べきである。しかし、調査において労働社会福祉省および文部省・国家教育委員会事務局

・教育改革事務局で情報収集する限り、労働行政と教育行政の間の協力関係は極めて少な

い。はっきりとした協力関係がみられるのは、ノンフォーマル教育局の を取得するPWC

ためのコースにおいて、 ・ を訓練の実習地として提供することであり、 年ISD PCSD 1999

の統計では カ所の ・ で 人の受講者を受け入れている。このこと以外には6 ISD PCSD 140

協力関係はみられない。

概要の項で述べたとおり、 年 月に職業教育局が文部大臣に提出した職業教育法案2000 9

が、文部省や教育改革事務局などの関係官庁の間で検討されている。この中で、後期中等

教育レベルの と国家技能水準の間の同等性を規定する内容が含まれている。これにPWC

よると、 をもつ者と国家技能水準のレベル２に合格し 年を下回らないその分野にPWC 5

おける就労経験がある者が同等であるとしている。これは法案の段階のこともあり、また

職業教育局側の考え方のみを示したものであるといえ、労働社会福祉省側はおそらく簡単

には同意できない内容であろう。というのも、 で ヶ月の訓練と ヶ月のインプラISD 10 2

ントトレーニングを経ても合格できるのはレベル１であり、さらに上位のレベル２に合格
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するのは訓練だけでは非常に困難だからである。一方 は 年間学校に通って卒業にPWC 3

必要な単位数を修得すれば自動的に取得できる資格である。 をもっているだけで全PWC

員がレベル２に合格できるとは労働社会福祉省は考えないであろう。したがって、この法

案の内容が適切なものであるかどうかは今後審議の段階で議論されねばならないだろう。

しかし、 や のような社会的に認知された教育資格と、労働行政が提供する技能PWC PWS

検定試験の間の同等性の規定が定められることは、逆に労働社会福祉省の職業訓練機関に

とっては大きな力になると考えられる。原案のまま法制化されたとしても、職業訓練機関

5 PWSの訓練を基盤としてレベル２に合格し職務経験が 年に達すれば、高等教育段階の

への進学も可能になるかもしれないからである。

労働社会福祉省が教育行政との協力を進めようとしない理由には、労働社会福祉省が提

供する職業訓練は労働市場の需要に応える人的資源の供給であり、この職務は労働行政に

よって行われるべきで、子どもの成長・発達に重きを置く教育行政にはできないことだと

いう考え方があるのではないかと推測される。また、文部省が提供する職業教育は知識や

、 、理論が中心であるような学問中心的なもので 実地ですぐに役立つ技能を習得できないが

労働社会福祉省が提供する職業訓練は実技が中心で、すぐに役立つ技能を習得できるとい

うことも棲み分け論として定着しているようである。特に、インプラントトレーニングの

プログラムにおいて企業で実地訓練を受けるなど、労働市場と直結しているというメリッ

トがあると考えられてきた。

しかし、概要の項で述べたように、 年以降後期中等教育および高等教育レベルの1995

・ において の制度が全国的に実施されるようPWC PWS Dual Vocational Training (DVT)

ISD PCSDになった。これにより、職業教育の側も労働市場と直結するようになった。 ・

だけが企業における実習を行うのではなくなったのである。実際にコンケン県内の事業所

で、 のインプラントトレーニング訓練生とコンケン・テクニカルカレッジの 実KISD DVT

習生の両方を同時に受け入れているところもあった。さらに、後期中等教育までの無償化

が実施に移されれば、寮費をのぞく費用は文部省管轄下の後期中等教育と同等となり、受

講生にとって費用がかからないという のメリットも、訓練が短期間であるために機会ISD

費用がかからないという点のみとなった。結論的にいえば、労働社会福祉省管轄の職業訓

練を受けた方がいいというメリットは相対的に低下していると考えられるのである。

今回の調査では、そうした の実態を知るために、コンケン・テクニカルカレッジDVT

（ ）とウボンラーチャターニー・テクニカルカレッジWitthayaalai Theknik Khon Kaen

（ ）の２校を訪問調査した。コンケン・テクWitthayaalai Theknik Ubon Raatchataanii

1995 PWC 136 DVT PWSニカルカレッジでは 年に 段階で 名の生徒で を開始し、その後

段階に拡大し、 年には 名の生徒・学生が で学んでいる。協力する企業・事2000 507 DVT

業所は初年度は カ所であったが 年には カ所となっている。ウボンラーチャタ10 2000 99
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ーニー・テクニカルカレッジについては時系列的なデータが得られなかったが、 年に2000

によって 名の生徒・学生が学んでおり、協力する企業・事業所は カ所になDVT 705 134

っている。いずれにおいても、 ・ に匹敵する規模であり、かつ知識・理論もKISD UBISD

学べて、教育資格も得られるという有利さをもっている。また、両校の教師によれば、通

常の生徒・学生よりも による生徒・学生の方が就職に有利になっているということDVT

であった。

両校とも ・ とは車で 分もかからない近接した位置関係にあり、同じよKISD UBISD 10

うな高度な施設設備を整備した職業教育・職業訓練機関が併置されていることは、資源投

入の効率性の観点からは改善の余地ありと具体的に実感することができた。また、両校の

教師と ・ の指導者は、地方都市の国家公務員同士で極めて似た仕事をしていKISD UBISD

るということもあって、互いのことはよくわかっているようである。その間での連携を拒

んでいるのは、客観的にみて中央行政官庁の間の壁であると思われる。そうした弊害があ

るから教育三省庁の教育宗教文化省への統合が決定したのである。また、中央が動かなけ

れば地方が動けないということは、タイにおいては伝統的な中央による地方行政の特色で

あり、ことに職業教育・職業訓練の分野に限ったことではない。 ・ ともに、KISD UBISD

労働市場の必要性に「対応」することは考えられても、それ以上のことを主体的に調査・

企画する組織・権限・能力はない。しかし 「 年国家教育法」によって、地方におけ、 1999

る教育自治が一挙に進行することになっており、そのことによって学校と の今後の明ISD

暗を分けることになるであろう。地方に主体性があることがいいことなのかどうかは即断

することはできないが、新自由主義的な構造調整のもとグローバリゼーションの波を受け

、 。ているタイ全体の中では 旧来の組織原理に固執することはあまり得策でなさそうである

６.６.４ 評価５項目の視点からの評価

これまでの分析結果をふまえて、評価 項目の視点から、上位目標を地域間格差の是正5

として両 のプロジェクトを評価すると以下のようになる。ISD

「実施の効率性」については費用便益分析の結果から投入が若干大きかったとは考えら

れるが、十分ではなかったかと推量される。

しかし 「目標達成度」については疑問が残る。元来、地域間格差の是正という上位目標、

は非常に大きな課題であり、 つの だけでは達成し得ない課題である。その小さな貢2 ISD

献ですら、東北地方における地場産業の育成の遅れ等から労働市場が拡大されず、バンコ

ク周辺地域への労働力の流出を招いている。確かに、東北地方への仕送り等もあり、東北

地方に間接的な利益はもたらされるが、生産性上昇の観点から労働力の流出を捉えれば、

結果的には東北地方の遊休者に訓練を施し、バンコク周辺地域の生産性が向上していると
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いうことに他ならない。未熟練労働者としてバンコクに流出するよりは問題は改善される

が、地域間格差の是正の達成のためには、東北地方の労働市場を拡大し、東北地方の中で

成果が発揮される環境を作ることが急務であると考えられる。

そのため 「効果」については、構造的な問題から、教育・職業訓練だけでは上位目標は、

達成されないであろう。しかし、達成のためには地域の労働生産性の向上は必要条件であ

り、また、バンコクに流出した後に東北地方に戻ってくる修了生も多いと考えられ、東北

地方における労働ストックの形成の観点からは、地域間格差の是正のための一つの要素と

して両プロジェクトは貢献していると考えられる。また、東北地方の各県に県技能開発セ

、 、ンターが整備され と がその中心としての機能を求められていることからKISD UBISD

波及効果が期待されている。

「計画の妥当性」については、第 次国家経済社会開発計画でも人材開発が最重点目標8

、 。 、 ．とされており 教育・職業訓練そのものはタイ国の開発政策に合致している しかし ６

６で述べたように、労働市場、教育制度が急激に大きく変化している状況を鑑みるに、プ

ロジェクト開始時の枠組みでは、地域間格差の是正という課題への貢献は今後困難になる

と考えられる。それどころか、 の存在すら危うい状況となっている。技能工を養成すISD

るためには、対象者を高度化し、より高い学歴を有する者への訓練に変更するか、あるい

は在職者を対象とした訓練に訓練対象を変えていく必要があろう。制度的には文部省の学

歴との連携を制度化するか、国家技能水準を労働市場の中でもより評価の高いものに必要

があると考えられる。

最後に「自立発展性」であるが、タイ国政府の予算や運営に関しては概ね問題はない。

しかし、職業訓練は非常にお金のかかる事業であるために、資源の有効利用と労働市場と

、 。の関係の強化の観点から 便益を受ける企業との提携をより進めていくべきと考えられる

６．７ まとめ

６.７.１ 評価のまとめ

地域間所得格差の是正という上位目標を念頭に置き、その観点から 、 プロKISD UBISD

ジェクトを評価してきた。まず満足度などの「効用としての成果」を質問紙調査の結果と

、 、 、インタビュー調査の結果から判断すると 修了生 修了生が就労する企業の管理者ともに

現状にある程度満足していることが明らかになった。特に、受講理由を「職に就くことが

できなかったから」と評価した修了生は 「良い職に就く」ことができ、あるいは「知識技、

術を身につける」ことができ、そして現状に「満足」している。しかし、それは修了生に

とって、最低賃金か、もしくはそれよりも少し高い賃金で雇用される半熟練工もしくは技

能工として職に就くことができたことへの満足であり、また管理者にとっても半熟練工も
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しくは技能工として彼らを雇用している側の満足である。もっとも、 と のKISD UBISD

当初の目的は、タイ東北部の遊休青年が職に就くことのできるような最低限の技術と知識

を教えることにあり、その意味では成果は上がっている。実際、プロジェクトの費用便益

は就労率がほぼ であるとの条件の下で 以上の社会的収益率を示しており、私的収100% 5%

益率は極めて高く を超え、そして東北地方の立場から見た収益率も、 程度と比較30% 10%

的高い収益率を示している。つまり、修了生の半数はバンコクへ流出してはいるものの、

東北部への仕送りもあり、 、 プロジェクトは直接的にも間接的にも地域の発KISD UBISD

展に影響を与えていると判断できる。

しかし、それで十分に地域間所得格差は是正されるのであろうか。東北地方が発展する

かどうかという点を教育と職業訓練の立場から論ずるならば、修了生が就労できる労働市

場が東北地方に創出されるか否かに係ってくる部分が極めて大きい。ある地域に優秀な人

材が多くいるということは企業進出の誘因となりうるが、人材の要因だけで産業を発展さ

せるためには、企業が進出の対価を支払ってでも獲得したいほどの人材か、あるいは極め

て安価で獲得できる人材がその地域に存在し、かつ企業が進出しなければその人材が獲得

できないという条件が揃わなければならない。日本の企業が安価な労働力を求めてアジア

諸国に進出し、良質な人材を必要とする精密な技能行程を日本に残しているという事例を

見ればそれは明らかであろう。 で工員を訓練している宝石会社も、企業を東北部UBISD

に進出させる必要はなく、むしろ人材をバンコクに連れてきた方がメリットがあるからこ

そ東北地方に工場を進出させないのである。

当然のことであるが、労働力には「足」がある。労働を供給する側から見れば、よりよ

、 。い条件を求めて移動するのは自然の道理であり タイ国内の移動を妨げることはできない

職業訓練で付加した知識技術が人材として流出することは、上記の条件がそろわない限り

致し方ないことであろう。東北地方の発展は、教育と職業訓練だけでなし得ることはでき

、 。ず 他のセクターとの組み合わせで発展することを期待しなければならないと考えられる

さて、プロジェクト評価に話を戻せば、今回の調査分析の最大の問題点は、プロジェク

トのアウトプットである人材開発が地域開発をもたらすかという前提をどのように把握す

るかという点であった。分析においては、労働市場の中における修了生の地位を表す賃金

と就労率、そして就労地域と学歴とを条件に含めることにより、前提条件は概ね表現する

ことができたと考えられる。人材開発が地域開発をもたらすまでの過程には、あらゆる外

部の前提条件が存在する。これまでの日本の教育・職業訓練プロジェクトの計画には、日

本が教育・職業訓練を厚くして経済的に成功してきたためか、その前提条件の認識が薄か

ったように感じる。つまり、プロジェクトの計画段階でも教育・職業訓練が経済発展に結

びつくまでの「シナリオ」がないのである。外部条件を認識し、さまざまなシナリオが完

成されていれば、どこでプロジェクトが誤った方向に進んでしまったのかということを判



279

断できるし、また修正も容易である。時によっては状況に応じた機転も効かせられよう。

成果フレームワークも、プロジェクトの管理者が臨機応変な対応ができるとの前提がなけ

れば成功しない。また、外部条件の変化に対するプロジェクト評価の変化は、感度分析で

。 、 。表されている これにより プロジェクトがシナリオから外れてもよい限界が把握できる

さらに、職業訓練は国が産業国になるまでに必ず通過しなければならない過程であるこ

とは、今でのところこれまでの歴史が証明している。このことは、逆に、ある時期を経過

すれば既存の施設設備やカリキュラムの価値が無くなる、もしくは価値が減じるというこ

とを意味している。また、職業訓練が必要とされている時期の中においても、新しい技術

に追随していくためには、スクラップ＆ビルドを繰り返していかなければならない。これ

からの教育・職業訓練分野に対する援助は、プロジェクトは常に自ら変化していくとの前

提と、プロジェクトが当初計画のまま未来永劫続く活動ではなく、必ず終わりがあるとの

前提のもとで計画されなければならないかもしれない。費用便益だけでなく、回収期間も

分析に取り入れたのは、この理由によるものである。以上に述べたような観点に立ち、プ

ロジェクトの基礎となる計画、そしてプロジェクトの評価が実施されることが、今後求め

られていると考えられる。

６.７.２ 政策提言

、 の今後の活動に対する提言をするにあたり、 年の通貨危機に伴うKISD UBISD 1997

労働市場の変化、教育機会の拡大、他の職業訓練機関との競合等、両 を取り巻く環境ISD

変化を無視することはできない。なぜなら、教育・職業訓練の成果は労働市場等の職業訓

練システムの外で発現するために、環境（外部条件）が変化すれば活動が無意味なものに

なりかねないからである。就労率が下がるだけでプロジェクトの成果は減少する。プロジ

ェクトを取り巻く環境変化に適応しつつ経済発展に寄与するためには、必要な訓練を必要

、 。な人材に提供する必要があり かつ修了生が労働市場の中で正当な評価を得る必要がある

まず、教育機会の拡大という環境変化から、 は大きな環境変化にさらされている。ISD

初等教育卒、もしくは前期中等教育卒という学歴は、将来的には労働市場で何ら希少価値

を持たなくなり、後期中等教育ですらその地位は相対的に低下していると考えられる。職

業に就くための最低限の知識・技術を教えること、すなわち６．２節で述べたように、

「 にしか就職できない者の技能を開発して の職を得られるように支援すL(Low) M(Middle)

るプログラム 、あるいはさらに低く 「全く就職できない者の技能を開発して の職を得」 、 L

られるように支援するプログラム」は必要であるが、それがさらに上級の職を得ることに

ISD H結びつかず、袋小路となってしまう現行の制度には問題がある。 の就労前訓練が「

または の職を得る」ためには時間的ロスになってしまうことのないよう、制度を整えるM

必要がある。
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対策としては、第一に、訓練対象者のレベルを引き上げることが考えられる。職業訓練

が受講生の教育・職業訓練歴の最後に位置するのであれば問題はない。 の職を得るためH

の基礎資格を文部省下の学校で得た後に職業訓練をすればよいとの考えからである。ある

いは、技能の向上を目指して就労者が訓練を受けている向上訓練の拡大と充実も考えられ

よう。就労しているものであれば、時間的なロスはさほど問題ではない。高度な施設設備

を使用した、初等教育、前期中等教育卒業者対象の長期の就労前訓練は、将来的には得策

ではないと考えられる。

第二に、修了生が正当な評価を得るために文部省の修了資格を付与する、もしくはそれ

ISD PWCに変換が可能な制度を整えるという方策が考えられる で提供される職業訓練を。

または を得るための単位として認定することができれば、 の訓練は袋小路にはPWS ISD

ならず、修了生は の職を得るための教育歴に対しても幾ばくかの恩恵を得ることができH

。 、 、る また 向上訓練で就労者が訓練を受けた結果が上級の学校に行くことの誘因になれば

継続学習の拡がりにもなる可能性がある。

第三に、労働社会福祉省で実施されている国家技能水準と文部省の資格との互換可能な

制度を整えることが考えられる。前述のように、 をもつ者と国家技能水準のレベルPWC

、２に合格し 年を下回らないその分野における就労経験がある者が同等であるとする案が5

現在法制化の準備がなされている段階である。この方策のメリットは、 の修了生のみISD

ならず、学校教育を終えて現在就労している者にも、さらなる教育や職業訓練を受けるこ

とのできる継続学習の可能性が、上記の策以上に含まれている点で優れている。現状にお

いて国家技能水準は労働市場ではさほど高く評価されていない。その評価を高める点にも

効用はあるのではなかろうか。

今後の のあり方としては、他の職業訓練機関との競合から、その機能を変容させてISD

PWC PWSいく必要がある 職業教育局の管轄する後期中等教育および高等教育レベルの ・。

において の制度が全国的に実施され、職業教育の側も労働市場と直結するようになDVT

った。また、後期中等教育までの無償化が実施に移され、無償という のメリットも、ISD

訓練が短期間であるために機会費用がかからないという点のみとなった。しかしながら、

の最大のメリットが労働市場と直結している点であることには変わりがない。ISD

職業訓練は施設設備の更新が継続的に必要な高価な事業である。そのため、 の資源ISD

ISDだけで 労働市場の多種多様な需要や 急激な技術革新に対応することには限界がある、 、 。

が地域の経済発展という上位目標の達成により貢献するためには、労働社会福祉省管轄の

機関であるというメリットを活かし、地域の労働力需要を勘案しつつ、民間企業や企業の

訓練施設と提携して、管轄地域の職業訓練の調整機関として機能するべきと考えられる。

地方の職業安定局と提携して失業者に必要な訓練を実施するという現在試行中の制度は、

その意味で妥当であると評価できる。
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さらに、民間企業との提携は資源の有効利用だけでなく、労働市場との密接な関係作り

の面でも有効な手段である。企業でのインタビューでは、 の訓練に企業の現場の機KISD

械を貸している企業や、実際に提携して共通のコースを開設し、経験と技術を共有する意

志を持っているバンコクの企業もあった 。現在、向上訓練(SND Development Co., Ltd.)

の一部として、企業と提携した訓練が行われており、このような提携をより進めていくべ

きと考えられる。

そのためには、ある程度各 が独自のプログラムを開発していく必要がある。現在、ISD

は ローンにより、すべての で同じ訓練の実施が可能になるように整備を進DSD ADB ISD

めている。国家技能水準を全国的な資格とするためには必要な施策かもしれない。各訓練

は細かなモジュールに別れており、それらの組み合わせで各 が独自性を出すことはでISD

きる。しかし、このことは、中央の顔色を伺い、上意下達で物事が進行するタイの行政組

織の文化から考えれば、各 のカリキュラムが統一されてしまう危険性があり、個々のISD

の自立発展性の阻害要因となる可能性がある。実際に、統一されたカリキュラムよりISD

も、各 が独自に開発したカリキュラムの方が、地域の労働需要への対応という観点かISD

。 、 、らは適している さらに言えば 需要変化への対応と人材開発には時間がかかることから

の職業訓練が即時的に需要に対応するためには、現状把握をするのみならず将来予測ISD

をもしなければならない。中央主導の管理には自ずと限界がある。労働市場の需要への対

応が遅れているという現状を改善するためには、各 は調査・企画機能とそれを実行にISD

移す制度を充実させていくべきと考えられる。
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27Ibid., p.1, p.11.

28 Khana Kammakaan Maatrathaan Fiimuu Raenggaan Haeng Chaat, Maatrathaan Fiimuu
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30Ibid., p.2.

31NationalStatisticOffice 2001 .( ) The2000PopulationandHousingCensus,AdvanceReport
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34Technical and PlanningDivision, Department of Employment 2000 Year Book ofEmployment( )
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表記があり、この問題は当初から懸念されていた。

他プロジェクトの受講生数も含まれていると考えられる。39

国際協力事業団( )『東北タイ職業訓練センターエバリュエーションチーム報告書 、 ( )40 1982 --- 1982』
『東北タイ職業訓練センター最終報告書 、 ( )『タイ・ウボン職業訓練センター評価調査団報告』 --- 1993
書』など

国際総合研修所、国際協力事業団( )『ウボン職業訓練センター（タイ （プロジェクト方式技術協41 1995 ）

力活動事例シリーズ 』78）

小野達也、田渕幸子( ) 『行政評価ハンドブック ．東洋経済新聞社、 頁．42 2001 99-112』

43 Windham, D. M. and Chapman, D. W. 1990 The Evaluation of Educational Efficiency:( )
Constraints,Issues,andPolicies. JAI Press, pp.59-76.

最近の成果志向型マネジメントでは、成果（アウトカム）に目標値を定めて、投入（インプット 、活44 ）
） 、動（アクティビティ 、結果（アウトプット）を重視しない( )。このプロジェクト管理手法はpp130-133

でも「成果フレームワーク」として採用されている( ) （龍慶昭、佐々木亮( ）USAID pp159-161 2000。
『政策評価の理論と技法 ，多賀出版 ）』 ．

計画によれば、技能工ではなく「産業界のニーズに応じた半熟練工 、もしくは「職に就くための最低45 」
限の知識と技術を付与するための訓練」と表記されている （例えば、国際協力事業団( ) 『タイ王。 1986
国 ウボン職業訓練センター事前調査団及び長期調査員チーム報告書 ）』．

小野達也、田渕幸子( ) 前掲書．46 2001

モデルの評価は大きく全体評価と部分評価に分けられる。モデルの全体評価とは、構造方程式モデル47
がデータに対してどの程度適合しているかを判定するため、部分評価とは、個別の方程式・母数・観測変
数に注目し、データの適合を判定するものである（豊田( ) 共分散構造分析[入門編]．朝倉書店，1998

頁 。170-182 ）

豊田( ) 前掲書48 1998
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49 Psacharopoulos, G. 1996 Economics of education: A research agenda. Economics of Education( )
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資金の時間価値とは、資金を保持していることによる機会の損失（機会費用）を考慮した価値のこと50
である。例えば、今の 万円と 年後の 万円は価値が異なり、人は通常今の 万円を選択する。100 1 1 100
年利 で貯蓄をすれば、今の 万円は 年後には 万円になる。逆に、 年後に 万円を受け取1% 100 1 101 1 100
るためには今 万 円あればよい。利子率 の下で 年後に 万円を受け取るであろう現在の資99 100 1% 1 100
金( 万 円)を、その現在価値という。99 100

国際協力事業団国際総合研修所( )『人造りプロジェクトのインパクト調査（フェーズⅡ 』51 1996 ）

古川浩一、福川忠昭( ) 『経営計算 ，朝倉書店， ．52 1992 pp.145-151』

53 Psacharopoulos, G. 1987 The cost-benefit model. In: G. Psacharopoulos, ed Economics of( ) ( )
Education:ResearchandStudies.pp.342-346.PergamonPress, Oxford.

古川浩一、福川忠昭( ) 前掲書。54 1992

正規の就労前訓練（機関内 （ カ月コース）を 時間、同（６カ月コース）を 時間、正規55 10 1,600 840）
外の就労前訓練（インスティテュート内 、就労前訓練（インスティテュート外 、向上訓練（内、外 、） ） ）
（旧）特別向上訓練 （旧）移動式訓練を 時間、技能検定試験を 時間、労働技能競技会を８時間、、 60 15
そして特別プロジェクト（特別予算）による訓練コースを一律 時間とした。60

前回調査の推定では 時間としている。56 1400,

資本財の初期評価額に資本回収係数を掛けたものが各年度の資本的支出となる。すなわち、初期評価57
額を とすれば、各年度の資本的支出 ( )は、A C r, n

n n
( ) ［ ( ＋ ) ／｛( ＋ ) － ］C r, n = A r 1 r 1 r 1｝

で表される。ここで、ｒは割引率、ｎは耐用年数である（ 。Levin1983:67-73）

日本の学校法人会計では、設備の耐用年数を 年としている。両職業訓練所の機械は、旋盤やフライ58 10
ス盤などの 年以上の使用に耐え得る機械から、コンピューターや切削具などの比較的耐用年数が短い20
と考えられる機械まで多種多様である。これらを分類してそれぞれの費用を算出することは困難であるた
め、分析上、機器の耐用年数は一律 年とした。10

ダイヤモンド加工の工員に対するダミー変数を加えると、推定所得式は下記のようになり、モデルの59
構成にあまり差はない。
(月間所得) ＝ ＋ ×(年齢) ＋ ×(経験年数)46.86 123.54 174.62

＋ ×(就労地域) ＋ ×(教育年数)1031.35 57.66

R2 .514 R2 .495＝ 自由度調整済み ＝

60 2000 JCA 47元田時男( ) 「タイ国の会計制度と主要租税 その概要と最近の動向 『 ジャーナル』第」．
巻 号（ 年 月号 、 頁。11 2000 11 16-27）

61 Labour Studies and PlanningDivision, Department of Labour Protection and Welfare, Ministry
of Labour and Social Welfare 1999 Report of the Survey on wage, earnings and workinghours,( )
1998.

62 NationalStatistical Office 2000 Report of the Labour ForceSurvey in Whole KingdomRound( )
( ) ただし、 、 は印刷前の出力データ。1: 2000. and ----- 2000 -----Round2:2000. Round3 Round 4

なお、通常、プロジェクトの費用効果はプロジェクト開始時からの費用と効果とを時系列で並べて求63
めるが、本分析では訓練を受けた個人に焦点を当てていることから、１人あたりの平均費用を求めて費用
効果を算出している。プロジェクト開始時からの時系列による費用効果を求めると、いつまでに費用が回
収されるかという回収期間等も求められるが、ここでは言及しない。

64 National Statistical Office 2000 Report of the 1998 Household Socio-Economic Survey,( )
なお、価格は名目価格であるが、実質的に 年度の価値とほとんどかわらなNortheastern Region. 2000

い。

バンコクで就労する者のほとんどが仕送りをしていることが明らかになった。無回答の者も多くいる65
が、平均して収入の１／３を仕送りとして送金していると考えられる。



費用の変化も含めた感応度分析については、国際協力事業団国際協力総合研修所( )『人造りプロ66 1996
ジェクトのインパクト調査（フェーズⅡ）報告書－タイ ウボン職業訓練センター( )における事例UBISD
研究－』に詳しく記載してある。

67 1986 1,524 2,921 1997 5,571参考に 東北地方の地域内総生産は 年で約 億バーツ 億バーツ 年で約、 、 （ ）、
億バーツ（ 億バーツ）であった（括弧内は 年価値換算）(国家統計局提供資料より算出 。6,135 2000 ）
68NationalStatisticalOffice 2000 StatisticalReportofRegion,NortheasternRegion2000.pp.211.( )
（なお、 年から 年までの増加は経済危機の影響で減少しているために除いた ）1996 1997 。

69Technical and PlanningDivision, Department of Employment 2000 Year Book ofEmployment( )
Statistics 1999and----- 1999 -----1998.( )

馬越徹編『現代アジアの教育－その伝統と革新－』東信堂、 年、 年（訂正版 。新井郁男70 1989 1996 ）
13 4 1972「 」『 』 、 、タイの中等教育の特質－教育人口の構造と中等学校総合制化の意義 アジア経済 第 巻 第 号

17-31 Yokuo Murata, "The Features and Problems of the Primary Educational年、 頁。
AdministrationinThailand:ASurvey of Five Provinces", 10 1 1985『 』 、筑波大・教育学系論集 第 巻 号
年、 頁。55-92

世界銀行『東アジアの奇跡：経済成長と政府の役割』白鳥正喜監訳海外経済協力基金開発問題研究会71 /
訳、東洋経済新報社、 年、 頁、 頁。1993 47 180

森下・平田、前掲論文、 年、 頁。72 2001 96-99

」 、73 33森下稔「タイにおける前期中等教育機会拡充に関する政策分析 『鹿児島女子短期大学紀要』第 号
年、 頁。1998 169-191

箕浦康子・野津隆志「タイ東北部における中等教育普及過程と機会拡大中学校－中学進学率急上昇の74
メカニズムを中心に－ 『東南アジア研究』第 巻、 年、 頁。」 36 1998 131-148

森下稔、前掲論文、 年。75 2000

ナコンナーヨック県を東北部に分類するのは の資料にしたがったもの、通常は東部に分類する場76 DSD
合が多い。ナコンラーチャシーマー の担当する地域とされているためである。ISD
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表（参考）収入のうち仕送りに費やしている割合（バンコクにて就労する就労前訓練修了生）

仕送りの割合 合計0% ~10% ~20% ~30% ~40% ~50% ~60% ~70% ~80% ~90%

13 1 7 11 25 15 4 2 3 2 83人 数

(累積 ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )% 15.7 16.9 25.3 38.6 68.7 86.7 91.6 94.0 97.6 100

平均 、 標準偏差 。 ※無回答 名33.1% 2.30 29
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第７章 

 

保健セクタ－案件の評価 

―組織とサービスの持続性をめぐって― 

 

 

７．１ 評価目的 

 

７.１.１  今回の評価作業の目的 

この評価作業は、バンコク首都圏（BMA）とタイの東北地方との社会経済格差軽減に対

する日本の援助の効果／影響を評価することを事業目的として行った。しかし、保健部門

支援による社会経済格差軽減への効果は、様々な媒介変数を経てきた後の非常に間接的な

諸影響の結果といえる。そのため、本評価では当該プロジェクトが内包している組織体の

マネジメントの面に着目して、保健政策の進展と健康指標との関係をみながら、社会経済

格差の軽減への効果を考えてみた。 

 

７.１.２ 保健セクタ－評価の目的 

 この評価作業では以下の二案件の評価を行った。（１）「プライマリー・ヘルス・ケア

訓練センター1（ASEAN Training Center for Primary Health Care; ATC/PHC）」および

地域訓練センター(Regional Training Center for Primary Health Care; RTC/PHCs)、

（２）コンケン県での「公衆衛生プロジェクト（Community Health Project）」である。

これら 1）と 2）の案件に関しては、すでにそれぞれの案件の終了時評価と事後評価が行

われており、それらの評価研究は案件の効率性、効果そして妥当性について適切な評価が

行われている。幾つかの提案の他、これらの業績評価の尺度による分析は、それぞれの案

件に肯定的な判断を下している。実際に、以前の ATC/PHC、現在の AIHD（ASEAN 

Institute for Health Development）も  RTC/PHCs（Regional Training Center for 

Primary Health Care） もすでにタイ保健セクタ－における重要な機関となっており、そ

れらの肯定的世評も定着、特に AIHD は国際的にも良好な評価を勝ち得ている。また、コ

ンケン県での公衆衛生プロジェクトの参加型アクッション・リサ－チ(Participatory 

Action Research, PAR)の成果も、タイの保健戦略の形成に貢献している。 
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７．２ 政策環境 

 

７.２.１ 政策の発展 

タイにおける保健セクタ－の政策手段（policy instrument）は、一連の各 5 カ年保健計

画(national health plan)である。国家計画を 5 カ年計画として作成、発行する発展途上国

は少なくないが、タイ国の場合は各 5 カ年保健計画を実際的な戦略に組み立て、着実に政

策を実効性のあるものとし、実施してきたことは高く評価できる。タイでは、この 20 年

ほどの期間に、保健政策の優先度は徐々に変化を遂げてきており、保健セクタ－のインフ

ラとプライマリ－・ヘルスケアの充実から次第にヘルス・システムの統合的マネジメント

(integrated management)の強化へと推移している。さらに、そこでは効率的な資源動員

(resource mobilization)とヘルス・ファイナンシングの機能強化などが含まれる。そして

それらの政策方針に従って、タイ政府は現在ヘルス・ケア改革（the Health Care Reform

／HCR）を押し進めている。 

 これらの評価案件のうち、ATC/PHC 及び RTC/PHCs はこれらタイの保健政策発展過

程のうち初期段階に属している。インフラや保健要員（地理的な不均衡は残るが）に関し

て、この段階での政策課題はほぼ達成できたと評価できるかもしれない。公衆衛生プロジ

ェクトはサブ・プロジェクトの外傷予防が現在も進行中であるが、1991 年に開始され, 第

八次保健計画作成(1997-2001)に対して、かなりの程度で貢献したとの評価が支配的である。

現在、保健省(MoPH)は保健セクタ－の統合的発展 （the integrated development）を精

力的に進めており、保健医療資源とサ－ビスの協調／調整により人々のサ－ビスへのアク

セスのさらなる改善を目指している。このような中、第八次保健計画はコミュニティ－の

参加を通じて生活の質の向上を重視した政策を掲げている。このような政策を支えるため、

この公衆衛生プロジェクトにおいてアクション・リサ－チが準備され、実施されたのであ

る。 

 

７.２.２  健康指標 

タイ国はこの 20 年間程の間、めざましい経済成長を遂げた(巻末資料参照)。GDP は

1996年のいわゆるアジア経済危機の下降局面まで、1980年代の後半から 1990年代の間、

年率約 7～9% で成長したのである。これは、マレ－シアに続く高い成長率である。こう

した経済成長の趨勢は、人口動態および健康指標にも当てはまる (図 7-1,2,3,4)。 総じて、

健康水準も著しい向上をみせている。これも、マレ－シアに続き第二番目であり、他の近

隣諸国との差が大きい。 

こうした経済成長とともに、タイは疫学転換と人口転換を遂げつつある。出生率の低下

並びに感染症の罹患率が低下しており、その一方で慢性疾患が増加している (表 7-1) 。死
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亡因をその頻度順でみれば、心臓血管障害、事故そして悪性新生物となっている。このよ

うな転換は、医療費を押し上げることにつながるため、さらに効率的な保健セクタ－のマ

ネジメント（ヘルス・ファイナンシングの強化を含め）が必要とされる。そのためタイ政

府は、大々的にヘルス・ケア改革（HCR）に踏み出しているのである。  

 

 

図 7-1　アジア諸国における人口増加率変遷

出所：世界子供白書 1991-2001
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図 7-2　アジア諸国における乳児死亡率（出生1,000あたり）

出所：世界子供白書 1991-2001
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図 7-3　アジア諸国における５歳以下死亡率（出生1,000あたり）

出所：世界子供白書 1991-2001
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図 7-4　アジア諸国における平均余命変遷

出所：世界子供白書 1991-2001
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死因 1996 1997 1998 1999

悪性新生物 70.3 69.09 61.91 75.7
交通事故 47.2 44.77 41.87 34.28
その他の事故 24.3 23.34
呼吸器系疾患（上気道感染を除く） 24 24.9 19.11 14.73
肝疾患 22 19.35 17.09 17.37
呼吸不全 19.4 15.77
心臓血管疾患 18.3 25.65 30
糖尿病 15.3 15.77 17.38 18.92
感染性疾患 14.4 15.02 16.33 32.04
腎疾患 15.75 20.71
免疫性疾患 16.62
出所：Report of the 2000 Survey of Fertility in Thailand, National Statisitical Office

表 7-1  タイにおける主な死亡原因

心疾患（心臓血管疾患を除く） 83.5 110.45 137.73 84.96
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７．３ プライマリ－・ヘルス・ケア訓練センタ－及び地域訓練センタ－（コンケン県） 

 

７.３.１  案件の枠組み 

  プライマリ－・ヘルス・ケア訓練センタ－(ATC/PHC)及び地域訓練センタ－(RTC)は、

無償資金供与によって建設され、その後プロジェクト技術方式による協力が 1982 年 10 月

から 1989 年 9 月まで行われた。ATC/PHC はマヒドン大学(Mahidol University)のサラ

ヤ・キャンバスに建設された。一方、四つの RTC はコンケン県を始め、チョンブリ(Chon 

Buri)県、ナコンサワン(Nakhon Sawan)県、ナコンシタマラ－ト(Nakhon Si Thammarat)

県の総四ケ所に建設された。 

ATC/PHC は、タイ国の国境の枠を超えた国際的な訓練／教育機関として、アセアン諸

国の公衆衛生分野での人的資源育成の目的で開設された。より詳述すれば以下のような目

的に沿っての開設である。 

 

1) 農村および都市地域のプライマリ・ケア発展のための訓練、研究そしてモデル形成

を促進。 

2) タイ国とその他のアセアン諸国の人々の訓練のための教材、プログラムの強化。 

3) プライマリ・ヘルスの経験や情報を交換し、プライマリ・ヘルスに関するタイ国内

及び国際的なネットワ－クの確立。 

 

地域訓練センタ－(RTC)は、保健省プライマリ・ヘルス・ケア局の技術協力センタ－と

して次のような役割を持つ。  

 

1) 訓練センタ－それぞれの地域の社会経済に合ったヘルス・ケア発展モデルの調査研

究。 

2) PHC との関係における教育のテクニカルな側面（カリキュラム、ロジスティク等）

の開発促進。 

3) PHC とコミュニティ－開発の訓練コ－スを役人、技術的専門家、PHC 要員、コミ

ュニティ－・リ－ダ対象に拡充。 

4) PHC 関係の情報の収集と交換の促進。 

5) 責任地域内の PHC のコーディネ－ターおよび技術的な支援者として活動する。 

 

７.３.２ 組織パフォ－マンス 

  ATC/PHC は、1988 年 ASEAN Institute for Health Development (AIHD) に昇格して

以来、本格的な公衆衛生の大学院として充実が図られ、国際的、国内向けの教育／訓練プ
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ログラム、例えば Master of Primary Health Management（修士課程）の教育などを行

っている(章末添付資料 7-1 参照)。 すでに初期の計画を大幅にこえるような発展をして

おり、AIHD の組織パフォ－マンスを高く評価することができよう。 

AIHD および地域訓練センタ－は広く知られるようになっている。このプロジェクトの

初期の目的では、ATC/PHC (現 AIHD) はアセアン諸国に、地域訓練センタ－はタイ国内

の訓練に貢献することであった。案件が相手国に手渡されて 20 年が経過し、当初予想さ

れたところを超えて大きくこれらの組織は発展してきている。AIHD はアセアンの諸国に

とどまらず、その他の地域からも研修生、学生を受け入れており、その出身国は四十カ国

にものぼる。とくに現在、AIHD はエイズ関連の教育／訓練プログラムを強化しており、

その内容は高い評価を受けている。そのため、幾つかの援助機関が常時 AIHD のプログラ

ム支援を行っている。JICA では、AIHD（その前身を含む）に対して、1987-1991 年、

1993-1997 年度に第三国研修を実施しており、現在(1998-2002 年度)も実施中である。 

教育／訓練プログラムに加えて, AIHD はニュ－ズレタ－や様々の出版物（修士論文の

要約、研究報告書、小冊子）で保健知識と PHC の普及に努めている。研究成果や技術革

新に関する内容を、年 2 度発行の the Journal of Primary Health Care and Development

で発表している。AIHD は世界保健機構の東南地域事務局（SEARO）の Information 

Research Center の一つとしての役割を担ってもいる。 

コンケン県の訓練センタ－（RTC）も、訓練や調査活動で地域の組織、NGO などと協

力しながら、堅実な仕事を行っている。また、 UNDP のプログラムを通じて近隣諸国（例

えばラオス）の研修生などの訓練をおこなっており、国際的な活動も行うようになってい

る。 

情報／知識の普及に関して、コンケン県訓練センタ－も着実な活動をしており、the 

Primary Health Care Journal: Northeastern Edition を定期的に出版している。さらに、

調査報告、保健教育に関する事柄を小冊子、パンフレット、ポスタ－等で発表している。

それらの情報／知識の普及は PHC の発展に寄与しているものと思われる。RTC が保健セ

クタ－改革の後、どのように地方政府機能に本格的に取り込まれるかが注目される。 

ともかく、AIHD、ATC 双方ともに地元での評価は定着しており、それがまさしく業績

評価の判断の基礎となっている。 

 

７.３.３ 自立発展性 

自立発展性は、第一に財務的な持続性として把握されなければならない。RTC はその能

力と意義のため、政府の補助により持続発展していくと思われる。 

  我が国の無償資金協力援助においては、当該組織の財務的困難の分析／把握が弱いこと

が多いが、AIHD は、無償資金協力で援助された組織のなかではとてもユニ－クな機関で
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ある。AIHD はマヒドン大学内の独立法人組織であり、発足当時から、政府からの予算以

外に自らの歳入源を確保していった。例えば、学生寮（ASEAN HOUSE）、印刷業等から

の歳入措置をもっている。また、AIHD は、JICA を始め他の援助機関（EU, カナダ国際

開発庁（CIDA）， 世界保健機関（WHO）等）から教育プログラムの支援を受けている。 

当初の案件設計において、どの程度、財務的な持続性を日本側が考慮に入れていたかは

明確ではないが、AIHD の創設にかかわったタイ側の人達は、賢明にも自立的な歳入措置

を考案していたのである。これは、非常に重要な試みであり、それゆえ AIHD は独自の発

展をとげることが可能であった。表 7-2 にあるように、 特記すべきことに AIHD の財務

では、上記の歳入項目 (学生寮、印刷業等) や国際機関、援助機関からの訓練／教育や調

査研究への助成等の総額は、政府からの補助（文教予算）の 4～5 倍の規模であることで

ある。 

AIHD は、自立的（self-sustainable）な組織の好例といえる。ここで注目されるべきは、

先進国のみならず、発展途上国も政府部門は組織構造の変容の過程にあり、政府機関であ

ったものが、補助金依存の体質から、急速にそれぞれの組織自らの自己歳入措置（エイジ

ェンシ－化）をもとめられていることである。 

 

1982 1990 1991 1992 1993 1994 1995
政府よりの補助金 5,280,365 5,575,234 6,373,208 7,310,682 7,722,800 8,779,500

368,729 6,945,066 8,136,441 9,831,441 14,270,313 15,502,389 16,776,181

5,165,078 20,026,669 23,761,952 22,218,234 21,462,818 24,156,662 20,063,505

繰越金 1,986,040 2,799,461 2,454,418 3,497,332 6,338,728 6,388,728
総歳入 5,533,807 32,252,100 40,273,088 40,877,301 46,541,145 53,770,579 52,007,914
総支出 N.A. 17,584,024 23,597,363 23,155,909 24,428,720 33,026,216 27,574,608
残高 N.A. 14,668,076 16,675,725 17,721,392 22,112,425 20,744,363 22,652,127

表 7-2　AIHDにおける歳入と支出 (1982-1995)

出所：AIHD1995年度財務報告書

国際機関による
プロジェクト補助

AIHD自身による
収益活動

 

７.３.４ 提案 

公衆衛生分野での訓練、知識、情報の普及における成功にみられるように、AIHD と 

RTC はアセアンそしてアセアンを超えた価値ある存在となっている。従って、独立法人

の AIHD が財務的に自立してゆけることは必須条件である。日本は、公衆衛生の訓練プロ

グラムで AIHD をもっと戦略的に考えられよう。すなわち、短期長期の様々の訓練／教育

プログラムおよび研究調査活動を支援のありかたを、さらに人的資源育成が強化されるよ

うに再考する価値があると思われる。またコ－スの支援は、AIHD の自立的な歳入措置に

大いに貢献することができる。これらのコ－スで訓練を受ける人々は、もはやアジア地域

の人達だけではない。AIHD は、この分野でまさに第三国研修の優等訓練機関であり、JICA
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のこれまで実施してきた第三国研修も、こうした国際的な訓練、知識、情報の普及の面か

ら再度研究することの意義は大きいと思われる。 

 

 

７．４ 公衆衛生プロジェクト 

 

７.４.１ 案件の枠組み 

 このプロジェクトは次の五つのサブ・プロジェクトからなるユニ－クな案件である。農

村保健、歯科保健、都市保健、医療保険、そして外傷予防であるが、最後の外傷予防サブ・

プロジェクトは､新規のプロジェクト方式技術協力「外傷センタープロジェクト」として

2000 年 7 月 1 日から 5 年間の予定で実施中である。さらに、この案件全体を貫く大きな

目標のひとつは、人材の育成とその確保である(図 7-5)。 

 案件全体のその他の大きな目標は、この案件地域における保健サ－ビス・システムのモ

デル開発発展ということと、その経験を他の地域にも伝え、さらに国家保健政策（National 

health Plan）に貢献し、タイ国の PHC の発展に資するというものである。それ故、この 

案件は ATC と RTC に間接的ながら人材育成の面では関わりがある。  

 このプロジェクトは、参加型アクションリサ－チの手法を用いることによって問題解決

を試みた(図 7-6)。PAR は通常は計画や企画に携わることなく生きてきたコミュニティの

人々が、日常的な業務のなかで問題を設定しながら実施していくものである。そして、関

係者自身の自己評価と自己改善を行わせることによって資質の向上を図る。さらにこうし

た試みによる結果から政策への提言を導きだすというものである。そのため、PAR はこ

の案件を成功させるために中心的な要素であった。 

  プロジェクトの主要目標は次のようであった。 

1) 地域の PHC 活動における質の向上 

2) 既存の地域保健サ－ビスの強化 

3) 感染症予防、家族計画、母子衛生などの特定のプログラムマネジメント・システム

の強化 

4) 産業化や都市化のために拡大する健康問題へのプログラムの開発 

5) 県や群レベルの情報、教育そしてコミュニュケ－ション(IEC)活動の促進 

6) PHC を梃子にしたプログラムの実行 

7) ヘルスケア・マネジメント分野でのコミュニティ－の人材育成の推進 

8) 家族計画および母子保健プロジェクト活動の緊密な調整 
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リサーチ

問題解決 アクション

出所: Abdullahi M. A., Ann. Ig. 1991;3: 299-303

図7-6  公衆衛生プロジェクト：
参加型アクション・リサーチの過程

協力関係 地域メンバーの選出

参加

リサーチャー 組織メンバー

プロジェクトチームお
よび委員会の形成

問題の明確化
および解決すべき

問題の選択

問題の解決策とその介入
方法についての計画立案

選択された問題の
原因解明

　介入の影響について
の評価

解決策の実施
（問題解決のための介入）
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 この案件は大きくわけて農村保健と都市保健の二つの要素と、現在も実施中の外傷予防

サブ・プロジェクトがある。この評価ミッションは主に前者の農村保健と都市保健に着目

したが、実施中の外傷サブ・プロジェクトからも大いに教えられるところがあった。 

 

７.４.２ 健康水準  

タイの全国的な疫学転換のため、コンケン県においても、主要な死因は感染症から慢性

疾患に移っている (表 7-3)。 ヘルス・サ－ビスの質と地理的なサ－ビス範囲の向上ととも

に、感染症は低下してきたのである。表 7-4 にあるように、乳児死亡率、幼児死亡率そし

て妊産婦死亡率すべて第 7 次計画の目標値を超える水準に達している。 

また、これらの全国的な疫学転換を反映して、PHC のコンセプトも次第に変化しており、

実際にケアの受容という面でも変化が見られるようになっている。例えば、出産のほとん

どは病院出産であり、バンコクが 87%に対して東北部が 77%となっている。従って、医師、

看護婦の役割は以前にまして重要になっているようである (表 7-5, 7-6)。  

 

1 心疾患 1,435 83.46
2 悪性新生物 1,209 70.32
3 交通事故 811 47.17
4 その他の事故 417 24.25
5 呼吸器関連疾患（上気道感染を除く） 412 23.96
6 肝疾患 378 21.98
7 呼吸不全 334 19.43
8 循環器不全 314 18.26
9 糖尿病 263 15.30
10 血液感染症 248 14.42

                             　　　　出所: Death certificate between October 1, 1995 and September 30, 1996

表 7-3  コンケン地域における死亡原因（1996年）

No. 死亡原因 死亡数 人口10万あたり比率

 

 

1992 1993 1994 1995 1996
出生率（人口1,000あたり） 16 15.7 15.5 15.7 15.34
死亡率（人口1,000あたり） 4.6 4.5 4.9 5 5.2
人口増加率 1.2 1.14 1.12 1.07 1.07 1.01
乳児死亡率（出生1,000あたり） 23 5.5 8.6 8.79 2.45 8.83
妊産婦死亡率（出生1,000あたり） 0.3 0.1 0.08 0.08 0.06 0.08
五歳以下死亡率（出生1,000あたり） 35 6.6 5.8 3.72 11.7 15.43

出所: Birth & Death certificate during October 1, 1995 and September 30, 1996

表 7-4  コンケン地域における基礎統計（1992-1996)
第七次国家開発
計画達成目標

年
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タイ全土 北部 東北部 中央部 南部
1990 36 45 34 24 32
1994 17 23 13 10 29

表 7-6  タイにおける地域別妊産婦死亡率（出生100,000あたり）
～1990年および１９９４年比較～

出所：Report of the 1996 Survey of Fertility in Thailand, National Statistical Office  

 

年 家計数  VHVs数 VHVｓ一人あたりの担当する家計数
1993 259,844 17,204 1: 15.1
1994 333,742 17,204 1: 19.4
1995 339,403 20,580 1: 16.5
1996 382,416 20,580 1: 18.6

表 7-7  Village Health Volunteer数 と一人あたりの担当する家計数

出所: Khon Kaen Provincial Health Office Annual report 1996  

 

７.４.３ 実績と成果 

二つの評価報告書（終了時評価報告書と Ex-post Evaluation Study）はいずれもこの案

件についての肯定的な評価を行っている。それらの評価結果は、以下のように要約できる。 

1) それぞれの活動(activities)は全体的にそれぞれの目標に対して順調に進捗してきた。 

2) コミュニティ－の保健サ－ビスに関する保健計画(the National Health Policy) は

既に政府に提出されたが、実際その幾つかは当該プロジェクトからの提案が採用さ

れることになった。 

3) PAR は、実施され公衆衛生関連の諸活動と人的資源育成に貢献した。 

4) タイ側、日本側双方とも当プロジェクトの成果について意見の一致をみており、こ

うしたアプロ－チがタイ全国に応用されるべきであると考えられている。 

 

成果(Impact)： 

以上のように、成果は三つの側面に分けられる。第一には、政策形成との関わり、第二

には人的資源育成について、最後に保健サ－ビスの拡大という面である。この評価研究で

も、プロジェクトの成果は中心的なコンセプト／考え方と経験の普及の面で、政策形成に

貢献したことの確認ができた。人的資源育成では、県及びそれ以下の地区(the province, 

district and sub-district)においてよい成果を出している。例えば、VHV(Village Health 

Volunteers)の数は増加し、1993 年から 1996 年一世帯当たりの比率も向上している (表

7-7)。こうした面での発展は、保健サ－ビスにおいて、格段の進歩がみられる。'Health for 

All' の実施範囲はコンケン県では すべての行政区域で 100%に達している(図 7-7)。また

AIDS 及び性感染症対策も強化されてきた(図 7-8)。サ－ビスの強化発展は他の幾つかの面
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でもみられる。栄養摂取に関しても順調に推移がみられる(表 7-8)。 衛生面でも大いなる

進捗状態がみられ、トイレ、飲み水、ゴミ処理の面で第 7 次保健計画の目標値を上回って

いる (表 7-9)。拡大ワクチン・プログラム(EPI) も高い接種率をあげている(表 7-10)。た

だし、歯科保健の結果は必ずしも目立った成果はみられなかった(表 7-11)。 

PHC センタ－については、1992 年の 207 施設から 1996 年の 1,970 施設に増え、め

ざましい充実ぶりである(表 7-12)。 

 

 

図 7-7  農村部における‘Health for Al l’実 施 状 況  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1994-1996～ヘルスセンター設置状況～）

出所: Khon Kaen Provincial Health Office Annual report 1996
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図 7-8  コンケンにおけるAIDS および性感染症コントロール状況（1988-1996）

出所: Khon Kaen Provincial Health Office Annual report 1996
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No. 栄養指標 達成目標(%) 1992 1993 1994 1995 1996

表 7-8  コンケン地域における栄養改善活動概要 (1992-1996)

1 農村部児童の適用率
100 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

2
五歳以下の児童で平均体
重に達している割合 ＞90 93.48 94.14 94.96 95.44 95.53

3
五歳以下の児童で2°ま
たは3°の栄養不良児の ＜1 1.52 1.73 1.65 1.45 0.99

4
五歳以下の児童で1°の
栄養不良児の割合 ＜10 28.50 27.60 23.93 22.14 17.18

5
流行地における学童の甲
状腺腫有病率 ＜10 7.02 7.72 7.42 5.11 3.91

6 妊産婦貧血有病率
＜10 10.14 6.31 6.86 14.14 9.52

7 学童における貧血の有病
率 ＜10 27.94

出所: Khon Kaen Provincial Health Office Annual report 1996
19.91 20.80 17.57 12.96

 

7th NHDP 達成目標 1992 1993 1994 1995 1996
トイレ設備利用可能人口割合　95% 84.50 87.50 91.90 97.40 100.00
安全な水が入手できる割合　95% 81.90 87.90 93.00 95.70 98.10
ごみ収集・処分実施割合　75% 81.50 90.00 94.20 94.40 97.40

表 7-9  コンケンにおける衛生設備整備に関する成果（1992-1996）

出所: Khon Kaen Provincial Health Office Annual report 1996  
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達成目標 結果 適用率
＜1year
   -BCG 25,525 24,297 95.19
   -DPT3 22,525 21,966 97.52
   -OPV3 22,525 22,157 98.37
   -麻疹 22,525 20,464 90.85
   -HEP.B1 22,525 21,393 95.00
1 1/2-2 year
   -DPT 22,249 19,464 87.48
   -OPV 22,249 22,249 100.00
4-5year
   -DPT5 55,361 55,361 100.00
   -OPV5 55,361 55,361 100.00
Primary School Children
 Grade 1
   -風疹 22,701 22,701 100.00
   -DT 22,701 22,701 100.00
 Grade 6
   -DT 22,530 22,530 100.00
   -風疹(女性のみ) 11,119 11,119 100.00
Pregnant
   -T2+T3+破傷風 25,525 25,525 100.00

表 7-10  コンケン地域におけるEPI実施成果

出所: Khon Kaen Provincial Health Office Annual report 1996  
 

1992 1993 1994 1995 1996
妊産婦のための歯科検診割合 100% 100.00 97.45 87.55 100.00 94.99
就学前児童の歯ブラシの所有割合 100% 100.00 92.45 89.66 85.82 66.36
小学生の歯ブラシ所有割合 100% 81.09 92.63 95.91 79.32 72.25
小学生に対する口腔内フッ素添加割合 100% 81.63 94.65 95.13 76.66 70.26
小学生のための歯科検診割合 100% 99.90 100.00 100.00 98.98 100.00
5-14歳のための歯科検診割合 43% 26.00 35.06 58.13 47.20 32.99
5-14歳を除く住民の歯科検診割合 10% 7.50 8.95 9.24 10.55 8.70

出所: Khon Kaen Provincial Health Office Annual report 1996

表 7-11  コンケン地域における歯科関連活動成果（第七次国家保健開発計画時）

歯科関連活動
7th

NHDP 達
各年毎成果 (%)

 

 

年 村数 PHCセンター数 PHCセンター保有率%
1992 1,918 207 10.8
1993 1,936 414 21.4
1994 1,939 1,265 65.2
1995 1,944 1,944 100.0
1996 1,970 1,970 100.0

表 7-12  コンケン地域におけるコミュニティPHCセンター数変遷 （1992-1996）

出所: Khon Kaen Provincial Health Office Annual report 1996  
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 当評価ミッションも、上記の統計指標から大きく離れることなく、同じような印象を農

村、市街地の保健活動での人々とのインタビュ－で得ることが出来た。概してコンケン市

での方が、農村地域と比較してこうした諸成果はより目に見える形でとらえられた。 

 

1) 農村、市街地のコミュニティ－の人々は PAR を経験して、プロジェクトによって生

み出された保健関連の活動は持続(sustain)できると考えているようである。より正

確には、持続させるべきであると考えているということである。 

2) 県の保健局は、これまでの官僚的な手続きを簡素化し、サ－ビスの質を高めていこ

うとしている。実際にヘルス・ケアに要する時間とその結果、支出を切り下げるこ

とができたと報告を受けた。 

3) 新たに導入されたシステムは現行のシステムに取り入れられている。ヘルス・シス

テムは現在地方行政に委ねられるようになった。これまでの行政システムは非常に

複雑であったが、現在は簡素化され、かつ accountability もある程度向上している

と考えられているというのが一般的な受けとめかたである。 

 

このような進歩は、中央と県といった行政組織の連繋をより良くした結果であると理解

されるが、依然としてまだまだ改善すべきことが多いとも考えられている。しかし、地方

行政と人々との信頼は向上しているともいわれる。その証に、実際に都市における貧困者

向けの所得向上のプロジェクトを住民が率先してやるようになったとのことである。ヘル

ス・ケアへのアクセスは大きく向上しているといえよう。 

 

参加型アクションリサ－チ (PAR)： 

PAR は「日常的な業務のなかで問題を設定し、問題解決のための方法を模索し実施す

る（終了時評価報告書）」（終了時評価報告書）というものである (図 7-6)。その上で評価

を行い、再び問題設定に帰るというル－プをたどる。このル－プの実行そのものが、現場

の人々にとって新たな目的設定となるような革新的な試みである。プロジェクトが実施さ

れる以前には、タイ政府は PAR に対して、半信半疑の感があったそうである。しかし、

実際に実施され確信を深めていった。例えば、ヘルスセンタ－の職員や郡病院の職員等の

ように、上からの指示に従うことの多かった人々が、自分の仕事を見直し、仕事の意義を

発見し、「やる気」が引き出されたのである。そしてこのようなことは、中堅技術者養成対

策のための研修を通じてタイ全土に波及していったのである。他の地域からコンケン県の

モデル地区を見学する地方関係者は現在もあり、また他の地域にコンケン県の関係者が講

師として招待されることも続いている。 
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 しかし、こうした集中的な人材育成も中長期的に継続、発展していくためにはまだまだ

克服されるべき課題も少なくない。 

 

1) PAR は順調に終了したが、まだまだ行政機関間(provincial, district, sub-district)、

そして住民との間での意思疎通の面で改善点が残る。 

2) PAR の成果を他のコミュニティ－開発にも役立てるべきであり、そのことで公衆衛

生の全体的な充実が可能となる。これは、貴重な課題と思われる。 

3) 保健省は地域の職員に対して、さらなる効率的な分権的マネジメントのために、マ

ネジメント面での支援が期待されている。 

 

自立発展性（sustainability）： 

  自立発展性については、都市保健の方が、農村保健に比べてより可能性が高いようにみ

える。ボランタリ－の人々、地方行政、NGO 等による地元のネットワ－クや協力体制が

見て取れるからである。今回のミッションでは、農村での意思決定や計画形成へのかかわ

りは確認できななかったものの、郡病院やヘルスセンタ－は非常によく機能しており、参

加型の長期的な連繋があると考えられる。 

 

７.４.４ 医療保険サブ・プロジェクト2  

 このサブ・プロジェクトは、公衆衛生プロジェクト実施期間後半段階でタイ保健省の要

請により実施されたプロジェクトである。調査期間は 1994 年から 1995 年までの間であっ

た。調査は調査対象人口のうち 1000 世帯が抽出された。その後、ヘルス・カ－ドの保持

者、ヘルス・カ－ドの非保持者、ヘルス・カ－ドを利用しなくなった人、継続的利用者等

の諸特徴の分析が行われた3。  

このサブ・プロジェクトの研究では、コンケン県でのヘルス・カ－ドの購入及び利用パ

タ－ンの分析を行っている。購入は、家族のうち職業についている人数、教育を受けてい

る人数、病気を持っている家族数に影響を受けることが確認された。最後の病気を持って

いる家族数に関しては、逆選択の問題があることが分かっている。調査結果は、ヘルス・

カ－ドのプログラムについて、幾つかの政策上の改革（カ－ド利用の基準の見直し、リフ

ァ－ラル関係の再構築）が必要であることを示唆している。また、ヘルス・カ－ドに代替

するプログラムは地域ベ－スの強制保険制度であることも提示している。 

 

７.４.５ 政策との妥当性  

PAR はコミュニティの保健サ－ビスのために働く人々による調査、意識形成、直接的

な行動を土台とした集団的な活動（collective activities）を必要とする。これが人々を問
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題、課題の明確化に参加させることになった。さらに、人々の自信、潜在的な力、コミュ

ニティへの帰属感を促進させることにもなったと考えられている。PAR は、また効果的

な縦あるいは横の連携を形作ることにある程度成功している。このプロジェクトは、プロ

ジェクト地域およびそれを超えた'social capital'強化に貢献したに違いない。また、実験的

な試みであるが、PAR はヘルス・ケア改革(HCR)の政策形成にも一定程度の貢献をしたと

評価されている。 

 その後、タイ政府は「ヘルス・ケア改革」を開始した（第一回の改革委員会が 2000 年 8

月に開催されている）。それは、保健に対するこれまでの人々の考え方に変化を求めるとい

う意味でタイ社会に対する大きな挑戦として捉えられている。HCR の政策は、「すべての

人に健康を（good health for all）」をより明確なかたちで実現するため、 既存のヘルス・

システムをさらに望ましいものに転換させることに向けられている。タイに生活するすべ

ての人々は、自分達の態度を外部条件にうまく対応させて、健康についてもっと深く学び、

理解することが可能であるとの強い思いがタイの政策当局にある。政策立案（National 

Health Act）にあたって、人々の考え、想像力、提案、活動、そしてダイナミックな力が

よく理解されている結果である。こうした参加型の行動が HCR を向かうべきところに行

かされることを期待させる。 

 

 

７．５ 結論 

 

今回の評価案件は、 (1) PHC 分野の訓練／教育機関と(2)県地域のヘルス・サ－ビス・

モデル形成に関わるプログラムである。いうまでもなく、既にそれらの意義は広く知られ

るところであり、本評価案件も関係地域の保健サ－ビスのアクセス向上と健康水準の向上

に貢献しているといえよう。 従って、結果的にはタイ首都圏との経済社会格差軽減のため

の基礎造りにインパクトを与えているといえよう。実際に、これらの案件が関係する種々

の訓練教育プログラムは、公衆衛生分野における人材の厚い層の形成につながっている。 

 

保健サ－ビスのアクセスの向上とカバ－区域の拡大に関しては、タイ政府の一連の国家

保健計画は多くの成果をあげてきている。コンケン県では、すでに多くの医療機関がある。

コンケン大学の医学部、県病院、7 つの専門医センタ－、19 の地域病院、212 の地域保健

センタ－、いくつかの保健施設、コンケン市地域センタ－などである。 さらにコンケン市

を中心に多くの民間病院とクリニックが存在する。 

 

 タイは疫学転換と人口転換を遂げようとしている。感染症に代わって、慢性疾患が最も
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主要な死亡因になってきている。そして現在実施中の、「ヘルス・ケア改革」では、効率的

な資源動員とヘルス・ファイナンシングの強化が図られている。 

 

 

７．６ 提言 

 

この評価ミッションを通じて、急速な変化を遂げるタイ国そしてその他の国々に対する

今後の協力を考えるうえで、幾つかの教訓に言及したい。 

 

1) AIHD はアセアンそしてアセアンを超えた価値ある存在となっており多くの人材を輩

出できるまでになっているが、これは長期的かつ広い視野から支援されつづける必要があ

る。人的資源開発はそもそもより戦略的に長期的な支援体制が欠かせない。これまでの援

助枠以上の積極的な取り組み、すなわち AIHD の教育コ－スへの支援などが工夫されるこ

とが望まれる。RTCs も同じように積極的な活用により、さらに伸びていく institutional 

capacity のある組織と考えられる。 

 

2) 援助案件の設計において研究活動の優先度は低いものであるが、訓練／教育においては、

研究活動は非常に重要なものである。 訓練／教育の水準を高めていくためには、研究活動

は積極的に進めてられるべきであろう。 

 これらのことから、相手方ときめ細かいパートナーシップを深める必要性が感じ取れる。

AIHD のコ－ス支援のような援助は、相手側の development ownership の支援ともなり得

る。また、こうした評価研究も、関係研究機関との共同研究で行うやり方も考慮する価値

があると思われる。そうすることで、評価をさらに超えた研究成果が期待できるとともに、

相手側研究者自らの国の開発事業への参加の機会を拡大できるからである。 

 

3) 現在多くの国において大学や病院、研究機関などの政府諸機関が独立行政法人（エイジ

ェンシ－）へと移行しつつある。このような改革により各機関においては、多様な歳入措

置が図られるため、財政的な持続発展性のメカニズムが勘案されなければならない。この

意味で、AIHD は自ら堅実な財務システムを築いていることは注目に値する。日本におけ

る援助案件も、このことを十分に考慮するべきであろう。今後保健セクタ－への投資を考

える場合、財務上のサステナビリティ－を（得にタイと比べて所得水準の低い諸国に対し

て）十分に配慮する必要があると思われる。我が国は、相手国の自助努力を支援するとい

ってきたのであるから、自助努力のための運営管理メカニズムの構築が案件設計上、十分

に配慮されてしかかるべきであろう。 
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4) 以上のことを総合して考察すると、総括的評価作業をこえたあるテ－マに着目した評価

分析が必要と思われる。例えば、財務マネジメントに着目した研究等である。タイの案件

ではないが我が国の無償資金協力で建設されたスリランカの大病院である Sri Jaye 

Wardenepura Hospital は現在独立行政法人として自立発展しているが、これなども学ぶ

べき貴重な事例といえる。また、JICA 内で病院案件における投入機材の運営コストの試

算が行われているが、この種の仕事の深化がさらに期待される。 

 

5) タイの国家保健計画の優先的政策は、統合的なヘルス・システムと効率的な資源利用に

ある。従来の資本財供給と機材及びそれに関連する技術協力のあり方を見直し、マネジメ

ント関連の要素も案件設計に含める工夫が望まれる。実際の発展途上国の保健セクタ－で

はマネジメントの要素は以前にもましてその必要性が認識されている。タイのように中所

得の発展途上国では、PHC は統合されたヘルス・ケア（integrated care）のコンセプト

に移行しており、例えば地域病院が積極的にフロントライン病院の役割を担うとか、また

総合病院が、組織内に PHC 部門をもつということも始まっている4。 

 我が国は、世界各地で PHC の協力を進めており、タイの Integrated Care の試みから

学ぶことは多いと思われる。そのことで、セクタ－資源の調整や援助調整への視角も明確

になるであろう。 

 

6) 日本の援助の優位性を語るならば、日本の援助はかなりの資本財供給の能力を依然とし

てもっているということである。財務的サステーナジリティに配慮した、しかもセクター

内の整合性のある施設（例えば第 2 次病院のような中規模病院等）、機材の無償の供給を

行うことが可能であろう。セクター内の資源配分の整合性を配慮した、自助努力のメカニ

ズムのある施設建設の需要にこたえることができると思われる。 

 

7) 保健案件を狭くヘルス・ケア案件のみと考えるのではなく、さらに広い観点からヘルス

支援が考えられる。例えば、コンケン県の公衆衛生プロジェクトのうち外傷サブ・プロジ

ェクトでは、病院内のサ－ビス強化だけでなく、交通マネジメントの面でも技術協力をお

こなっており、非常に適格なアプロ－チであるといえる。このような例から、他のセクタ

－の協力案件においても「ヘルス配慮」のコンポ－ネントを設定することが可能であると

いうことがいえる。ヘルス・セクタ－の下支えは必ずしも「ヘルス・ケア」のみではない

ことを意識する必要がある。他のセクタ－にも導入可能な広い意味での「ヘルス配慮」こ

そ日本の技術的な優位性がある分野でもあるといえよう。 
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1 アセアン・プライマリー・ヘルス・ケア訓練センター(ATC/PHC)は、無償資金供与と技術協力とのス
キームで 1982 年 10 月に開始された。その後、1988 年の 10 月にマヒドン大学の独立大学院 the ASEAN 
Institute for Health Development に昇格している。 
2 ヘルスカード(Health Card)は 1983 年に以下のような事柄を目的にして導入された。すなわち、
(ⅰ)PHC のプログラムを通じてコミュニティ開発(community development)を進める。(ⅱ)リファーラル
(a referral system)を通じて合理的な保健サービスの利用を勧める。そして(ⅲ)コミュニティ・ファイナ
ンシングを梃子に保健資源を増加させる。 
3 採用された調査の方法論、データー分析、そして得られた結論に関して、以下の論文が詳述している。
Dr. Siripen Supakakunti; (Health Planning and Policy; 15(1):85-94, 2000) 
4 ハトヤイ病院は組織内に PHC 部門である社会医学部門(the Department of Social Medicine)を持ち、
ここから医師が病院の対象地域のヘルス・センターに定期的に診察におもむく制度を持っている。病院は
次の三つの役割を意識的に担うことを心がけている。（１）PHC の直接的な支援、（２）地域保健の発展
そして（３）保健要員の育成強化である。 
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The ASEAN Institute for Health Development 
 

BACKGROUND 

The ASEAN Institute for Health Development (AIHD) was first established in 1982 as the ASEAN 

Training Center for Primary Health Care Development (ATC/PHC) with support from Japan, the Royal Thai 

Government and collaboration national and international agencies. On October 11, 1998, the ATC/PHC was 

upgraded to a full institute within Mahidol University. 

In its capacity as a regional center, AIHD works closely with numerous ministries and agencies of the 

government, universities, and NGOs in Thailand and the ASEAN region. These include the Department of 

Technical and Economic Cooperation (DTEC), the Thai MOPH, the Japan International Cooperation Agency 

(JICA), WHO, UNICEF, UNDP, ESCAP, and Medical Information Center, CIDA, the University of Calgary, the 

Aga Khan Foundation, GTZ, CIDSE, World Vision International and the European Community Program on 

HIV/AIDS in developing countries. For a more complete listing. 

 

PURPOSE 

As an International institution, AIHD is responsible for improving the quality of human resources in 

the area of health and development with four primary functions; education, training, research and information 

management. 

 

ACTIVITIES 

To achieve these stated functions, AIHD offers a comprehensive menu of international and national 

training courses. These include a Master’s degree course in PHC Management (MPHM) and programs in Health 

and development in Thailand, planning and management for PHC, community based development, family 

planning population studies, reproductive health and HIV/AIDS. The international programs focus on 

developing leadership and management capacities, exploring innovative techniques in PHC and quality of Life 

development, and promotion international health networks. AIHD also collaborates with international and 

national agencies in conducting specially designed symposiums, workshops and field study tours for groups 

requiring a particular content or training expertise. In addition to the institute’s core professional staff, resource 

and training specialists are secured within and outside of Thailand, depending on client needs. 

The institute also supports and operates research and model development in urban and rural setting 

AIHD also promote and supports research by field personnel, who are actually delivering PHC or are directly 

involved in PHC/Qol programs. AIHD’s research section objectives are to collect, store, retrieve and disseminate 

information germane to the development of PHC/Qol on a national and regional basis. 

Since 1985, AIHD has served as one of two PHC information resource Centers under the sponsorship 

of WHO/SEARO and also as a clearing-house for training and educational materials in PHC management 

development for the Asia-Pacific Consortium for Public Health. 

Another area of success stems from the institute’s ability to organize and facilitate a variety of 

intervention projects and facilitates a variety of intervention projects and capacity-building activities. For 

example, from 1997-1999, AIHD managed and coordinated between the European Commission and nine partner 

agencies to conduct AIDS intervention projects included attitudinal training, adolescent sex education, AIDS 

support groups and risk reduction for youth. 

As AIHD has been a leader in Primary Health Care in Thailand for many years, this institute was 

awarded the Primary Health Care development Award in 1998 by the World Health Organization, Regional 

Office for South-East Asia (SEARO) on the occasion of their 50th Anniversary. 
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添付資料 

 

１．質問票・分析結果及びその他資料 

１-１a マクロ経済分野：タイ有識者に対する開発ニーズ調査―バンコック首都圏と東 

北タイの地域間格差是正に関する JICA プロジェクトの評価並びに将来課題―

の分析結果 

１- １b マクロ経済分野：質問票日本語版及び資料 

１-１c マクロ経済分野：質問票英語版 

 １-２  インフラ分野：現地ヒアリングまとめ 

 １-３  農林業分野：質問票 

１- ４a 職業訓練分野：質問票（受講者用） 

１- ４b 職業訓練分野：質問票（修了者用） 

１-４c  職業訓練分野：質問票（管理者用） 

２．調査日程及び主要面会者 

 ２-１  マクロ経済分野 

 ２-２  インフラ分野 

 ２-３  農林業分野 

 ２-４  職業訓練分野 

 ２-５  保健医療分野 

３．執筆者名簿 
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添付資料１－１a [マクロ経済分野] タイ有識者に対する開発ニーズ調査―バンコク首

都圏と東北地方の地 域間格差是正に関する JICA プロジェクトの評

価並びに将来課題―の結果 

 

１ アンケート調査の結果 

タイ東北地方の地域開発に焦点を合わせて、首都圏とタイ東北地方の格差是正の方策や

日本からの国際協力の方向を探るために、タイ国の有識者 100 名を選んでアンケート調査

を実施した。アンケート調査の実施期間は、2000 年 12 月から 2001 年１月までで、対象は

大学教員、地方に支所を持つ中央省庁の管理職、東北地方 11 県の知事、市長を含む管理職、

民間企業のトップ、NGO などから選ばれた 100 名に調査票を送り実施した１。 

調査票は、上記 100 名のうち 78 名から回収した（回収率 78％）。回答者の内訳（属性）

は以下の通りである。 

１）大学教授、講師９名（タマサート大学、コンケン大学などの教官含む） 

２）政府機関管理職 35 名（東北地方 11 県の知事、地域農業事務所長などを含む） 

３）市長、市役所管理職８名 

４）政府企業管理職４名（東北タイ観光公社所長などを含む） 

５）民間企業トップ 13 名（バンコク及び東北タイ商工会議所会頭、理事などを含む） 

６）NGO６名（第９次開発計画公聴会への東北地方代表者） 

７）その他３名。 

 なお、このアンケート調査は、東北地方関係者からのニーズを直接聞くのが目的であっ

たため、東北地方在住者（中央からの任命者を含む）からの回答が多いことに留意して解

釈して欲しい。 

このアンケート調査の結果を２つに分けて分析する。第１は、タイの識者が日本からの

協力案件をどのように評価しているかについての分析と、第２は、今後の東北地方の地域

開発に関する政策的示唆を得ると同時に、日本のタイに対する協力のあり方や方向を知る

ための分析とである。最後に、今回のアンケート調査を実施した現地コンサルのコメント

と政策的示唆をつけ加える。 

 

２ 日本及び JICA の協力案件等に対する評価 

まず、日本からタイへの ODA 実績表並びに東北地方で実施した JICA 協力案件を示した

上で、日本の ODA に対する評価を聞いた。なお、参考資料として、タイの経済問題を専門

とする日本人研究者及び専門家（滞在期間１年以上の在タイ在中の JICA 専門家を一部含

む）にも同じ設問に回答してもらったので、サンプルは小さいが参考の意味で掲載する２。 
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① 日本からタイへの ODA に対する評価： 

     （タイ側の評価）       （参考：日本人研究者・専門家の評価） 

       「非常に高く評価」    4.1%             

      「かなり評価」     42.5%       １人 

           「良くやっている」   32.9%       

      「あまり評価できない」 17.8%       ６人 

      「評価できない」     2.7%        １人 

となっていて、タイ側有識者は「高く評価」「かなり評価」「良くやっている」を合わせる

と 79.5%となり、約８割の回答者がプラスに評価していることが判る。総じて好意的な評

価をしてくれているといえる。しかし、「あまり評価できない」「評価できない」が合わせ

て 20.5%もあることは十分認識すべきことで、ODA 実施機関としては今後の研究が必要だ

と考えられる。日本人研究者、専門家の評価は芳しくない。 

「評価する」案件を３件任意に選んでもらった中で高い評価得たプロジェクトは、中小

企業育成プロジェクトをトップに、農村開発のための農業資金融資プログラム、地域総合

開発計画・産業構造改革マスタープラン、コミュニテイ開発、職業訓練センター、遠隔地

教育、東北地方の森林リハビリ事業などが挙げられている。 

日本人研究者・専門家は、東部臨海開発（円借）、キングモンクット工科大学技術協力、

高速道路整備（円借）、農業灌漑施設等のインフラ建設、第２国際空港開発、NESDB に対

する技協、教育、保健衛生・エイズ対策、農業生産技術開発普及（開発調査、プロ技、ロ

ーン）などプロジェクトに即した回答が多かった。 

 

② JICA 案件への評価              （日本人） 

     「非常に高く評価」    3.1%        

     「かなり評価」     18.5%        

     「良くやっている」   36.9%        ２人 

     「あまり評価できない」 33.8%        ４人 

     「評価できない」     7.7%        １人 

となっている。JICA 案件に対する評価は、プラスの評価が 58.5%で、日本の ODA 全体に

対する評価よりも 20 ポイント強低くなっている。JICA の知名度がまだ低いのか、量的な

ものなのか、研究が必要であろう。また、「あまり評価できない」「評価できない」が合わ

せて 41.5％もあることを、JICA 当局はどう分析し、その対策を考えて行くかを真剣に検討

すべきだと思う。日本人は厳しい評価をしている。 

具体的に評価されている JICA 案件（３件を自由記述）としては、上記の職業訓練センタ

ーがトップで、以下農業協同組合支援、健康管理訓練センター、地域健康医療サービス、
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地域総合開発計画第２フェーズ、遠隔教育、東北地域の植林事業などが挙げられている。 

 

③ JICA 案件が首都圏と東北タイの格差是正に貢献したか。 

                            

                          （日本人）  

    「非常に高く評価」      1.4%        ２人       

    「かなり評価」        5.7%        １人  

    「それほど明白ではない」  41.4%        ３人 

    「あまり評価できない」   40.0%        ３人 

    「評価できない」      11.4% 

となっている。タイ有識者の評価は多少予想していたとはいえ、「非常に高く評価」と「か

なり評価」を合わせても 7.1%と１ケタの支持しか得られなかったことになる。残りの 92.8%

が否定的な評価をしている。本評価作業の委託内容が、「JICA 協力案件がタイの首都圏と

東北地方の格差是正に貢献したか」であると理解すれば、これはショッキングな結果であ

る。日本人研究者、専門家も高く評価しているとは思えない。 

この結果については、われわれは以下のように考える。要は、問題の設定が適切でなく、

地域間格差是正は国家の大問題であり、JICA のわずかな協力案件が格差解消という国家の

重大問題の解決に貢献できるかを問う方に問題があった。 

ただ、ODA 供与国として、タイのような新興工業国に対する国際協力のあり方を検討す

る際には、相手国の経済・社会・政治の構造や歴史や文化や人々の価値観まで総合的に研

究しておかなければならない。首都圏と東北地方のように、その所得格差が８倍以上もあ

る国３では格差是正は国家の重要課題であり、実際に地域間格差是正が 1980 年代後半から

の５カ年計画では重要な政策課題として取り上げられている。上記の問題設定、並びにア

ンケート調査の結果如何によらず、格差是正問題はわれわれの重要な研究課題として位置

づけた。 

 

④ 首都圏と東北地域との格差はなぜ拡大したか。 

では両者の格差拡大はどのような理由から引き起こされたのか、６項目の選択肢から選

んでもらった（複数回答可とし、重要と思われるものに順位をつけてもらった）。回答が多

かった項目は以下の通り。                  （日本人） 

「バンコクへの企業（産業）の集中」  （49.0%）      ７人(第 1 位 4 人)   

「政策が中央中心で地方への配慮が不足」 （31.2%）         ４人          

「外国直接投資が首都圏に集中したから」 （29.7%）        ８人(第 1 位 4 人) 

「インフラ・サービスの差」       （22.5%）         ３人 
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「優秀な人材の首都圏集中」       （19.7%）        6 人(第 1 位 1 人) 

「情報へのアクセスの不平等」      （14.1％） ３人 

 バンコク周辺への企業（産業）及び外国投資の集中を格差拡大の原因と見ている点では

両者に余り差はないが、タイ有識者が「中央政府の地方への配慮が足りなかった」として

政治または官僚の地方への対応に問題ありとする意見が多いのは興味がある。 

 

 ⑤ 一人当たり地域所得(GRP)の格差が 1993 年以降縮小傾向を見せている理由４ 

    「政府機関や予算の地方分散化政策」 （26.7%） 

    「産業（工業）の地方立地の増加」  （13.3%） 

    「地域による強力な投資支援」    （13.3%） 

    「バンコクの限界」           （6.7％） 

   なお、日本人研究者、専門家は、その理由として「バンコク首都圏の過密、環境悪

化とスピルオーバー」が多く、「道路などの地方インフラ整備」の他、「企業進出」「出稼ぎ

収入による所得再分配効果」、「ベトナム、ラオスとの交易拡大」等の意見や「政府が東北

タイの開発に力を入れ始めた」などを挙げている。 

 

 ⑥ 地域格差を縮小するために今必要なこと（自由回答） 

（回答）政府機能や教育、金融などの地方分散化など中央政府に対応を求める意見と、地

域センターの都市基盤の整備、職業訓練センターを通じた技能の向上や地場産業への金融

支援、協同組合設置支援、農民の転職支援、農業の多角化支援など、地域自身の全体的向

上を進めて行こうとする、地道ではあるが長期的に自立する方策を探る意見が多かった。

両方が必要ということだと考えられる。 

 日本人の回答からは、「職業訓練による付加価値増大」が多く、「ESB からムクダハン、サ

バナケット経由でベトナムへ至る回廊の強化」「工場の地方移転」「地域産業振興」等の提

案があった。 

   

⑦ 地域間格差是正はタイの国内問題であり、外国の協力は必要ないと思われるか。 

回答はほぼ半々で、国内問題としては解決できないと理解されている比率が約半数もい

ることが興味深い。                     （日本人） 

   「外国の協力必要ない」（タイ独自で出来る）（54.4％）    １人 

   「外国の協力必要」            （45.6％）     ７人 

   「どちらとも言えない」                  ２人 

と出ており、タイ人が半々に対して、日本人の殆どは「外国の協力必要」と見ているこ

とは興味深い。 
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⑧ 地域間格差是正のために日本政府（特に JICA）に何が出来るか。 

 日本政府に対する期待や具体的プロジェックトを聞いてみた（自由回答）結果は以下の

通りであった。 

     「人的資源開発(HRD)」     (18.2%） 

     「インフラの整備・拡充」   （15.2%） 

     「地域住民や地位の低い人々への教育支援」 （12.1%） 

     「地方政府職員の能力開発」   （9.1%) 

     「JICA のパイロットプロジェクトによる community 開発」（9.1%）など。 

日本人は、「人材育成・職業訓練」が多く、特に、地方政府の能力向上支援、ESB の関連

産業に関わる技能訓練、農家の兼業機会を近くに作る、等の声が多く、流通の整備、公衆

衛生のインフラ整備などが挙げられている。 

なお、東北地方発展のために今後有望な産業とその育成策を聞いたところ、日本人研究

者並びに専門家から以下の回答があった。 

  ―農産加工：油脂作物、嗜好品、畜産品等；同輸出産業育成 

  ―機械、自動車部品、エンジニアリング 

  ―技術集約型軽工業：プラスティック製品、装飾、手工芸品 

   ―地方工業、アグロ関係 

   ―デザイン産業 

   ―養蚕（多数）、食料加工（複数）、岩塩及びソーダ灰の工業利用 

   ―IT 関連産業など。 

    

３ 東北地方の開発戦略と可能な日本の協力分野 

⑨ 日本のタイに対する ODA に関して将来何を期待するか。またどこにターゲットを 

しぼり、どのようなコンセプトを取ればよいか（自由回答） 

（タイ側）―人材育成(HRD)：教育、保健衛生、農業などの技術支援、訓練（多数回答） 

 ―科学技術の共同研究、共同開発 

 ―インフラ整備 

 ―ハードウエアより People ware 

 ―政府職員より農民対象の農業支援 

 ―情報システム、教育ネットワークの構築 

 ―環境保全（持続可能な開発）など。 

（日本人）―農業、土木中心、箱もの、インフラはもう要らない、という一方で、国の基   

   盤となるインフラは必要という意見もあった。 

 ―金融・貿易に関わる制度、統計整備等のソフトインフラの整備 
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 ―インドシナ諸国との連携型協力の推進 

 ―政策官庁への専門家の重点配置と短期専門家の機動的導入 

 ―文化交流と人材ネットワークの構築 

 ―日系企業と連携した産業育成・強化など。 

 

⑩ JICA に期待する協力分野について（自由回答） 

（タイ側）―HRD（教育を含むあらゆる分野、多数回答） 

 ―技能開発、技術移転 

 ―地場産業の育成 

 ―産業発展のためのＲ＆Ｄ（研究開発）支援  

 ―住民参加型プロジェクト 

 ―環境保全 

 ―情報システム開発など。 

（日本人）―あらゆる分野において、政策レベルから草の根までの人的交流の深化 

  ―インドシナ諸国との連携協力 

  ―総花的協力から戦略的・選択的協力を 

  ―NGO、NPO の活用 

  ―資金協力と技術協力の連携強化、日本の各省と JICA の協議連携 

  ―市町村レベルの地方自治体間交流の推進など。 

  ―国別援助研究会とは違う形（現場で苦労した経験者との情報交換が重要） 

 

⑫ JICA が行う人材育成プロジェクトで効果的な具体案（自由回答） 

（タイ側）―労働者、水資源管理者、医療関係者、遠隔教育者の技能向上訓練（多数） 

―農産物加工及びマーケット開拓（複数） 

―農業協同組合支援 

―社会開発 

―観光開発 

―日本での技術研修を含む”on-the job-training” 

―土地改革 

（日本人）―地方政府の行政能力向上 

   ―地域産業、農村工業化、地域住民の組織化 

   ―高等教育支援 

   ―医療・保健 

   ―産業の国際協力強化 
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   ―南南協力 

   ―資金協力と連携した案件 

   ―シルバーボランテイアが効果的 

 

⑬ 地域の近代化に対して JICA が出来るプロジェクト（自由回答） 

（タイ側）―地場産業育成のための経済・経営開発 

―農産品加工分野の中小企業育成 

―生活協同組合の育成 

―観光及び地域文化交流 

―地方行政の強化 

―保健医療など。 

（日本人）―地方政府の行政能力向上プログラム（多数） 

   ―地方の大学拡充計画 

   ―地域の情報整備 

   ―職業訓練（農産物加工、建設用材、食品加工、貯蔵、流通） 

 

⑭ インドシナ諸国及びミャンマーに対してタイと日本が共同で行える「連携型開発協

力」プロジェックトについて（自由回答） 

（タイ側）―メコン河開発（農業、国際貿易、観光などを含む総合開発。多数） 

―ＨＲＤ（経営・行政ノウハウ、生産技術、マーケティングなど、多数） 

―鉄道建設と国際貿易に資するインフラ整備（複数） 

―水資源開発を含むインフラ整備 

―保健医療支援（麻薬撲滅を含む、複数） 

―教育向上のための共同プロジェクト 

―その他環境保全、水産・林業、情報技術分野への支援。 

（日本人）―運輸、通信、水資源開発プロジェクトの共同調査、計画、実施 

   ―国際分業のための戦略産業選定 

   ―日本の協力によりタイで実績が上がっている農業、農業関連、森林保全、畜産、 

    公衆衛生、道路、通信、灌漑、上水道等の領域 

   ―ミャンマーへの協力を、タイの NECF（協力基金）へ資金協力する形で推進する。 

 

４ 現地コンサルによるコメントと政策的示唆 

今回、このアンケート調査の実施と取りまとめを行ってくれた現地コンサルサントから

以下のコメントと政策的示唆があった。 
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１）JICA は、市町村レベルの行政組織から県、地域レベルまで、あらゆるレベルの計画、

経営管理、プロジェクトマネジメントを強化する組織作りのために、また国家の戦略的計

画と整合性が取れるように、専門家派遣と資金協力の両面で支援すべきである。 

２）将来的な支援としては、研修、マーケティング、経営知識の指導を通じた人的交流・

研修による人材育成あるいはソフト面の支援にもっと重点を置くべきである。 

３）タイ、特に東北地方は、インドシナの開発の中心になれる。例えば、ウボン大学開発

協力メコン研究所がその機能を果たすことが出来る。          （以上） 

 

なお、今回の評価作業の対象になった各分野（インフラ、農業、職業訓練、保健医療、

マクロ経済）に対する意識調査も含まれていたが、これらは本報告を担当した各分野の評

価分析の参考に資することに留めた。 

 

 

                                                   
１ アンケート調査の実施に当たってNESDB東北タイ地域開発センターのご協力を得た。お礼申し上げた
い。 
２ 長くタイ経済の研究に携わり、長期の滞在経験がある日本人研究者、滞在１年以上経験の専門家計17名
に同じ設問の調査票を送付し、８名から回答を得た（回収率47.1％）。サンプルが小さいし、必ずしもタ
イ経済研究者、専門家の意見を代表するものではない。 
３ 第１章の図１―１参照。 
４ 1993年以降の格差縮小傾向については、第１章図１―１参照。 
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バンコック首都圏と東北タイの地域間 
格差是正関するJICAプロジェクトの 
評価並びに将来課題に関する質問票 

 
                               国際開発学会 
 
ご回答者のお名前、所属・地位をお書き下さい。 

氏   名（                   ） 
  所属・地位（                                ）  
  タイ滞在年数（    年   ｶ月）（過去の滞在を含む） 
    
１．日本からタイへ供与したODAについてお聞きします。（添付の「日本からタイへのODA

実績表」を参照願います） 
（１） 日本からタイへの政府開発援助（ODA）をどのように評価しますか。○印を付けて下

さい。 
回答：５＝非常に高く評価、４＝かなり評価、３＝良くやっている、２＝あまり評価で  
   きない、１＝評価できない。 
 

（２） これまでのタイに対する日本のODAの中で、最も評価するプロジェクトを３つまで挙
げて下さい。 

回答： １．（                                 ） 
    ２．（                                  ） 
    ３．（                                  ） 
    ４．なし。（理由：                           ） 
 

（３） JICAによる技術協力、無償機材協力等をどのように評価しますか。 
  回答：５＝非常に高く評価、４＝かなり評価、３＝良くやっている、２＝あまり評価で  
     きない、１＝評価できない。 
 
（４） これまでのJICAによる協力で、どのようなプロジェクトを評価しますか。３つ挙げて

下さい。 
回答：１． 
   ２． 
   ３． 
   ４．なし。（理由：                           ） 
 

（５） JICAは、タイ東北地域に対してこれまで別表のような協力を実施してきました。この
うち知っているプロジェクトを３つ記入して下さい。特に評価できるプロジェクトの
番号に◎をつけて下さい。知らないときは４．に○印をつけて下さい。 

  回答：１．    
     ２．    
     ３．    
     ４．どれも知らない。（理由：                     ） 
 
（６） JICAが行った東北地域への協力プロジェクトは、バンコック首都圏と東北地域の所得

格差是正に貢献したと思いますか。 
  回答：５＝非常に貢献している、４＝かなり貢献している、３＝どちらとも言えない、    
     ２＝あまり貢献していない、１＝ほとんど貢献していない。 

[添付資料１－１ｂ マクロ経済分野]
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（７） 首都圏と東北地方の所得は、現在どれくらい格差があると思いますか。東北地方の１
人当たり所得を１として、バンコック首都圏の所得水準は何倍くらいでしょうか。 

回答：１）２倍、２）５倍、３）８倍、４）１０倍、５）１５倍 
 

（８） 首都圏と東北地方の所得格差が拡大したのはどのような理由からでしょうか。重要と
思われる項目に順位をつけて下さい。 

 （  ）企業（産業）がバンコックへ集中したから。 
 （  ）優秀な人材がバンコックへ集中したから。 
 （  ）外国投資がバンコックへ集中したから（外国人が住める環境の問題を含む）。 
 （  ）道路や通信などの経済基盤の差。 
 （  ）情報の差。 
 （  ）政府の政策が中央中心的であり、地方への配慮が足りなかった。 
 （  ）その他（                                ） 

      （                                ） 
   

（９）首都圏と東北地方の所得格差は、これまで拡大してきたが、１９９３年をピークに格
差は縮小傾向を見せています。その理由をいくつでもお書き下さい。 
 
 
 
（10）両者の所得格差を縮小するためには、いま何が最も必要だと思いますか（自由回答） 
 
 
 
（11）地域間格差是正や問題は、タイの国内問題であり、外国の協力は必要ないと思われま
すか。 
 （  ）必要ない。 （  ）必要（質問(12)へ）。 （  ）どちらとも言えない。 
 
 
 
（12）日本政府、特にJICAが、首都圏と地方との所得格差是正のために出来ることがあれば
ご記入下さい。（自由回答） 
 
 
 
 
２．タイの東北地域の開発について、セクター毎にどのような政策、戦略、外国（日本）か
らの協力が必要とお考えですか。（自由回答） 
（１）農業部門で必要な(a)国内政策と (b)外国（日本）からの協力分野 
 
 
 
（２）教育、職業訓練、人材育成で必要な(a)国内政策と (b)外国（日本）からの協力分野 
 
 
 
（３）インフラ整備において必要な(a)国内政策と (b)外国（日本）からの協力分野 
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（４）保健、医療分野で必要な(a)国内政策と (b)外国（日本）からの協力分野 
 
 
 
（５）マクロ政策や外国資本導入政策などで必要な(a)国内政策と (b)外国（日本）からの協
力分野 
 
 
 
（６）東北地方の発展のために、今後有望な産業とその育成策について（自由回答）。 
 
 
 
 
 
 
 
３．これからの日本のODA全般についてお聞きします。 
（１） タイに対する今後の日本のODAは、どのような分野へ、どのような考え方で供与すべ

きだとお考えでしょうか。（自由回答） 
 
 
 
（２） JICAがこれからタイに対して行う国際協力に、どのようなことを期待されますか。

（自由回答） 
 
 
 
（３） 具体的にどのようなプロジェクト又は特定の人材育成プログラムが効果的だと思い

ますか。 
 
 
 
（４） 地方の近代化や経済発展のために、これからJICAが出来る有用なプロジェクトがあれ

ば教えて下さい。 
 
 
 
（５）インドシナ諸国及びミャンマーに対して、日本とタイが共同で行える「連携型開発協
力プロジェクト又はテーマ」があれば自由にお書き下さい。 
 
 
 
 
 
 
記入日（      年  月  日） 
 
（ご協力有り難うございました。） 
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1, Japan's ODA Disbursements to Thailand
($ million)

Grant Aid Technical Cooperation Total Gross Net
1994 27.36 137.36 164.72 425.34 217.83 382.55
1995 14.75 147.46 162.21 744.90 505.16 667.37
1996 1.86 135.41 137.27 722.91 526.73 664.00
1997 1.58 127.07 128.65 530.20 339.61 468.26
1998 18.57 121.74 140.31 624.30 418.12 558.43
Total 897.20 1,726.89 2,624.09 6,931.60 4,953.76 7,577.85

Source: Japan's Official Development Assistance Annual Report 1999, Ministry of Foreign Affairs, Japan

Year Grants Loan Aid Total

2, Amount of DAC Countries' ODA Disbursements to Thailand
($ million)

Year Total
1995 Japan 667.4 Australia 25.3 Austria 22.3 Germany 18.2 Denmark 15.3 826.7
1996 Japan 664.0 Germany 23.2 Australia 20.5 Sweden 19.0 Denmark 19.0 802.6
1997 Japan 468.3 Germany 35.3 Denmark 28.9 Australia 13.9 Canada 9.9 600.8

Source: Japan's Official Development Assistance Annual Report 1999, Ministry of Foreign Affairs, Japan

51 2 3 4

3, JICA's cooperation to Thailand in 1998
(person)

Acceptance Dispatch of Dispatch of Dispatch
of technical technical research of JOCV*1

trainee specialist group
Planning, Administration 2,809 67 41 13 10.84 10.6
Public Enterprise 155 134 131 1 23.62 23.0
Agriculture, Forestry & Fisheries 123 109 79 22 17.84 17.4
Mining & Industry 74 79 72 5 11.63 11.3
Energy 19 6 1 0.78 0.8
Commercial & Tourism 236 1 8 2.70 2.6
Human Resource 194 55 11 20 7.01 6.8
Health & Mecical Care 141 41 20 12 8.57 8.4
Social Welfare 1,801 13 4 16.34 15.9
Others 20 8 59 3.19 3.1
TOTAL 5,572 513 426 73 102.52 100.0
Source: "JICA Annual Report", Japan International Cooperation Agency, 1999
*1: Japan Overseas Cooperation Volunteers

Field

Personal Cooperation Amount

%(¥ 100million )
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4, Japan's ODA to Thailand: by Type and Project
(¥100 million)
Technical

Cooperation
* Third Stage Expressway Construction Project * Musical Instruments and Audio-Visual Equipment
   (138.83)    to the Thammasaat university (0.50)
* Wat Nakorn-In Bridge and Connecting Road * Emergency Relief (0.20)
   Construction Project (72.26) * Grassroots Project(22 projects) (1.18)
* Regional Road Improvement Project(Ⅱ) (133.74)
* Pasak Irrigation Project (30.38)
* Thailand-Japan Technology Transfer Project (73.08)
* Rural Development Project(Ⅲ) (Loan for the Bank
   for Agriculture and Agricultural Co-operatives
   (BAAC)) (83.50)
* Transmission System and Substation Development
   Project (Fifth Stage) (84.74)
   (Total 616.53)    (Total 1.87)  (Total 79.78)

* Track Rehabilitation Project(Ⅲ) (79.73) * Supply of Equipment for Special Education for
* Second Bangkok International Airport Development    Disabled People to the Office of Rajabhat Institute
   Project (Ⅲ) (312.23)    Council (0.46)
* Third Stage Expressway Construction Project(Ⅱ) * Supply of TV and Video Programs to Non-Formal
   (166.12)    Education Departments, Ministry of Education
* MRTA Initial System Project (Ⅱ) (265.86)    (0.49)
* Wat Nakorn-In Bridge and Connecting Road * Grassroots Project(21 projects) (1.60)
   Construction Project(Ⅱ) (100.00)
* Agricultural Credit for Rural Development Project
   (Ⅳ)(BAAC Loan) (42.28)
* Distribution System Rehabilitation Improvement
   Project (168.00)
* Rural Health Infrastructure Strengthening Project
   (49.59)
   (Total 1,183.81)    (Total 2.56)  (Total 95.07)

* Metropolitan Power Distribution Project (143.04) * Support of the Students Studying in Japan under
* Second Bangkok International Airport Development    the Thai Governmental Scholarship (1.02)
   Project (Ⅱ) (9.64) * Supply of Audio-Visual Equipment to the National
* MRTA Initial System Project(Blue line) (Ⅱ)    Science Center for Education (0.50)
   (326.59) * Grassroots Project(22 projects) (1.35)
* Industrial Ring Road Construction Project (148.87)
* Pak Kret Bridge and Connecting Road
   Construction Project (68.07)
* Agricultural Credit Program for Rural Development
   (Ⅴ) (123.00)
* Transmission System and Substation Development
   Project (155.18)
* Small Industry Development Project (35.08)
* Environmental Protection Promotion Program (Ⅱ)
   (50.00)
   (Total 1,059.47)    (Total 2.87)  (Total 89.05)

* Social Investment Project (134.12) * Non-Project Grant Aid (20.00)
* MRTA Initial System Project(Blue line) (Ⅰ)(Ⅱ) * Grassroots Project(23 projects) (2.12)
   (297.92) * Audio-Visual and Lighting Equipment to Silpakom
* Regional Road Improvement Project(Ⅱ) (16.00)    University (0.47)
* Transmission System and Substation Development
   Project(4) (4.77)
* Power Distribution Reinforcement Project (5-5)
   (15.65)
* Track Rehabilitation Project(1)(2)(3) (29.79)
* MRTA Initial System Project(Blue line) (Ⅲ)
   (233.43)
* Regional Development Program(Ⅱ) (36.02)
* Traffic planning and Management Project
* Project for Human Resource Development Centers
   for Industries (25.73)
* Project for Revitalization of the Deteriorated
   Environment in the Land Reform Areas through
   Integrated Development (36.17)
* Agricultural Credit Program for Rural Development
   and Job Creation (183.60)
* Industrial Sector Strength (120.94)
* Economic Recovery and Social Sector Program
   Loan (300.00)
   (Total 1,475.62)    (Total 22.59)  (Total 102.52)

16,654.12 1,614.28 1,618.49
* Acceptance of technical trainee: 18,968 people

Accumulated * Dispatch of technical specialist: 6,213 people
Total * Dispatch of research group: 10,760 people

from 1967 * Dispatch of JOCV: 341 people
* Provide of facilities: ¥33,217.8 million
* Technology cooperation project: 83 cases
* Development research: 194 cases

Source: Japan's Official Development Assistance Annual Report 1999, Ministry of Foreign Affairs, Japan

1996

1997

1998

Fiscal Year Loan Aid Grant Aid

1995
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5, JICA Project in Northeast Thailand

Projects Terms Counterpart Agency
Regional Development Plan for the Lower Northeast and the 1991-93 National Economic & Social
Upper East Regions in the Kingdom of Thailand Development Board (NESDB)

Agricultural Cooperative Promotion 1980-81
Cooperatives Promotion Dept.,

Construction Project for the Agricultural Regional Cooperative 1984-85 Min. of Agriculture and Cooperatives
Training Center
Agricultural Cooperative Promotion Project 1984-91
Project for the Establishment of Large-Scale Nursery Centers 1991-92 Royal Forestry Dept.
in the Northeast Thailand Min. of Agriculture and Cooperatives
Reforestation and Extension Project in the Northeast of Thailand 1992-96
Institute for Skill Development in the Northeast of Thailand 1977-81 Former Dept. of Labor,
Project Min. of Interior
Establishment of the Ubon Institute for Skill Development 1987-88 (Dept. of Skill Dev., 
The Ubon Institute for Skill Development Project 1988-93 Min. of Labor and Social Welfare)
Establishment of Public Health Care(PHC) Training Center 1982-84 Min. of Public Health
The ASEAN Training Center for Primary Health Care (ATC/PHC) 1982-89 Mahidol Univ.

Health Planning Div./Rural Health Div.,
Community Health Project 1991-96 Office of Permanent Secretary,

Min. of Public Health
The Project for Bridge Construction in Rural Region in 1989-90 Public Works Dept.,
Northeast Thailand Min. of Interior
Road Development in the Northeastern Region 1981-82 Dept., of Highways,
Road Development in the Northeastern Region (PhaseII) 1984-85 Min. of Communications
Source: JICA Documents
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Questionnaire to Thai Intellectuals 
on the JICA’s cooperation in Thailand 

(November, 2000: JASID) 
 
 
Could you fill your name and position ? (If you don’t want to mention your name, just leave it in 
blank) 
   Your name:(                                            ) 
   Your position:(                                                              ) 
   Date:(                                                  ) 
  
Could you answer the following questions ? 
 
1. Estimate of Japans Official Development Aid (ODA) for Thailand (please confer to the 

included list of the “Achievements of Japans ODA activities for Thailand”) 
(1) How do you estimate the activities of Japans Official Development Aid (ODA) for Thailand? 

Mark your answer with ○. 
   Answer: 5 = very high,  4 = fairly high,  3 = ODA is doing passably well,  2 = low, 
           1 = very low 
 
(2) Please list up 3 projects out of Japans ODA activities for Thailand highly appreciated by you. 

Answer: 1. (                                                                 ) 
        2. (                                                                 ) 
        3. (                                                                 ) 
        4. none (reason:                                                     ) 
 

(3) How do you estimate JICA activities like technological cooperation, support by gratis   
machine parts and so on? 

   Answer: 5 = very high,  4 = fairly high,  3 = JICA is doing passably well,  2 = low, 
           1 = very low 
 
(4) Please list up 3 projects out of the JICA activities until now highly appreciated by  you. 

Answer: 1. (                                                                  ) 
        2. (                                                                  ) 
        3. (                                                                  ) 
        4. none (reason:                                                      ) 
 

(5) JICA carried into effect cooperative projects as listed up separately in the northeastern 
districts of Thailand. List up 3 projects you know. Mark the project you specially appreciate 
with ◎. If you know none of these projects, mark answer 4 with ○. 
Answer: 1. (                                                                  ) 
        2. (                                                                  ) 
        3. (                                                                  ) 
        4. I know none of them (reason:                                        ) 
 

[添付資料 1-1c  マクロ経済分野] 
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(6) Do you think that the JICA cooperative activities in the northeastern districts of  Thailand 
contributed to the decrease of the earning differentials between the capitol and the 
northeastern districts? 
Answer:  5 = very highly,  4 = fairly highly,  3 = not evidently,  2 = not highly,      
         1 =  almost not 
 

(7) As how big to you consider the present earning differential between the capitol and the 
northeastern districts? Assuming the income of one person in the northeastern districts as 
“1”,  how much higher is the income in the capitol of Bangkok compared  with  “1”? 
Answer:  1) twice as much,  2) 5 times as much,  3) 8 times as much,  4) 10 times  
          as much,  5) 15 times as much 
 

(8) What are according to your opinion the reasons for the increase of the earning  differentials 
between the capitol and the northeastern districts? Rank the main reason as No.1, the 
second important reason as No.2 and so on. 
(    ) Concentration of business and industry in Bangkok.  
(    ) Concentration of talented persons in Bangkok. 
(  ) Concentration of foreign investments in Bangkok (including the problem of an 

environment easy to settle down for foreigners) 
(    ) Discrepancy between economical fundaments like quality of roads and communication 

lines 
(    ) Discrepancy of information 
(    ) Center orientated politic of the government with lack of contribution to the needs of the 

provinces 
(    ) others (                                                                ) 
 

(9) Earning differentials between the capitol and the northeastern districts were continuously 
growing until 1993 and showed a tendency to decrease after then.    

     Please list up some reasons for that. 
 
 
(10)What do you think is mostly necessary to decrease the earning differentials mentioned 

above. (free answer) 
 
 
(11)Do you think that the phenomena of earning differentials between various areas and their 

adjustment is a domestic problem to be solved by Thailand alone and that foreign support is 
not necessary? 

    Answer: (   )  yes,    (   )  no (continue to question 12),   (   )  no opinion 
 
(12)If there would be certain activities, the Japanese government, specially JICA, should take to 

diminish the earning differentials between the capitol and the rural districts, please 
propose them. (free answer) 
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添付資料１－２ インフラ分野現地ヒアリング調査まとめ1 

 

要約 

 

1. プロジェクト対象道路の建設の結果、肥料や農薬等の各種農業投入材の使用の増

加が認められた。道路建設後に新品種が導入された例はほとんど認められなかっ

た。市場へのアクセスは全般的に改善されている。調査村の多くで、道路建設以

前は市場へのアクセスがきわめて劣悪であったと報告されている。 

2. その一方、経済発展へのボトルネックとなっていた各種の問題は依然未解決で、

プロジェクト道路の建設は本「タイ国東北部道路網整備計画調査」で予測された

ほどのインパクトは達成できていない。そうしたボトルネックとして、 住民の知

識水準、水供給、農業の経営規模、農業生産品種、それに市場への物理的距離な

どの問題があげられる。何らかの追加的措置がとらた結果これらのボトルネック

が解消された場合を除き、一時的なインパクトを超えた農業生産の拡大は見られ

なかった。 

3. 何らかの手段が追加的にとられた場合を除き、製造業が継続的に発展しているケ

ースも見られなかった。現地調査を行った地域では、精米工場を除き、道路建設

後に工場が新たに開設されたケースはほとんど見られなかった。インフラ全般の

未整備、市場への距離、専門知識の不足、ローカルレベルの需要の低さや地域企

業家の資金不足といった産業発展のボトルネックが依然未解決であり、工場開設

の妨げとなっている。また、精米工場に地域の比較優位がある点も、地域企業家

が他の分野での投資に消極的な一因となっている。 

4. 観光業は東北地方で最も将来性のある産業の一つであるが、その発展にとって不

利な政策がとられてきたため、その成長が妨げられてきた。東北地方の経済要素

は観光業の発展に適しており、政策の転換はその成長を促すであろう。その際、

建設されたプロジェクト道路は大きな役割を果たすと思われる。 

5. 米の二期作がプロジェクト道路の建設に伴ってスタートした村では、農民の所得

が安定的に増加し、その結果出稼ぎの減少が見られた 。一方、これは東北地方の

大多数の村に当てはまると思われるが、道路建設の後でも二期作が開始されず、

農民の所得に大きな増加が見られなかった村では出稼ぎはむしろ増加した。出稼

                                                   
1 本報告は、石原聡氏が調査団と共同で行った現地調査にもとづき、取りまとめたものである。なお、同
氏は現在 Universityof London, School of Oriental and African Studies (SOAS),London (UK) の Ph.D. 
Candidate (Social Anthropology)である。 
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ぎ民の送金は緊急時の資金源として重要であり、不安定な農村生活の安定化に一

役買っている。 

6. 生活条件一般はプロジェクト道路の建設後一定の改善が見られ、村人に高く評価

されている。医療機関等へのアクセスの改善も高い評価を得ている。 

7. プロジェクト道路の建設が大きな好影響をもたらさなかった一因として、土地投

機の問題がある。売却された土地は農民の手を離れて現在は金融機関の手に不良

債権として残っており、生産的な利用ができない状況となっている。村民たちは

高速道路沿線の土地を売り払ってしまっているため、道路利用者を対象とした事

業を始めることができないでいる。プロジェクト道路の建設は土地投機に直接の

責任があるわけではないが、防止策が取られず、土地投機が野放しにされていた

点、政策担当者の責任は免れないであろう。 

8. 上記の分析の通り、「タイ国東北部道路網整備計画調査フェーズ２」（以下 F/S）は

プロジェクトの社会便益を正しく評価できなかったと言わざるを得ない。プロジ

ェクト道路の建設は、医療機関へのアクセスの改善といった一定の便益をもたら

したが、農業生産は予測された通りには拡大しなかった。一方、農業生産の拡大

予測を論拠としてプロジェクトの妥当性は論じられているのである。社会便益を

正当に予測 できなかったのは、厳密な分析なしに「受益者」の反応が前提された

ことにあると思われる。 

9. 適切な社会評価のためには、「受益者」を適切なカテゴリー分けした上で、そのニ

ーズやリスク、便益構造を知る必要がある。それはプロジェクトが期待された変

化を地域経済にもたらすかどうかは、「受益者」の反応にかかっている一方、受益

者がどのような行動をとるかは、地域の価値観・経済的状況に明るくない外部者

にとっては、予測の難しいものだからである。また、予期された変化を妨げるか

も知れない一方、プロジェクトの目的達成にとって有意義な貢献をするかもしれ

ない、地域社会内部のダイナミズムもまた、そこから明らかになるからである。  

 

調査方法 

 

ナコン＝ラチャシマ県で４村、コーンケーン県で２村、スリン県で１村の、合計７村で

農村調査は行われた。ナコン＝ラチャシマ県では、２村が国道 24 号線のプロジェクト道

路区間沿線に位置している。残りの２村は県道 2160 号線沿いの村であるが、このうち 1

村では農村開発促進省（DARD）が 1989 年に舗装道路を付近に整備している。もう 1 村

ではプロジェクト道路の建設以前は雨季には通行不可となる 未舗装道路しか近辺を通っ

ていなかった。コーンケーン県の 2 村はおのおの県道 2199 線と県道 2183 線沿いに位置
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している。スリン県の訪問先は県道 2261 線沿いである。 

時間的制約のため、フォーカスグループディスカッション（FGD）を上記 7 村全てで行

うことはできなかった。FGD はナコン＝ラチャシマ県の３村とコーンケーン県の 2 村で

行われた。その他の村では、村人を集めてのグループインタビューを行い、FGD と同様の

項目について質疑応答を行った。FGD、グループインタビュー双方ともに村長の協力のも

と、村長宅で行われた。村の貧困層に関しては、おのおの個別に訪問し、インタビューを

行った。 

スリン県の工業、観光、農業担当官およびブリラム県の工業担当官に対してもインタビ

ューが行われた。ナコン＝ラチャシマ県のチョク＝チャイ県、パク＝トン＝チャイ県、コ

ーンケーン県、それにスリン県のチョン＝プラ県、シコラプーン県の県知事に対してもイ

ンタビューを行った。 

タカハシ社、タイ＝テク社、それにスリン県の精米工場といった、民間企業に対するイ

ンタビューも行われた。タカハシ社とタイ＝テク社は国道 24 号線と 340 号線の交差点近

くに工場を構えており、スリンの精米工場は県道 2261 号線沿いに位置している。スリン

市近くにある、同県で地域住民を組織化して手工芸品を生産し、バンコク市場に卸す活動

を行っている NGO の「NET」の本部も訪問した。東北地方でのゴム生産促進を目指す半

官組織である「Rubber Replanting Aid Fund」の本部をブリラム市に訪れ、その責任者に

対してもインタビューを試みた。国道 24号線沿いの石油スタンドにもいくつか立ち寄り、

従業員に対するインフォーマルなインタビューを行った。 

タイ政府が 2 年おきに行っている村落調査も、入手可能な 5 村に関して 1988 と 1998

年の調査結果を参照した。うち 2 村はコーン＝ケーン県にあるタ＝クラサーン村とノン＝

スーン村であり、他の 3 村はナコン＝ラチャシマ県にあるノン＝ブラ＝コン村、ノン＝ヤ

＝カオ村、コック村である。以下の分析は、上記 7 村の住民を対象としたインタビューと

FGD、路上や店内での村人とのインフォーマルな会話、担当行政官へのインタビュー、そ

れに民間企業を対象としたインタビューを基に行われたものである。 

 

調査結果 

 

1. 農業生産 

国道 24号線のような地方幹線道路と県内部の道路整備は､互いに影響し合って現地の農

業生産を増加させるであろうというのが、「タイ国東北部道路網整備計画調査」のフェーズ

１（以下 M/P）及びフェーズ２（以下 F/S）双方において立てられた前提であった。道路

網の整備により、農民は肥料や農薬などを安価に入手できるようになる一方、農産物の外

部市場への供給も可能になり、農業生産が増加するであろうと予測されたわけである。現
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地調査を行った村のいくつかでは、道路の建設後農業生産の増加が見られた。 

この動きを良く表しているのは、現地調査を行った多くの村で道路建設後に始められた

サトウキビの生産である。村人へのインタビューの結果、道路建設後キャッサバ生産がサ

トウキビにシフトしたことが明らかになった。道路建設の結果、近隣にやはりプロジェク

ト道路建設後にスタートしたサトウキビ処理工場へのアクセスが可能になったため、より

収益性の高いサトウキビにシフトしたわけである。化学肥料の使用が始まったことも､少な

くともある程度の期間は、収益を増加させる結果となった。水田をつぶしてサトウキビ生

産を始めた農家も見られたが、全般的に降水量が不安定なためコメ生産が不安定な事情を

考慮に入れると、これは正しい判断といえる（ナコン＝ラチャシマ県のある村では、雨不

足のためコメの生産量が例年の半分以下に落ち込んだケースが過去 10 年間に 3､４回あっ

た）。 

ほかに興味深いケースとして、同地域での近年のゴム生産の発展があげられる。1990 年

代始め以来、東北地方では政府の補助金のもと、生ゴムの生産が試みられてきた。半官の

ゴム生産促進組織である「Rubber Replanting Aid Fund」によれば、東北地方では約 600､

000 ライのゴム=プランテーションで生ゴムの生産が行われている。大多数の生ゴムはプラ

ンテーションから 340 号線を経由して東部タイの港に送られており、国道 24 号線のプロジ

ェクト区間は経由しないことから、当プロジェクトはこの動きに直接的な貢献をしてはい

ない。しかし、ゴム=プランテーションと、ゴムの樹木を原材料とする製造業の連関関係は、

今後強まってくると考えられる。現在のところ、東北地方のゴム=プランテーションで栽培

されているゴムはまだ若く、生ゴム生産用に使われていることから、工業原材料としての

ゴムの樹木は南部タイから移送されている。東北地方のプランテーションでも、ゴムの樹

木が成熟しきって生ゴム生産に適さなくなれば、切り倒されて工業原料用に供給されるこ

とになる。プロジェクト道路を含む建設網の建設は、ゴム=プランテーション、ゴム関連製

品工場、それに市場を有機的に結合する結果となり、ゴム関連産業の発展に寄与するであ

ろう。 

 

2. 農業生産拡大のボトルネック 

道路網の未整備と並んで農業生産拡大へのボトルネックとなっていたいくつかの問題が

いまだ未解決なため、道路建設は F/S において予想されていたほどの農業生産拡大をもた

らすことはできなかった。 

A）不十分な専門知識 

村人によれば、多くの農民、とりわけ老年層は肥料、農薬の適切な使用に関する知識を

持っていなかったため、投入材の過剰投入を招き、収量が最近減少傾向にある。 
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B）不安定な水供給 

村人によれば、プロジェクト地域の農業生産を決定する最も重要な要素は水供給であり、

道路建設は農業生産の増加には限られたインパクトしかもたらさなかったとのことである。

インタビューを行った農民たちは、灌漑施設が整わない限り、たとえ収入が増加する可能

性があるとしても、乾季にコメの生産は行わないと言及していた。したがってコメ生産の

増加は、たとえそれがおきている場合でも、雨季のコメ生産増大分に限られており、水が

乾季でも安定的に供給されるようになり、農民が安心して乾季のコメ生産に乗り出さない

限り、今後さらに増加することは困難である。灌漑施設のもつ重要性は、コーン＝ケーン

県のある村の例で明らかである。この村では、以下の出稼ぎに関する分析で述べるように、

灌漑施設が導入され、その結果他の灌漑施設のない村と比べ、大きな違いが生じた。一方、

灌漑施設の設置には、個々の農民の資金力を超える膨大な資金が必要であり、農民の組織

化という 1 点をとっても、何らかの外部からの働きかけが必要になる。 

 

C) 小規模経営の限界 

現地調査で訪問した全村、そして東北地方全体を通じて、農民は零細な経営規模で生産

を行っており、複数の作物を輪作することはできない。その結果地力の維持が重要な課題

となってくるが、この問題はサトウキビが連年同一の農地で栽培される場合、たとえ農薬

の過剰投入がなくとも、特に深刻である。また、多くの農民は、収穫されたサトウキビの

輸送用のトラックなど、必要な初期投資を捻出する資金体力もない。インタビューを行っ

た多くの農民が、適切な時期に作物を輸送できないため、品質が低下しがちであると答え

ている。零細規模で生産を行っている大多数の農民は、道路建設の結果開かれた可能性を

有効に活用できないでいるのだ。 

この点は、現地調査で訪問した村のうち、ナコン＝ラチャシマ県のある村以外では、道

路建設で開かれたチャンスを逃さずサトウキビ生産を大規模かつ安定的に始めた先進農民

が見受けられなかったという事実に端的に表されている。道路が建設され、村から外部に

向けての大規模車両の通行が可能になるや、そうした先進農民は零細農民の土地を購入・

借地し、または借金のかたに土地を零細農民から取りたて、サトウキビ生産を開始・拡大

した。また、近隣のサトウキビ精製工場へサトウキビを運搬するトラックを購入し、品質

が劣化する前に精製を行えるようにした。サトウキビと他の作物を輪作し、地力低下を防

いでいる。このように、彼ら先進農民は将来性に富んだサトウキビ農園を安定的に経営し

ており、トラックのみならずテレビの衛星放送設備も導入するなど、その一帯ではきわめ

て富裕な農民層を形成している。 

同村の農民達が一致して指摘していたように、彼ら富裕農民が現在の成功にいたるまで

に経てきた資本蓄積過程は、彼らが道路建設以前から地域で金貸し業を営み、小規模農民
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からかなりの土地をすでに没収していなければ、不可能だったと思われる。つまり、この

村でのごく少数の農民の例外的な「成功」は、道路が建設された段階で、彼らが一定の資

本蓄積を成し遂げていなければ、困難だったと思われるのだ。であるなら、自己のイニシ

アティブで道路建設で開かれたチャンスをつかみ、自らその経営を拡大していくことが経

済的に可能な農民がなんの外部の干渉もなく発展していくことは、貧富の格差がある程度

存在していない限り、困難ということになる。東北地方の多くの農村で目立った貧富の格

差はいまだ存在していない以上（現地調査で訪問した村では、村内部でかなりの貧富の差

が存在すると答えた村人は一人もいなかった）、そうした先進的な農民を育成するような政

府の政策が、地方の農業発展にとって重要になる。その好例は、この後述べるとおり、ス

リン県とブリ＝ラム県（そしてスリン県の農業担当官によればシサケット県でも）で県政

府のイニシアティブのもと有機農業を試みている小規模農民グループである。富裕層の資

本蓄積過程は、何のチェック機能も働かない場合、農村人口の大部分を占める貧困層のい

っそうの困窮化を招きかねないという点でも、そうした政府のイニシアティブは重要な役

割を果たすはずである。 

 

D）生産農作物の品種の問題 

現地調査で訪問した農民はそれほど多くの品種を栽培してはおらず、また業者が買い付

けに村を訪問する例は、県内部及び県の間を結ぶ道路網が整備され村へのアクセスが改善

された後でも、ほとんどない。これは同じ種類の作物が、より市場に近い地域で購入可能

だからである。村の特産品に対する市場の需要が、輸送コストを相殺するほどに大きくな

い限り、たとえ道路が整備されたとしても、遠隔地にある村まで足を運んで買い付けを行

う業者は少ないはずだ。 

実際、少なからぬバンコクの業者が、最近整備されたナコン＝ラチャシマ県を走る国道

２４号線沿線地域など途中の村々を無視して、スリン県まで出向いて化学肥料や農薬を使

わない有機野菜の作物を買い付けている。スリン県の農業担当官によれば、有機野菜の作

物への需要は大きく、市場までの輸送コストを考慮に入れたとしても、スリン県まで買い

付けに来ても十分採算が合うからだという。有機栽培を試みる農民に対し補助金が具体的

に支給されたわけではないが、有機農業が重要な役割を果たす「総合生産手法」の知識と

技術の普及に、同県の県知事は積極的である。グループで有機栽培を始めようとしている

農民たちが、県政府に資金援助を申請しているケースもある。資金的にも知識の面でも能

力の限られている小規模農民にとっては、新たな生産手段を採用したり、新品種の生産を

始めたりするのは、たとえそれが外部の業者の興味関心を引き付けるものであったとして

も、政府のイニシアティブなしには困難であろう。さもなければ､道路建設が切り開いた可

能性は、予期された程度の農業生産の拡大をもたらしはしないであろう。 
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E）出荷先の問題 

小規模農民はコメを市場に直接卸し売ることができず、近くの精米業者に売却している。

一方インタビューを受けた精米業者は、ジャスミン＝ライス以外の種類は買い付けないと

言明している。これは、前者の方が利幅が大きいからである。このため農民は干ばつに強

い種類のコメの栽培に積極的でない。ジャスミン＝ライスと他の干ばつに強い種類のコメ

を組み合わせて栽培すれば、干ばつの被害を最小限に押さえられるにもかかわらず、調査

地域の農民たちは、ジャスミン＝ライス以外のコメは精米業者が受け付けないことから、

そのような手段をとろうとしないのだ。その結果、ナコン＝ラチャシマ県の農民によれば、

ほとんど収穫のない年も十分にありうるのだという。 

 

上記のような制約が解消されていない状況では、道路建設の結果市場へのアクセスが改

善され一時的に生産は拡大したとしても、継続的な拡大は困難であるばかりでなく、肥料・

農薬の狭い農地への過剰使用に関する何らかの手段が取られない限り、生産はむしろ低下

するかもしれない。そうした制約条件が解消される見込みが高くない限り、リスクが高い

割に収益の大きくない農業ではなく、バンコクや台湾への出稼ぎ労働、あるいはテレビや

車といった高級品の購入に、農民は投資し続けると思われる。 

さらに、スリン県はナコン＝ラチャシマ県やコーン＝ケーン県に比べ、相対的に不利な

立場にあることがわかる。ナコン＝ラチャシマ県もコーン＝ケーン県もインフラが全般的

に整備されており、かつバンコクへの距離も遠くないが、そうした条件をスリン県は欠い

ている。スリン県はコーン＝ケーン県と比べると道路整備速度は比較的高いにもかかわら

ず経済発展の速度が鈍いのは、少なくとも現在の東北地方では、道路建設は持続的な経済

発展にとってそれほど大きなカギを握っていはいないということを示している。つまり、

道路整備は、上記のような他の制約条件が解消されない限り、経済発展を自動的にもたら

しはしないということである。そうした条件が未解消な段階では、何らかの手段が取られ

ない限り、道路整備は農業生産には限られたインパクトしか与えることができず、継続的

な拡大は見込めないと思われる。 

 

3. 製造業生産 

プロジェクト道路の建設は、少なくとも調査時点では、製造業の発展をも引き起こして

いない。国道 24 号線のプロジェクト対象区間でもごく少数の工場開設が認められる程度

で、スリン県では精米工場を除き、ほとんど新規の工場開設はおきていない。これは、農

業生産の場合と同様、いくつかのボトルネックとなっている問題が未解決のままであるか

らと思われる。 
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A）インフラの全般的未整備  

国道 24 号線沿いの 2 つの工場を訪問したが、インタビューを行った会社幹部職員は、

この地域で工場開設が少ない最大の理由として不安定な水供給をあげていた。工場側の説

明によれば、近隣の工業団地では、電気・水供給から空港への交通の便まで、必要なイン

フラが全て整備されており、工場設置の大きな魅力となっている。道路建設に伴って市場

との時間的距離が縮まったとしても、他の要素価格が高いままなら、工場設置に踏み切る

企業家は多くはないはずだ。インフラ整備状況の工場立地選定に及ぼす影響の重要性は、

国道 24 号線沿いで複数の工場群が認められた場所は、ふんだんな水の供給がある地域で

あったという点でも明らかである。 

 

B）市場との地理的距離 

スリン県とブリ＝ラム県の工業開発担当官によれば、同県はナコン＝ラチャシマ県など

に比べ、工業開発で不利な立場に立たされているとのことである。これは道路網が整備さ

れたとしても、バンコクや東部港湾地区からの物理的距離は依然として大きいままだから

ある。ナコン＝ラチャシマ県でも未利用の土地や安価な労働力はいまだにふんだんに存在

している（訪問したある工場の工場長によれば、多くの出稼ぎ労働者がバンコクまで出て

行く代わりにナコン＝ラチャシマ県やコーン＝ケーン県で職を探すという）。である以上、

より遠隔地で工場が設置されることは、たとえば経営者がその地方の出身であるとか、あ

るいは何らかの工場立地を正当化する積極的な理由（原材料が近隣で生産されているとか、

地方政府からの何らかの利権供与など）がない限り、多くはないはずだ。道路建設、とり

わけ遠隔地を結ぶ高速道路の建設は、輸送コストを軽減はするが、ビジネス上重要な地点

により近い地域には既に商業スペースがないとか、何らかのインセンティブがない限り、

市場から離れた地域での工場開設を引き起こすとは限らないだろう。 

 

C）知識・経験の不足 

バンコク資本や多国籍企業にとって東北地方深部で工場を設置する理由がほとんどない

一方（一つ重要な理由として、政治家との結びつきというファクターがありうるが）、ロー

カルの企業家は近代的なビジネスを運営する経験とスキルに欠けている。この点はスリン

県とナコン＝ラチャシマ県の工業担当官の指摘するところであり、またインタビューした

スリンの精米業者も合意していた。問題はローカルの企業家は他に投資機会が全くないわ

けではなく、また道路建設でそうした他の投資機会は拡大しているという点である。ロー

カルの企業家はバンコク資本との競争で十分にやって行けるだけの知識も自信もないかも

しれないが、投資先として精米工場はあるのだ。ジャスミン＝ライスは需要が高く、かつ

現地で生産されているから安価に入手できる。従って現地の企業家としては、車両整備工
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場のような純粋にローカルな需要に対応する業種を除けば、精米工場に投資するのが合理

的判断となる。実際、スリン県で最近開設された工場の大多数（同県の工業開発担当官に

よれば 2/3 以上）が精米工場なのだ。 

 

D）地方の資金不足 

東北地方の人々が知識も経験もふんだんにもっているビジネス機会は、手工芸品生産で

ある。しかし、手織りの布地や他の手工芸品は伝統的な方法で小規模農民の手で生産され

ており、主要な市場に出回ることはまれである。やはり物理的距離の問題にからむ問題だ

が、スリン県の工業開発担当官によれば、同様のしかしより洗練された手工芸品がバンコ

クに近い場所で生産されており、バンコクの手工芸品業者がスリン県やブリ=ラム県まで

出向いてくることはほとんどないという。また、手工芸品生産者は組織化されているわけ

でもなく、バンコクの主要な手工芸品市場にその製品を持ち込む力はない。しかしいくつ

かの NGO のイニシアティブで、現地で生産された手工芸品がバンコク市場に供給され始

めており、技術レベルもある程度向上してきているという。現在ではスリンの業者が村々

を回って手工芸品を買い付け、バンコクに輸送し、小売業者に卸しているという。そうし

た近年の発展はあるものの、手工芸品は現在でもきわめて零細な規模で生産されており、

脆弱な資金力はその発展を阻害する結果となっている。 

 

E）現地の需要の小ささ 

バンコクや国際市場に比べ、ローカルの市場の需要規模がきわめて小さいことも重要で

ある。東北地方にもバンコク資本の小売チェーン店が見られ、洗練された商品をローカル

の消費者に販売しているものの、その数はいまだ多くはない。たとえば、この調査の時点

で隣のウボン＝ラジャタニ県にはそうしたチェーン店が 2 軒あったものの、スリン県には

1 軒もなかった。現地小売資本がいまだに市場の独占を維持しているのが理由の一つだが、

スリン県の工業開発担当官が言及していたように、洗練された商品への需要がいまだ大き

くないのも、また事実である。ナコン＝ラチャシマ県の 2160 号線沿いの消費者は、道路

建設以前には購入不可能だったテレビなどの様々な商品を、現在では購入するようになっ

たと言及している。しかし、出稼ぎ労働で村を出ている子供たちの送金無しには、そうし

た商品を購入するのは難しいとも言及しており、全体としてこの地方の消費者の購買力が

脆弱であることを示している。ローカルの需要は小さく、かつ大市場とは物理的に離れて

いるという状況下では、商業の発展は見込めないばかりでなく、企業家は現地のビジネス

機会に投資しようとはしないであろう。 

 

そうした制約条件が未解決である以上、県道及び遠隔地を結ぶ幹線道路の整備が、ナコ



 342 

ン＝ラチャシマ県やスリン県で、精米工場を除き、産業発展を引き起こさなかったのは驚

くに当たらない。これは精米工場の発展が地域経済に何の貢献もしていないということで

はない。農民たちがコメを売却するのは容易になり、そのインパクトは、道路建設まで近

くに精米工場のなかった村々の住民にとっては、かなりのものである。現在では農民は複

数の精米工場から供給先を選択することができ、その交渉力、したがってその収入は改善

されている。しかし工業発展全般に関していえば、道路整備は単独では不十分な効果しか

あげられなかった。 

スリン県とブリ=ラム県、及びナコン＝ラチャシマ県のチョク＝チャイとシ＝キウを結

ぶ国道 24 号線沿いの地帯で見られた数少ない大工場開設の例は、政治的な理由によると

ころが大きい。つまり、工場のオーナーが影響力のある政治家と何らかのつながりがある

とか、地方政府の呼びかけに答える形で、工場が開設されたケースである。上記のボトル

ネックが解消されない状況下では、すでに述べた NGO が手工芸品生産のイニシアティブ

をとったように、何らかの動きがない限り製造業の自生的発展は難しい。そして上記のボ

トルネックは東北地方全般で同様に存在すると思われるので、何らかの同様の動きが取ら

れたとか、そうしたボトルネックが何らかの理由で克服されたとかあまり重要でないとい

った場合を除き（たとえばナコン＝ラチャシマ県の工業団地のように上記の制約がほとん

ど当てはまらない例外的ケースを除き）、大規模な工場開設の動きは起きていないと思われ

る。機が熟した時とか、何らかの変化が人為的に誘導されたような時を除き、道路整備は

将来の産業発展の環境を整備することにはなっても、実際に産業発展がスタートするには

時間を必要とするだろう。 

 

４. 観光業 

道路網特に高速道路の整備は、東北地方のいくつかの県の主要産業である観光業の発展

に寄与すると考えられる。スリン県は、近隣のブリ=ラム県やシサケット県などと同様、

そうした県の一つである。道路整備のインパクトと観光業の発展について、いくつかの重

要なポイントが考えられる。 

 

A）スリン県のホテル産業の発展 

スリン県の観光担当官によれば、国道 24 号線の整備以来、同県のホテル業界は活況を

呈している。これは単にスリン県が観光地として有名であり、観光業の発展が（ここ 10

―15 年でようやく沈静化してきたカンボジアの内戦の影響と並び）主要都市とスリンを結

ぶ道路網の不備によって妨げられていたというだけの問題ではない。スリン県のホテル業

界は他の近隣の県と比べ、良好な初期条件に恵まれていた点も重要である。近隣の県には

高級ホテルはないため、旅行客はスリン市内のホテルに滞在し、そこを基点として近隣県
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の観光地をめぐった方が便利なのである。スリン県の観光担当官によれば、ブリ=ラム県

やシサケット県では閉鎖を余儀なくされているホテルもあり、スリン県内のホテルが一人

勝ちしているのが最近の状況だという。 

 

B）観光業の発展を阻害する中央政府の政策 

このようなスリン県のホテル産業と観光業の発展は、同県政府の観光担当官も工業開発

担当官も一致して同県の発展の最大のエンジンであると述べている一方、中央政府の政策

がその更なる発展を妨げているという。カジノを含む最大の観光の目玉は多く国境付近の

カンボジア領側に位置しており、タイ人観光客もビザが必要である。カジノが（調査時点

から数えて）昨年オープンした際には、タイ各地から多数の観光客がスリン市を訪れ、国

境を越えてカジノに向かったという。タイ中央政府は、タイ通貨が大量にカンボジア側に

流出するのを見て、カンボジア側との協定に反して、ビザ無しでカンボジア側に渡るのを

禁止した。代わりにカンボジア側に渡るビザを取得するには、国境の県に 6 ヶ月以上居住

していなければならないという政策が打ち出され、事実上観光客のカンボジア側への訪問

は禁じられる結果となった。スリン県の観光担当官によれば､この政府の動きは同県の観光

業の発展に壊滅的な打撃を与え、スリンを訪れる観光客の数は以前の数字に戻ってしまっ

たという。同担当官はこの政策の変更を希望しており、もし変更されれば、同県の数少な

い有望な産業である観光業は発展するはずである。 

 

物理的な距離の問題は簡単には克服しがたく、またインフラの整備は一夜で達成できる

ものではない以上、観光業は地域全体を通じて有望な投資対象である。観光業の発展はい

まだ実現しておらず、これが、スリン県やブリ=ラム県といった、農業や製造業発展に関

してはコーン=ケーン県やナコン＝ラチャシマ県に比べ不利ではあるが観光業では必ずし

も不利ではない県で、今のところ経済発展が立ち後れている理由の一つであろう。 

 

５. 出稼ぎ 

M/P 及び F/S で前提とされたのは、明記はされてはいないものの、道路網が整備されれ

ば、道路沿いの人々が何らかの経済活動を新たに始めたり、あるいは拡大するようになり、

その結果地域の農業発展が引き起こされるであろう、というものであった。従って、バン

コク都市圏と地方との格差も縮小するであろうと予測されたわけである。一方、道路網の

整備がそのような結果をもたらすかどうかは、「受益者」が前提どおりの動きをとるかどう

かにかかっている。 

現地調査を行った農村では、道路網整備の結果として様々なリアクションが見られた。

出稼ぎが激増した場所もあり、わずかにしか増加しなかった村もあり、出稼ぎはむしろ減
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少した村もあった。ナコン＝ラチャシマ県のコック村では、他の県に出稼ぎにでている村

人の数は、1988 年には総人口 673 人に対し 20 人だったのが、1998 年には 753 名の人口

に対し 180 人に増加している。出稼ぎ民の村の総人口に占める比率は、コック村では 3.0％

から 23.9％に増加しているのだ。一方、コーン=ケーン県のタ＝カセーン村では、同比率

は 3.3％から 1.5％にむしろ減少している。この両村で出稼ぎ民の村の総人口に占める割合

は、1988 年当時はほとんど同じであったから、それ以降におきた構造変化がこの違いを引

き起こしたものと考えられる。 

 

A）地元の職業機会の増加 

農村間の出稼ぎ傾向を比較すると、興味深い傾向が浮かび上がってくる。タ=カセーン

村のように、出稼ぎが最近減少している村が一方にある。実際、FGD 中にタ=カセーン村

の住民は、道路建設以来出稼ぎは減少していると述べている。これは農業収入の増加に一

因がある。農民たちは過去 6､7 年の間に収入は 25％から 30％増加したとコメントしてい

る。これは、コメの二期作が可能になったのと、道路網の整備により農民が自らコメを市

場や精米業者に持ち込み、以前より高く売却することができるようになったからだという。

農業収入が増加したことで、出稼ぎに出る農民の数は減少したわけだ。 

他方、ナコン＝ラチャシマ県のノン=ヤ=カオ村では、村の総人口に占める出稼ぎ民の割

合は 4.8％から 19.3％に激増している。この村では、近隣に工場がいくつか開かれ、そこ

で多くの村民が働いているにもかかわらず、出稼ぎは増えているのである。この村ではサ

トウキビ生産も始まっていることから、村民は村内のサトウキビ農園で仕事をすることも

可能になっているのだ。この村では、雇用機会の創出は、必ずしも出稼ぎを減少させなか

ったわけである。 

この両村で明らかな違いは、コック村では農業収入が増加した一方、ノン=ヤ=カオ村で

は増加したのは職業機会だった点にある。職業機会の増加により、ノン=ヤ=カオ村でも収

入は増加したかも知れない。しかし、村人たちは未熟練労働者であり、またその職の安定

は、経済動向や天気といった彼らの手の届かない要素に依存している以上、村人たちがそ

うした職業機会に依存すべきでないと考えたとしても不思議ではない。この点は、バンコ

クのような経済規模の大きい場所と比較すると明らかである。バンコクでは、たとえ一時

職を失ったとしても、次の職を探すのは未熟練労働者にとってもはるかに容易であろう。

二期作を始めた結果収入が増加した場合と違い、職業機会が近隣地帯で絶対数としては増

加したとしても不安定であるならば、村民たちはローカルな職業機会に依存するよりは出

稼ぎで村を出ることを選択するだろう。 

さらに、年齢的、そして個人の属性による出稼ぎのパターンの問題もある。インタビュ

ーを受けた村民たちは、教育を受けた若い世代が出稼ぎで村を出る傾向が強く、高齢層は
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村に残って農作業をすることが多いとコメントしている。これは、とりたてて驚くには当

たらない。若い世代は、収入のレベルや地元の就職機会の状況と関係なく、多く村を出て

一旗あげてみようとするのだ。他方、村民の大多数である教育を受けていない層、特に中

年層は、農業収入が十分かつ安定的であるならば、村に残って農業を行うだろう。上で述

べてきた様々なボトルネックの状況によっては道路整備後に就職機会や収入の絶対額は増

えたかもしれないが、出稼ぎ問題で決定的なファクターはむしろ収入の安定性なのである。 

 

B）出稼ぎ民の送金の果たす、村民の生存に重要な役割 

職を求めての出稼ぎが、農業収入が安定的に増加した村では減少したとはいっても、そ

うした村で出稼ぎが姿を消したというわけではない。出稼ぎは現在も、そして今後も、村

の経済で重要な役割を果たし続けるであろう。それは、村民は生活の多くを出稼ぎに頼っ

ているからである。多くの村民がいうように、テレビなど様々な商品を購入するのは出稼

ぎで村を出ている子供たちの援助なしには難しいというだけではなく、彼らは緊急事態を

乗り越えるのに、出稼ぎ民の援助に多くを頼っているからである。状況がよければ、土地

なし層も十分暮らして行けるだけの収入を得ることができる（農業労働の日当は、現地調

査で訪問した全ての村で 100 バーツであり、また状況がよければほとんど毎日仕事はある

と、インタビューした土地なし農民は一様に答えている）。しかし病気になるなど状況が悪

くなると、全く収入のない月もあるという。しかし、バンコクに出稼ぎで出ている子供た

ちに知らせさえすれば、子供たちはたいてい何とか必要な金額を工面して送金してくると、

インタビューで答えている。道路整備は貧しい層の生活の安定化に一役買っているわけで

ある。村内部で現金取得機会が多くあるわけではなく、農業収入が増加した農民にとって

も、出稼ぎ民がまとまった金額を送金してくれることは、重要だろう。 

出稼ぎ民の緊急時の保険的な役割は、村民の収入が相対的にさほど増加していない村で

は、特に重要だろう。ナコン=ラチャシマ県のノン＝ブア＝コン村の村民は、生活必需品

の価格上昇分を考慮に入れると、農業労働収入は 10 年前とほとんど変わっていないと言

及している。しかも農業労働機会は 10 年前と同様、相変わらず不安定性なのだ。最近で

は子供たちが出稼ぎで村を離れており、通常時にそれほど頻繁な送金は望めないとしても、

緊急事態には何らかの援助を期待できるなら、村民の生活は以前に比べ、はるかに安定し

ているというべきだろう。道路整備は直接的に農業所得を向上させたり、あるいは出稼ぎ

を促進するなど、村民の不安定な生活の安定化に寄与している。 

 

６. 一般生活状況 

道路整備の結果生活がより安定化しただけでなく、地域住民は水供給や電気といったよ

り多くのサービスを享受できるようになった。その結果電気機器等に対する出費は増大し
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ているものの、収入以上に支出が増大していない限り（そうした状況は実際見受けられる

のだが）、それはネガティブな変化では決してない。実際、現地調査で訪問した村で上水道

も電気も通っていない村は一つもなかった。 

医療機関も、道路整備後により整った遠くの病院に行けるようになった結果近隣の保健

所が使われなくなり閉鎖されたというケースを除けば、より身近になっている。道路整備

以前は、両親が遠くの病院まで病気の子供を背負って歩いているうちに、子供が死んでし

まうこともまれではなかったという村もあった。道路が整備された現在ではそうした悲劇

はほとんどおきないと村人は語っていた。 

村民は子供の栄養状況の改善を道路整備の結果と結び付けて考えてはおらず、政府の栄

養キャンペーンをより重要視している。しかし村人もいう通り、医療・保険スタッフが道

路整備後には以前よりはるかに頻繁に村を訪れるようになっており、道路整備は良好な環

境整備に一役買っているといえよう。 

教育面では、学校への通学時間が減少したことを除けば、それほどの変化は見られない

と村人は指摘している。 

道路整備の結果、生活は上記のような様々な点で向上していると村民は一様に主張して

おり、そうした村人の評価は過小評価されるべきではないだろう。 

 

７. 土地投機 

生活状況は一般的に向上しているようであり、また村人たちが考える通り、そうした生

活状況の向上こそが開発の意味するところであるはずだが、多くの開発オプションが道路

整備の結果閉ざされる結果となったこともまた、確かである。道路整備が直接の原因では

ないにしても、全く無関係というわけではない。 

多くの村人が投機家に土地を売払ったが、投機家は多く経済危機後破産し、彼らが購入

した土地は不良債権として現在商業銀行の所有下にある。その結果、売却された土地は有

効に活用されず、薪用にユーカリが栽培されている程度である。ある村では村民がサトウ

キビ栽培を始めたが、村内の土地の多くが銀行の所有下にある一方、買い戻すほどの資金

力は農民にはなく、サトウキビ農園を拡大できないでいる。その結果小規模でのサトウキ

ビ生産を続けざるをえず、生産性の下落を引き起こしている。 

しかも、新規に整備された道路沿線の土地もまた商業銀行の手中にあり、村人たちは沿

線で道路ユーザー相手の商売を始められないでいる。ある村のチョク=チャイ郡開発委員

会代表は、国道 24 号線沿いに共同で店を開く計画が、沿線の土地は商業銀行の手中にあ

り土地が入手できないことから、実現できないでいるとコメントしている。道路整備がな

ければ沿線の土地の市場価値も上昇しなかった訳で、その点道路整備は土地投機の一因で

ある。政策担当者は道路整備後の土地投機の発生を予想し、何らかの対策を講じるべきだ
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ったろう。 

村民がその土地を売却し、その結果農地が減少したことは、道路整備の結果投入材の使

用が容易になり市場もより近くなったことで実現可能性もあった農業生産の向上を妨げた

点、残念なことである。土地売却の収入を、村人は多くの商品の購入でほとんど使い切っ

てしまったことは、もっと残念なことである。ナコン=ラチャシマ県のチョク=チャイ郡の

ある村では、投機家に土地を売却した村人は、一人の女性を除いて全員が家の新築や車の

購入で全収入を使い切ってしまい、今や多くは他の出費のために借金している状況だとい

う。 

道路整備は農村住民の生活水準を向上させ、地方とバンコクとの間の格差を縮小させる

ものと期待されていた。しかし多くの村で、村民の収入は生産の拡大ではなく、土地の投

機家への売却の結果、増大したのだった。投機家の興味をひくほどの土地を所有していた

なら、土地売却の結果得た収入を全て使い果たしたとしても、それはそれでよしとするか

もしれない。しかしさしたる広さの土地を所有していなかった村民の大多数は、多くのチ

ャンスを失う結果となったのだ。例えば、現在は不良債権として使われていない土地がサ

トウキビ生産に使われているならば、今より広い土地でサトウキビ生産は行われ、就業機

会をもたらしていたはずなのだ。 

土地投機はすべての場所で起きた訳ではない。商業銀行は森林保護区内の土地を担保に

金を貸すことはないため、投機家はそうした土地には興味を示さなかった。森林保護区内

の村はしたがって土地投機の嵐に巻き込まれておらず、土地が有効に使われず放置されて

いることはより少ない。土地投機が農業生産に対してどの程度の悪影響を及ぼしたのかは、

当現地調査は判断できない。しかし、銀行が不良債権として抱えている土地を処理し、そ

うした土地が生産的に使われるようにならない限り、多くの開発可能性が閉ざされたまま

であることは、たしかである。 

  

８. 「社会便益インパクト」評価の問題点 

M/P は、「この地方（東北地方）の経済発展の遅れは、基本的に、劣悪な土質、灌漑の

不備および不安定な降雨量に起因する、農業セクターの生産性の低さによるものである

（M/P1-1）」とはっきり述べている。にもかかわらず、F/S においても M/P においても、

何の確証もなく「農業地帯における道路網の整備は、農業生産物の市場への輸送を可能に

し、生産拡大をもたらすことで、地域住民の生活向上に寄与するであろう（M/P1-1）」と

主張されている。 

「農業地帯と主要な市場が位置する地域を結ぶ道路網の不備（M/P1-1）」が東北地方の

農業発展の妨げとなっていることは、間違いないであろう。しかし道路問題の解決が、何

の追加的措置なしでも単独で他のボトルネックを解消し、安定的な経済発展をもたらしう
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るのかに関する議論は、M/P にも F/S にも見当たらない。上で見てきたとおり、自然条件

に起因するボトルネック（バンコクとの物理的距離も含む）は、政治家が工場設置にイン

センティブを与えるなど何らかの追加的措置が取られた場合を除き、道路建設から数年た

った現在でも解消されていない。農民や地方政府担当官とのインタビューの結果は、M/P

や F/S が非常にルーズな前提で議論を進めた事実を明確に示唆している。現地調査で訪問

した村のいくつかでは、道路建設後に耕地面積は減少していると農民は言及している。農

民が安価で入手できるようになった投入材を使用するようになったため農業生産が伸びた

村もあったが、投入材の過剰使用の悪影響も出始めている。 

これは、農業生産増加分のような「社会便益インパクト」が正しく評価されていなかっ

たことを示している。そして、そうした社会便益インパクトを基に、優先道路が選択され、

かつプロジェクトが（経済的にも財務的にも）正当化されている。道路建設は、医療機関

へのアクセスの改善といった好影響をもたらしていることは間違いないものの、F/S は便

益を過剰に見積もっており、内部収益率の正当な評価が行われなかったことは確かであろ

う。 

実際、土壌条件といった純粋に技術的問題に関しては綿密で詳細な調査が行われている

にもかかわらず、非技術的問題に関しては楽観的な推測と根拠に欠けた推論がしばしば見

受けられるのは、驚くほどだ。例えば、キャッサバやサトウキビ、綿花やマメ類といった

作物では、コメ生産の拡大を阻害している劣悪な自然条件にも関わらず生産が伸びている

と指摘した後で、F/S はそれは「恐らくこの地方の道路網の整備によるものだろう

（F/S2-17）」となんの根拠もなしに主張している。農民とのインタビューから、家庭内消

費分を確保する分量の作付けを行ったあとでは、コメ生産を増やす代わりに他の干ばつに

強い畑作物が選択される傾向があることは、明らかである。交通網の改善は、処理工場へ

の輸送を可能にする点、そうした畑作物の生産にとって重要な役割を果たすだろう。しか

し他の条件も満たされない限り、道路網の整備がそれだけで畑作物生産の飛躍をもたらす

わけではないことは、調査結果から明らかである。そうした畑作物農家にとっては、輸送

手段への安定したアクセスがばかりでなく、土壌劣化を防ぐために輪作ができる程度の広

さをもった農園を所有している必要があるのだ。しかし、大多数の東北地方の農家にとっ

ては、そうした条件を満たすことはきわめて困難なのである。 

社会便益インパクトを正当に評価できなかったのは、誤った指標が使われたためという

訳ではない。F/S では、東北地方での農業セクターの重要性に鑑み、農業生産へのインパ

クトの予測を用いて、便益計算をしている。そして農業生産インパクト測定には、以下の

指標が用いられている。すなわち、予測耕地拡大面積と新規開墾地面積、予測収量増加、

予測ファームゲート価格上昇分、それに商業向け作物生産の予測増加分である（F/S3-26）。

すべての要素を完全に網羅しているとは無論言えないが、適切に意味づけられローカルな
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生産構造を考慮した上で判断が行われれば、そうした指標で限られた時間内で最良の予測

を立てることは可能だろう。 

問題は、農民のリスク・便益構造に照らして判断する代わりに、そうした指標をそのま

ま時間的に延長して将来の価値を算出し、プロジェクトの便益を計算している点にある。

つまり、例えば農民は道路建設後に作付け面積を増大するだろうと、単純に前提されたの

だ。道路整備の結果作付け面積が増加するかどうか、ましてや予測通りの割合で増加する

かどうかは、農民が変化した投資環境をどのように評価するかにかかっている。これまで

の分析で明らかなように、現地調査を行った村の農民たちは、他のボトルネックが存在し

続けている状況下で安全と考えられるレベル以上に農業生産を拡大する代わりに、出稼ぎ

労働といった他の収入手段に投資することを選択したのだ。 

 

９. 社会便益インパクト評価に関する提言 

プロジェクトが予期した通りの変化を地域経済に与えるかどうかは、「受益者」がどのよ

うに反応するかにかかっている以上、そのリスク・便益構造と真のニーズを把握する努力

が、適切なインパクト評価には重要である。そうした努力は、外部者は非常に多くのこと

を前提としがちであるという点でも、重要である。人間はある種だれでも社会学者なので

あり、何が起きれば何が引き起こされるかについての、何らかの理論をもっているもので

ある。そしてその事実のもつ重要性を普段強く認識しないからこそ、異なる価値観をもち、

異なる社会状況で生きている人々も、われわれと同じリアクションをとるであろうと考え

がちになる。これまで見てきたとおり、道路が整備され近隣の土地の価値が上がると、F/S

で予想され期待されたように農業生産を増やす代わりに、少なからぬ農民が土地を売払っ

てしまったのだった。もし農民の視点がもう少し真剣に考慮されていたなら、そうしたリ

アクションは予想できたはずである。 

今日では、「受益者」の真のニーズとリスク・便益構造を捕らえるため、参加型の調査手

法が取られるケースはまれではない。したがって、本 M/P と F/S がそうした農民の視点に

関する調査に欠けていたと批判するのは、現代的な価値は持たないであろう。その一方、

「農民の視点」などというものは存在しないことを認識することは重要である。「農民」と

は個人の集合体であり、個々の農民はおのおの異なるリスク・便益構造を持っており、そ

れらは互いに矛盾しあうかもしれない。実際、現地調査で訪問した村内部でも、農民は道

路整備に対し異なったリアクションを取っているのだ。サトウキビ生産を拡大し、資本蓄

積を始めた富裕層もいれば、土地を投機家に売払った連中もいる。土地を売払おうとして

もたいした面積の土地を所有しておらず、投機家に相手にされなかった連中もいる。土地

を全部売払って賃金労働者になったものもいれば、一部だけ売払って、自給分の農地は維

持している層もいる。 
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このように、同一の村内部でも反応は様々であった。調査の実際方法としては、「受益者」

を似通ったリスク・利益構造を持ったグループに分け、その価値観、経済的な条件をおの

おの評価し、具体的なプロジェクト活動に対しどのようなリアクションが考えられるかを

予測することが重要になる。「農民の視点」を推し量ろうとする単なる「参加型調査」では、

一見動きに乏しく見える社会にさえも存在しているダイナミックな活力と動きを把握する

ことはできないのだ。 

そうした動きを把握することは、ある種の事前に決められたプロジェクト目的・内容に

基づいて調査を行っているような場合でも、どのような補助的・補足的活動をとれば目的

達成がより可能なものとなるのかを探る意味でも重要である。国あるいは地方の包括的な

開発戦略を策定するような開発調査においても、ある種のプロジェクト分野や内容が全く

白紙の段階から調査がスタートするとは限らない。本 M/P や F/S はその顕著な例である。

地域間格差是正という目的に対し、他の可能性もある中で特に道路網の整備というアプロ

ーチが取られ、そしてその中でも道路の建設・修復という具体的な手段が取られることは、

最初から決められていたのだ。 

調査項目がこのように事前に決定されアレンジされている結果、多くの有望な開発戦略

が調査項目から抜け落ちてしまう。当 M/P や F/S では水資源開発や畑作物の共同耕作、新

進的栽培方法といった、本現地調査が明らかにしたとおり、道路整備それ自体よりも地域

格差の是正にむしろ効果的だったかもしれない提言は、最初から調査項目から抜け落ちて

いたのだ。 

そのような硬直的な調査範囲の設定の仕方は、無論望ましいものではないが、ある程度

の事前の方向づけ（それは多かれ少なかれ政治的に導き出されたものだが）は、不可避で

もあるし、目的達成のためにはどのような活動を補足的にとるべきなのかが同時に模索さ

れるならば、必ずしも誤ったこととは限らない。例えば、本道路網整備プロジェクトに関

していえば、もし適切な補足的プロジェクトが道路整備と平行して、あるいは引き続いて

行われるならば、ローカルの産業を活性化させ、地域格差を縮小するという所期の目標を

達成することができたかも知れないのだ。そうした補足的プロジェクトとしては、農民を

組織化して畑作物の共同栽培を開始するとか、有機農業を試みるとか、適切なインセンテ

ィブと組み合わせての手工芸品生産などが考えられる。 

そうした補足的プロジェクトとしてどのような活動が適切かは、多く「受益者」内部の

動きとダイナミズムを模索していくプロセスの中から明らかになっていくものだ。そうす

ることで各々のグループの人々のリスク・利益構造が明らかになり、様々なボトルネック

が浮かび上がってくるからだけではない。なぜ社会経済発展が自然発生的に起きないのか

について、しばしば金銭的・経済的な制約以上に重要な役割を果たす「受益者」内部の相

互矛盾が、そこから浮き彫りになるからである。  
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Questionnaire for Trainees of the KISD/UBISD 
 
 
Part 1.  Regarding the KISD/UBISD training curriculum in which you have participated 
 
1.  Which training course of KISD/UBISD have you participated in? 
 
 1. Pre-employment training course  (inside the institute) 
 2. Pre-employment training course  (outside the institute / in rural area) 
 
 3. Up-grading training course  (inside the institute) 
 4. Up-grading training course  (outside the institute / in rural area) 
 
 5. Special training course  (inside the institute) 
 6. Special training course  (outside the institute) 
 
 7. Other training course  (Please specify.)                                                                              . 
 
 
2.  When did you take the course, and how long is it?  Please specify.   
 
 From 25        ,               for             months 
     (year)  (month)  /or            days  
 
 
3.  Which subject is the training course about?   
 
  1. Machine-related 
  2. Automobile-related 
  3. Electricity & Electronics-related 
  4. Construction / Ceramics-related 
  5. Others  (Please specify.)                                                                                         . 
 
 
4.  What subject is the training course about?  Please specify. 
 (ex. Auto-mechanic, Cabinet making, etc.) 
 
 (                                                                                                                                            ) 
 
 
5.  How much do you or your family spend to participate in the training of KISD/UBISD per month,  

such as purchasing books, paying for transportation, dormitory, food etc. 
                                     bahts 
 
 
6.  Where do you stay while attending of the training of KISD/UBISD? 
 
 1. Home   2. Dormitory    3. House of Relatives or Friends 
 4. The house where you rented 5. Others  (Please specify.)                                           . 

[添付資料 1-4a 職業訓練分野] 
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Part 2.  Reason for participating in the training course of KISD/UBISD 
 
1.  Please indicate to what extent you were motivated by the following factors to participate in the  

training course of KISD/UBISD?  In answering questions,  please read 1 through 5 below firstly,  
then circle (      ) an appropriate number next to each item/ factor. 

 
Not motivated at all  ------ 1 
Motivated just a little ------ 2 
Motivated to a half extent ------ 3 
Motivated very much ------ 4 
Most strongly motivated ------ 5 

 
(1) To get a good job      1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(2) To obtain a high salary     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(3) To obtain a high post      1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(4) To improve social standings     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(5) To obtain knowledge necessary for job   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(6) To obtain technical skills necessary for job   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(7) Because I had no job at that time    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(8) Because I could not go to upper school   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(9) Because family / relatives encouraged me 
  to go to KISD/UBISD    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(10) Because school teacher encouraged me 
  to go to KISD/UBISD    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(11) Because supervisors / managers of company  
  encouraged me to go to KISD/UBISD  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 

 
 
 
Part 3. Training of KISD/UBISD 
 
1.  How would you rate the training methods of KISD/UBISD in terms of the following factors? 

In answering questions,  please read 1 through 5 below firstly,  then circle (      ) an appropriate 
number next to each item/ factor. 

 
Strongly disagree ----- 1 
Disagree  ----- 2 
Hard to tell  ----- 3 
Agree   ----- 4 
Strongly agree ----- 5 

 
(1) The lecture in classroom was easy to follow.   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(2) The practical training was easy to follow.   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(3) The teaching methods of instructors were good.  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(4) The teaching material / textbooks were easy to understand. 1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(5) KISD/UBISD was adequately furnished with equipment. 1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(6) The lecture at KISD/UBISD is useful for present job. 1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(7) The practical training at KISD/UBISD is useful  
  for present job.     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(8) The in-plant training at private companies is useful  
  for present job.     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(9) You would recommend this program to others.  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
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Part 4. Your present status and future plan 
 
1.  Do you think what you would be doing if you had not taken the training in KISD/UBISD? 
 
  1. Working 
  2. No regular job 
  3. Going to the other school or educational organization  
  4. Others  (Please specify)                                                                                          . 
 
2.  What type of activities do you plan after you graduate the KISD/UBISD? 
 
 After graduation: 
  1. Work in the Northeastern region 
  2. Work around Bangkok area 
  3. Work in the other area in the country 
  4. Work abroad 
  5. Not get a regular job 
  6. Go to upper school or educational organization 
  7. Others  (please specify)            . 
 
 5 years later after you graduate: 
  1. Work in the Northeastern region 
  2. Work around Bangkok area 
  3. Work in the other area in the country 
  4. Work abroad 
  5. Not get a regular job 
  6. Go to upper school or educational organization 
  7. Others  (please specify)            . 
 
 10 years later after you graduate: 
  1. Work in the Northeastern region 
  2. Work around Bangkok area 
  3. Work in the other area in the country 
  4. Work abroad 
  5. Not get a regular job 
  6. Go to upper school or educational organization 
  7. Others  (please specify)            . 
 
3.  Do you plan to establish your own company? 
 
  1. Yes, in the Northeastern region 
  2. Yes, around Bangkok area 
  3. Yes, in the other area in the country 
  4. No, I do not plan to do that 
 
 
 
Part 5. Personal information 
 
1.  Sex   1. Male  2. Female 
 
2.  Age                              years old 
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3.  Your educational experience before training in the KISD/UBISD 
 

3.1  At the level of primary education 
    1. graduated P.6 of the school under the jurisdiction of Office of  
  National Primary Education Commission(ONPEC) 
    2. graduated P.6 of the school under the jurisdiction of Teetsabaan (municipal government) 
    3. graduated P.6 of the private school 
    4. graduated P.6 of the school under the jurisdiction of government other than ONPEC  
  and Teetsabaan 
    5. graduated P.6 of the non-formal education 
    6. dropped out 
    7. had not ever entered the school at the level of primary education 

 
3.2  At the level of lower secondary education 
   1. graduated M.3 of the school under the jurisdiction of Department of General Education  
  (DGE) 
   2. graduated M.3 of the opportunity expansion school under the jurisdiction of ONPEC and  
  Teetsabaan 
   3. graduated M.3 of the private school 
   4. graduated M.3 of the school under the jurisdiction of government other than  
  DGE,ONPEC and Teetsabaan 
   5. graduated M.3 of the non-formal education 
   6. dropped out 
   7. had not ever entered the school at the level of M.1 
   8. others  (Please specify.)                                                                                                   . 

 
3.3  At the level of upper secondary education 
    1.graduated M.6 of the school under the jurisdiction of Department of General Education  
  (DGE) 
    2.graduated M.6 of the school under the jurisdiction of Department of Vocational  
  Education (DOVE) 
    3.graduated M.6 of the private school. 
    4.graduated M.6 of the school under the jurisdiction of government other than DGE and  
  DOVE. 
    5.graduated M.6 of the non-formal education. 
    6.dropped out. 
    7.had not ever entered the school at the level of M.4. 
    8. others  (Please specify.)                                                                                                  . 

 
3.4  At the level of higher education 
    1.graduated the level of bachelor degree or upper level. 
    2.graduated the level of Diploma in Vocational Education or Higher Diploma in  
  Technology. 
    3.graduated the level of sub-degree. 
    4.dropped out. 
    5.had not ever entered the level of higher education 
 
3.5  After the training in the KISD/UBISD, did you transit to the another school? 
    1.yes 
    2.no 
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3.6  If you transited to the another school after the training in the KISD/UBISD,  
 please 
specify                                                                                                                            . 

 
 
4.  In which province did you live before the training in KISD/UBISD? 
 
 1. Northeastern Region 
  1.1.  Kalasin      1.2.  Khon Kaen     1.3.  Chaiyaphum    
  1.4.  Nakhon Phanom    1.5.  Nakhon Ratchasima   1.6.  Buri Ram    
  1.7.  Maha Sarakham    1.8.  Mukdahan     1.9.  Yasothon    
  1.10. Roi et      1.11. Loei      1.12. Si Sa Ket    
  1.13. Sakhon Nakhon    1.14. Surin      1.15. Nong Khai    
  1.16. Nongbualampoo    1.17. Amnatcarun     1.18. Udon Thani    
  1.19. Ubon Ratchathani   
 2. Other Regions 
  2.1. Bangkok    
  2.2. Vicinity of Bangkok  (Nakhon Pathom, Nonthaburi, Pathum Thani, Samut Prakan, Samut Sakhon) 

  2.3. Central Region    
  2.4. Western Region    
  2.5. Northern Region    
  2.6. Southern Region    
 
 
Part 6.  Finally, please state your own opinions about the following:  
 
Q.1 What are the strong points of KISD/UBISD? 
 
 

 

 

 

 

 
Q.2. What areas of KISD/UBISD need to be improved, and how can they be improved? 
 
 

 

 

 

 

       Thank you very much for your cooperation. 
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Questionnaire for Ex-trainees of the KISD/UBISD 
 
 
Part 1.  Regarding the KISD/UBISD training course in which you have participated 
 
1.  Which institute's training have you participated in? 
 
 1. Khon Kaen Institute for Skill Development (KISD) 
 2. Ubon Institute for Skill Development (UBISD) 
 
2.  Which training course of KISD/UBISD have you participated in? 

Please answer all that apply. 
 
 1. Pre-employment training course  (inside the institute) 
 2. Pre-employment training course  (outside the institute / in rural area) 
 
 3. Up-grading training course  (inside the institute) 
 4. Up-grading training course  (outside the institute / in rural area) 
 
 5. Special training course  (inside the institute) 
 6. Special training course  (outside the institute) 
 
 7. Other training course  (Please specify.)                                                                              . 
 
 2.1  If you checked "Pre-employment training course", 
 please answer the following questions about the pre-employment training course. 
 
 2.2  If you did not check "Pre-employment training course", 
 please answer the following questions about the training course you participated  
 most recently 
 
3.  When did you take the course, and how long was it?  Please specify.   
 
 From 25        ,               for             months 
     (year)  (month)  /or            days  
 
4.  Which subject was the training course about?   
 
  1. Machine-related 
  2. Automobile-related 
  3. Electricity & Electronics-related 
  4. Construction / Ceramics-related 
  5. Others  (Please specify.)                                                                                         . 
 
5.  What subject was the training course about?  Please specify. 
 (ex. Auto-mechanic, Cabinet making, etc.) 
 
 (                                                                                                                                            ) 
 
6  What was the total amount of money you or your family spent to participate in the training  

of KISD/UBISD, such as purchasing books, paying for transportation, dormitory , food etc. 
Please indicate the amount spent at that time, and do not convert to current rates. 

                                     bahts 
 

[添付資料 1-4b 職業訓練分野] 
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7  Where did you stay while attending of the training of KISD/UBISD? 
 
 1. Home   2. Dormitory    3. House of Relatives or Friends 
 4. The house where you rented 5. Others  (Please specify.)                                           . 
 
 
Part 2.  Reason for participating in the training course of KISD/UBISD 
 
1.  Please indicate to what extent you were motivated by the following factors to participate in the 

training course of KISD/UBISD?  In answering questions,  please read 1 through 5 below firstly,  
then circle (      ) an appropriate number next to each item/ factor. 

 
Not motivated at all  ------ 1 
Motivated just a little ------ 2 
Motivated to a half extent ------ 3 
Motivated very much ------ 4 
Most strongly motivated ------ 5 

 
(1) To get a good job      1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(2) To obtain a high salary     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(3) To obtain a high post      1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(4) To improve social standings     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(5) To obtain knowledge necessary for job   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(6) To obtain technical skills necessary for job   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(7) Because I had no job at that time    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(8) Because I could not go to upper school   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(9) Because family / relatives encouraged me 
  to go to KISD/UBISD    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(10) Because school teacher encouraged me 
  to go to KISD/UBISD    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(11) Because supervisors / managers of company  
  encouraged me to go to KISD/UBISD  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 

 
 
Part 3. Training of KISD/UBISD 
 
1  How would you rate the training methods of KISD/UBISD in terms of the following factors? 

In answering questions,  please read 1 through 5 below firstly,  then circle (      ) an appropriate 
number next to each item/ factor from (1) to (3). 

 
Very short ----- 1 
Rather short ----- 2 
Appropriate ----- 3 
Rather long ----- 4 
Very long ----- 5 

  
(1) Duration of the devoted time to lecture in classroom  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(2) Duration of the devoted time to practical training  
 at KISD/UBISD      1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(3) Duration of the in-plant training at private companies  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
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2.  How would you rate the training methods of KISD/UBISD in terms of the following factors? 
In answering questions, please read 1 through 5 below firstly, then circle (      ) an appropriate 
number next to each item / factor from (1) to (9). 
 

Strongly disagree ----- 1 
Disagree  ----- 2 
Hard to tell  ----- 3 
Agree   ----- 4 
Strongly agree ----- 5 

 
(1) The lecture in classroom was easy to follow.   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(2) The practical training was easy to follow.    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(3) The teaching methods of instructors were good.   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(4) The teaching material / textbooks were easy to understand. 1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(5) KISD/UBISD was adequately furnished with equipment.  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(6) The lecture at KISD/UBISD is useful for present job.  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(7) The practical training at KISD/UBISD is useful  
  for present job.     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(8) The in-plant training at private companies is useful  
  for present job.     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(9) You would recommend this program to others.   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
 
 
3.  About the level of training received at KISD/UBISD, how many points you evaluate on the  

following items about the method of training of KISD/UBISD? In answering questions,  
please read 1 through 5 below firstly,  then circle (      ) an appropriate number next to each  
item/ factor. 

 
Very Low  ----- 1 
Low   ----- 2 
About the same ----- 3 
High   ----- 4 
Very High  ----- 5 

 
(1)  The level of training was higher / lower than your expectation before the training. 
         1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
 
(2)  The level of training was higher / lower than the technical skills required by your current job. 
         1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
 
(3)  The level of training was higher / lower than the technical skills of your colleagues  
  who are in the same line of duty 
         1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
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Part 4. The impact of KISD/UBISD training on you 
 
1.  Looking back on your personal experience, to what degree was the KISD/UBISD training useful  

for you in terms of the following factors (1) ~ (18) ?  In answering questions, please read  
1 through 5 below firstly,  then circle (     ) an appropriate number next to each item/ factor. 

 
Not useful at all  ----- 1 
Useful just a little  ----- 2 
Useful to a half extent ----- 3 
Useful very much  ----- 4 
Most useful   ----- 5 

 
(1) higher salary       1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(2) future promotion      1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(3) less risk of losing job       1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(4) evaluation from supervisors     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(5) evaluation from colleagues / subordinates   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(6) getting knowledge necessary for job    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(7) getting skills necessary for job    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(8) ability to use new machines / equipments   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(9) more responsible work      1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(10) more positive approach to work of you   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(11) observing rules and discipline of working place  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(12) has raised positive approach to work  
  of colleagues / subordinates     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(13) enabled you to teach colleagues / subordinates  
  your skills and knowledge    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(14) increased productivity at your working place   1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(15) your enterprise's growth     1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(16) has helped you expand your circle of friends  1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(17) has enabled you to get a good job    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 
(18) has enabled you to get a job quickly    1  ---  2  ---  3  ---  4  ---  5 

 
Q 2.  Are you satisfied with the present situation caused by the training you participated in? 
 
  1. Not satisfied at all 
  2. Not satisfied so much 
  3. Hard to tell 
  4. Rather satisfied 
  5. Satisfied very much 
 
 
 
Part 5. Your personal status  
 
1.  What is your average monthly salary before tax?  
 (an annual income including tax, over time, bonus and allowances divided by 12) 

                                 bahts 
 
2.  What will be your average monthly salary after five years from now ?  
 (an annual income including tax, over time, bonus and allowances divided by 12) 

                                 bahts 
 



 375

3.  How much money per month do you send to your family or relations who live in the  
Northeastern region?  Please do not count the money sent to those who live in the other regions. 

                                 bahts 
 
4.  How long do you go back to the Northeastern region to work for your family or relations in the  

harvesting season? 
 

1. Not at all         2. Less than one week       3. A couple of weeks 
4. Almost one months       5. A couple of months 

 
5.  What kind of job you would be doing if you had not taken the training? 
 
  1. Better job compared to present job 
  2. The same job as present job 
  3. Worse job compared to present job 
  4. No regular job 
  5. Others  (Please specify.)                                                                                         . 
 
6.  What would be your average monthly salary if you had not taken the training of KISD/UBISD? 
 (an annual income including tax, bonus and allowances divided by 12) 

                                 bahts 
 
7  How many ex-trainees of KISD/UBISD do you know, who have the following job history and  

movement after graduation? 
Please provide the number of those by the type of job history and movement. 

 
(1) He/she found a job in the Northeastern region  

just after graduation, and is still in the Northeastern region.                             
persons 

 
(2) He/she found a job in the Northeastern region  

just after graduation, but is around Bangkok now.                              
persons 

 
(3) He/she found a job in the Northeastern region  

just after graduation, but is abroad now.                                
persons 

 
(4) He/she found a job around Bangkok just after graduation, 

and is still around Bangkok.                                 
persons 

 
(5) He/she found a job around Bangkok just after graduation,  

but is in the Northeastern region now.                                
persons 

 
(6) He/she found a job around Bangkok just after graduation, 

but is abroad now.                                  
persons 

 
 If you know the other types of your alumni's job history and movement,  
 please write the cases concretely. 
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 - (        )                            persons 
 
 - (        )                            persons 
 
 - (        )                            persons 
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8.  Please select one question to answer from the following questions. 
 

(1) If you are working in the Northeastern region, do you think that you will be around 
Bangkok in the future? 

 
  1. I do not want to go to Bangkok for working at all. 
  2. I do not want to go to Bangkok for working so much. 
  3. Hard to tell 
  4. I want to go to Bangkok for working to some extent. 
  5. I want to go to Bangkok for working very much. 
 

(2) If you are working around Bangkok, do you think that you will go back to the 
Northeastern region in the future? 

 
  1.  I do not want to go back there at all 
  2.  I do not want to go back there so much 
  3.  Hard to tell 
  4.  I want to go back there to some extent 
  5.  I want to go back there very much 
 
 
Part 6. Personal information 
 
1.  Sex    1. Male  2. Female 
 
2.  Age                              years old 
 
3.  Your educational experience before training in the KISD/UBISD 
 

3.1  At the level of primary education 
    1. graduated P.6 of the school under the jurisdiction of Office of  
  National Primary Education Commission(ONPEC) 
    2. graduated P.6 of the school under the jurisdiction of Teetsabaan (municipal government) 
    3. graduated P.6 of the private school 
    4. graduated P.6 of the school under the jurisdiction of government other than ONPEC  
  and Teetsabaan 
    5. graduated P.6 of the non-formal education 
    6. dropped out 
    7. had not ever entered the school at the level of primary education 
 
3.2  At the level of lower secondary education 
   1. graduated M.3 of the school under the jurisdiction of Department of General Education  
  (DGE) 
   2. graduated M.3 of the opportunity expansion school under the jurisdiction of ONPEC and  
  Teetsabaan 
   3. graduated M.3 of the private school 
   4. graduated M.3 of the school under the jurisdiction of government other than  
  DGE,ONPEC and Teetsabaan 
   5. graduated M.3 of the non-formal education 
   6. dropped out 
   7. had not ever entered the school at the level of M.1 
   8. others  (Please specify.)                                                                                                   . 
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3.3  At the level of upper secondary education 
    1.graduated M.6 of the school under the jurisdiction of Department of General Education  
  (DGE) 
    2.graduated M.6 of the school under the jurisdiction of Department of Vocational  
  Education (DOVE) 
    3.graduated M.6 of the private school. 
    4.graduated M.6 of the school under the jurisdiction of government other than DGE and  
  DOVE. 
    5.graduated M.6 of the non-formal education. 
    6.dropped out. 
    7.had not ever entered the school at the level of M.4. 
    8. others  (Please specify.)                                                                                                  . 
 
3.4  At the level of higher education 
    1.graduated the level of bachelor degree or upper level. 
    2.graduated the level of Diploma in Vocational Education or Higher Diploma in  
  Technology. 
    3.graduated the level of sub-degree. 
    4.dropped out. 
    5.had not ever entered the level of higher education 
 
3.5  After the training in the KISD/UBISD, did you transit to the another school? 
    1.yes 
    2.no 
 
3.6  If you transited to the another school after the training in the KISD/UBISD,  
 please specify                                                                                                                        . 

 
 
4.  In which province did you live before the training in KISD/UBISD? 
 
 1. Northeastern Region 
  1.1.  Kalasin      1.2.  Khon Kaen     1.3.  Chaiyaphum    
  1.4.  Nakhon Phanom    1.5.  Nakhon Ratchasima   1.6.  Buri Ram    
  1.7.  Maha Sarakham    1.8.  Mukdahan     1.9.  Yasothon    
  1.10. Roi et      1.11. Loei      1.12. Si Sa Ket    
  1.13. Sakhon Nakhon    1.14. Surin      1.15. Nong Khai    
  1.16. Nongbualampoo    1.17. Amnatcarun     1.18. Udon Thani    
  1.19. Ubon Ratchathani   
 2. Other Regions 
  2.1. Bangkok    
  2.2. Vicinity of Bangkok  (Nakhon Pathom, Nonthaburi, Pathum Thani, Samut Prakan, Samut Sakhon) 

  2.3. Central Region    
  2.4. Western Region    
  2.5. Northern Region    
  2.6. Southern Region    
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5.  Type of enterprises that you are working 
 
 1. Manufacturing            2. Repair / Maintenance      3. Sales   
 4. Installation of facilities        5. Construction         6. Other Service 
 7. Others   (Please specify:          )  
 
6.  Type of job that you are working 
 
 1. Motor vehicles, parts and accessories    2. Electrical machinery and equipments 
 3. Electricity, gas and water        4. Metalwork and Steel work   
 5. Woodwork          6. Ceramics   
 7. Painting          8. Transport, storage and communication  
 9. Others  (Please specify:          )  
 
7.  In which province is the enterprise that you are working? 
 
 1. Northeastern Region 
  1.1.  Kalasin      1.2.  Khon Kaen     1.3.  Chaiyaphum    
  1.4.  Nakhon Phanom    1.5.  Nakhon Ratchasima   1.6.  Buri Ram    
  1.7.  Maha Sarakham    1.8.  Mukdahan     1.9.  Yasothon    
  1.10. Roi et      1.11. Loei      1.12. Si Sa Ket    
  1.13. Sakhon Nakhon    1.14. Surin      1.15. Nong Khai    
  1.16. Nongbualampoo    1.17. Amnatcarun     1.18. Udon Thani    
  1.19. Ubon Ratchathani   
 2. Other Regions 
  2.1. Bangkok    
  2.2. Vicinity of Bangkok  (Nakhon Pathom, Nonthaburi, Pathum Thani, Samut Prakan, Samut Sakhon) 

  2.3. Central Region    
  2.4. Western Region    
  2.5. Northern Region    
  2.6. Southern Region    
 
8.  Number of workers 
 
 1. 1 ~ 5    2. 6 ~ 10    3. 11 ~ 50      4. 51 ~ 100 
 5. 101 ~ 500    6. 501 ~ 1000   7. more than 1000   
 
9.  Your title or position in the enterprise that you are working 
 
 1. Regular Worker         2. Skilled Worker         3. Engineer / Technician 
 4. Supervisor / Foreman      5. Head of Division        6. High-ranked manager 
 7. Manager of Your Own Company 
 8. Others  (Please specify:          ) 
 
10.  Your employment status? 
 
  1. Permanent   2. Temporary 
 
11.  Number of years of experience on your principle job 
                            years                          months 
 
12.  What is the highest level of the National Trade Standard do you have? 
 
  1. Level 1    2. Level 2    3. Level 3 
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13.  Have you been doing the same kind of work as you have been trained for? 
 
  1. Yes   2. No   
 
 
Part 7.  Finally, please state your own opinions about the following:  
 
Q.1 What are the strong points of KISD/UBISD? 
 
 

 

 

 

 
 
Q.2. What areas of KISD/UBISD need to be improved, and how can they be improved? 
 
 

 

 

 

 
       Thank you very much for your cooperation. 
 



 

 

Evaluation Sheet for Supervisors 

The ex-trainees of KISD/UBISD comparing with other workers 

In answering questions, please read 1 through 5 below firstly, then circle (○) an appropriate number next to 
each item/ factor. 
 

KISD/UBISD ex-trainees are much inferior to other workers  ----- 5 
KISD/UBISD ex-trainees are rather inferior to other workers  ----- 4 
Cannot say one way or other       ----- 3 
KISD/UBISD ex-trainees are rather superior to other workers  ----- 2 
KISD/UBISD ex-trainees are much superior to other workers  ----- 1 

 
(1) basic knowledge         1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(2) advanced knowledge        1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(3) basic technical skills        1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(4) advanced technical skills        1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(5) ability to catch up with recent technical advancement   1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(6) ability to complete responsible work      1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(7) ability to quickly master the required work     1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(8) level of overall understanding towards their working assignment 1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(9) positive approach toward work       1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(10) observing formal/informal rules of working place    1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(11) ability to observe work schedule       1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(12) strong sense of responsibility       1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(13) ability to concentrate on work       1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(14) hard-working         1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(15) spirit of cooperation        1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(16) obedience to an order         1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(17) quickness of decision making       1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(18) tactfulness or quick wit        1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(19) diligency such as no absenteeism, late coming to office   1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(20) leadership          1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(21) ability of self control and management     1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(22) ability of  managing and supervising others    1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(23) ability to raise the "positive approach toward work"  
  of colleagues and subordinates      1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(24) instruction and guidance of skills to colleagues and subordinates 1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(25) ability to raise the productivity of working place    1  --  2  --  3  --  4  --  5 
(26) contribution to growth of the company     1  --  2  --  3  --  4  --  5 
 
- Are you satisfied with the ex-trainees of KISD/UBISD as a whole? 
 
 1. Not at all -------------- □ 2. Not so much ---------- □ 3. Hard to tell ------------ □ 
 4. Rather ----------------- □ 5. Very much ------------ □ 
 
- Please put a score (0-100) on the ex-trainees of KISD/UBISD as a whole.  __________ 

[添付資料１－４ｃ 職業訓練分野質問票（管理者用）] 
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添付資料2-1a マクロ経済グループ予備調査日程表(2000年10月29日～11月8日)
Date Schedule Stay

29-Oct Sun KIX1145-BKK1535/TG623 Bangkok
30-Oct Mon 0900 Meeting with JICA Thai Office Bangkok

         Courtesy Call to Embassy of Japan
PM: Courtesy Call to DTEC

31-Oct Tue AM: Courtesy Call to NESDB Bangkok
PM: Thammasat University

1-Nov Wed BKK0645-KKC0740/TG040 Khon Kaen
AM: Khon Kaen University
PM: Silk Factory

2-Nov Thu AM: NESDB Northeastern Development Center Khon Kaen
PM: Governer's Office
　　Mitr Phu Vian Sugar Co., Ltd.

3-Nov Fri AM: Khon Kaen-Udon Thani (Vehicle) Udon Thani
PM: Observation of Udon Thani City
        Observation of Nong Khai City

4-Nov Sat UTH1300-BKK1400/TG011 Bangkok
5-Nov Sun Data Arrangement Bangkok
6-Nov Mon AM: JBIC Bangkok Office Bangkok

PM: JETRO-IDE Bangkok Office
        Japanese Chamber of Commerce, Bangkok

7-Nov Tue AM: NESDB Bangkok
PM: Thammasat University

8-Nov Wed BKK0910-KIX1615/TG728

添付資料2-1b マクロ経済グループ本調査日程表(2000年12月4日～12月14日)
Date Schedule Stay

4-Dec Mon NRT1030-BKK1530/TG641 Ubon
BKK1750-UBP1855/TG030 Ratchathani

5-Dec Tue Obsevation of Ubon Ratchathani Province Ubon
Field Survey of Rt. 24 Ratchathani
            between Ubon Ratchathani and Mukdahan
            between Ubon Ratchathani and Chomex

6-Dec Wed UBP0825-BKK0930/TG021 Bangkok
AM: NESDB
PM: NESDB
PM: Chulalongkorn University
         JETRO-IDE Bangkok Office
         Japanese Chamber of Commerce, Bangkok

7-Dec Thu AM: NESDB, NSO Bangkok
PM: Thammasat University
      JICA Thailand Office

8-Dec Fri AM: JICA expert Bangkok
PM: Chulalongkorn University
         JICA Thailand Office

9-Dec Sat Interview with Mr. Wirat (former SG of NESDB) Bangkok

添付資料２　調査日程及び主要面会者
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10-Dec Sun BKK0910-KIX1615/TG728(Yamashita) Korat
Data Arrangement and to Korat (Takahashi, Vehicle)

11-Dec Mon Observation of Nakhon Ratchasima Province Bangkok
To Bangkok (Vehicle)

12-Dec Tue Data Collection in NSO and NESDB Bangkok
13-Dec Wed Data Collection in NSO and NESDB

BKK2340-/TG642 On Flight
14-Dec Tue -NRT0730

添付資料2-1c マクロ経済グループフォローアップ調査日程表(2001年3月10日～3月24日)
Date Schedule Stay

10-Mar Sat KIX1110-BKK1530/TG623(Yamashita) Nakhon 

Bangkok - Nakhon Ratchasima (Vehicle) Ratchasima

11-Mar Sun KIX0125-BKK0550/TG627(Kriengkrai) Bangkok

AM: Obsevation of Nakhon Ratchasima Province
         Suranaree Industrial Zone
PM: Observation of Buri Ram Province
        Nakhon Ratchasima - Bangkok (Vehicle)

12-Mar Mon AM: Discussion with Local Consultant (NESDB) Bangkok
PM: Auto Alliance Thailand (Rayong Province)

13-Mar Tue AM: NESDB Bangkok
PM: Thammasat University, Rector Naris
                  Dean Sukanya (Fac. Of Economics) etc.

14-Mar Wed AM: Thammasat University Bangkok
PM: NESDB
         JICA experts

15-Mar Thu AM: NESDB Bangkok
         TDRI, Mr. Nipon
PM: Chulalongkorn University
         Thammasat University, 
                 Prof. Apichai (Fac. Of Economics) etc.

16-Mar Fri AM: Discussion with Local Consultant (NESDB) Bangkok
PM: JETRO/IDE
        JICA expert (Mr. Furukawa)

17-Mar Sat Data arrangement Bangkok

18-Mar Sun Data arrangement Bangkok

19-Mar Mon AM: Report to JICA office Bangkok
         NESDB, Deputy SG Komol
PM: Department of Highways
        Chulalongkorn University

20-Mar Tue BKK0910-KIX1615/TG728 (Yamashita) Bangkok
Data Arrangement (Kriengkrai)

21-Mar Wed Data Collection in NSO and NESDB Bangkok

22-Mar Thu Data Collection in NSO and NESDB Bangkok

23-Mar Fri Data Collection in NSO and NESDB Bangkok

24-Mar Sat BKK1400-KIX2110/TG626
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添付資料2-1d  マクロ経済グループ現地調査主要面会者
Visiting Place Name Title

Embassy of Japan Mr. Watanabe Ryoichi First Secretary
Mr. Tsutsui Yuji Second Secretary

JICA　Thai Office Mr. Morimoto Masaru Resident Representative
Mr. Takashima Hiroaki Deputy Resident Representative
Mr. Uegaki Motoyuki Assistant Deputy Resident Representative
Mr. Sakata Hideki Assistant Deputy Resident Representative

JBIC Bangkok Office Mr. Fujimoto Toshio Resident Representative
National Economic and Social Development Board Mr. Wirat Watanasiritham Former Secretary-General

Mr. Komol Chobchuenchom Deputy Secretary-General 
Mr. Somchet Taerracoop     -do-
Mr. Arkhom Termpittayapaisith Assistant Secretary-General 
Mr. Chanvit Amatamatucharti Director, Infrastructural Projects Div.
Mr. Kriengsak Rabilwongse                  Senior Analyst,  -do-
Mr. Kiatisak Madhyamankura Director, Urban Dev. Coodination Div.
Dr. Ruengasak Suthakavatin Staff,  -do-
Mr. Surapol Shihuang Staff, Econ. Analysis & Projection Div.
Mr. Tachi Itsushi JICA Expert 

 -do- (Northeast Regional Development Center) Mr. Kitti Ittiwitya Director
Mr. Montri Staff
Mr. Pradittha Dumrongjareon   -do-

DTEC Mr. Banchong Amornchewin Chief, Japan Sub-division
 (Department of Technical and Economic Cooperation) Mr. Anuman Leelasorn Staff, Japan Sub-division

Mr. Takeda Keiichi Senior Advisor and JICA expert
Ministry of Agriculture and Cooperatives Mr. Furukawa Shunichi JICA Expert
Department of Highway Mr. Chusak Gaywee Senior Engineer

Mr. Theerapong Ratithamkul Staff, Planning Bureau    
Thammasat Univercity Dr. Naris Chaiyasoot Rector 

Dr. Chirapan Boonyakiat Vice Rector
Dr. Sukanya Nitungkorn Dean, Faculty of Economics
Dr. Medhi Krongkaew Associate Professor,  -do-
Dr. Apichai Pantasen Professor, -do-
Dr. Somsak Tambunlertcahi Associate Professor,  -do-
Dr. Anong Rojvanit         Assistant Professor,    -do-
Dr. Titiporn Siriphant Asso, Professor, F. of Social Administration

Chulalongkorn University Dr. Suthiphand Chirathivat Dean, Faculty of Economics
Mr. Samart Chiasakul Associate Professor
Mr. Samart Chiasakul Associate Professor,   -do-
Ms. Ladawan Ramangkura Associate Professor,   -do-
Dr. Kitti Limskul Associate Professor,  -do- 
Dr. Pasuk Phongpaichit Associate Professor,  -do-
Dr. Warin Wonghanchao Former Dean,      -do- 

TDRI (Thailand Development Research Institute) Dr. Nipon Poapongsakorn Senior Advisor
Governer's Office of Khon Kaen Province Mr. Sermsak Pongpanit Governer
Khon Kaen University Mr. Sekson Yongvanit  Asst. Professor, F. of Humanities & Social Science

Mr. Smarn Loipha Associate Professor,   -do-
Ms. Skanya Aimimtham Assistant Professor,    -do-

TAI (Thailand Automotive Institute) Mr. Fujimoto Toyoharu JICA Expert
Mr. Honda Noritoshi JICA Expert

Japanese Chamber of Commerce, Bangkok Mr. Masao Takagi Secretary General
JETRO-IDE Bangkok Office Mr. Shigeru Itoga Representative
Mitr Phu Vian Sugar Co., Ltd. Mr. Suwat Mongkolsin Factory Manager

Mr. Kanong Sakpetch Deputy Factory Manager
Mr. Jirasak Vongkusolkit Manager, Office Department

AAT(Auto Alliance Thailand Co., Ltd.) Mr. Saeki Toshihide President
Mr. Sumi Kazuhiko Asst. Manager, Production Purchasing
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添付資料2-2a  インフラグループ予備調査日程表(2000年10月29日～11月8日)

Date Schedule Stay
29-Oct Sun NRT1100-BKK1555/JL717 Bangkok
30-Oct Mon Meeting at JICA Office

Visit to Japanese Embassy
Visit to DTEC Bangkok

31-Oct Tue Visit to NESDB
Discussion with Local Consultant Bangkok

1-Nov Wed BKK0645-KKC0740/TG040
Visit to Province government
Khon Kaen University Kohn Kaen

2-Nov Thu Observation of Khon Kaen City Kohn Kaen
3-Nov Fri Khon Kaen-Udon Thani (Vehicle)

Visit to Province government
Observation of Udon Thani City
Observation of Nong Khai City Udon Thani

4-Nov Sat Udon Thani-Ubon (Vehicle) Ubon
5-Nov Sun UBP1940-BKK2045/TG03 Bangkok
6-Nov Mon Discussion with Local Consultant

Public Works Dept.
Dept. of Highway Bangkok

7-Nov Tue Meeting with Japanese specialist Bangkok
8-Nov Wed BKK0850-NRT1640/JL708

添付資料2-2ｂ　インフラグループ本調査日程表(2001年1月28日～2月10日)

Date Schedule Stay
28-Jan Sun NRT1100-BKK1555/JL717 (Tsunokawa)

NRT1030-BKK1530/TG641 (Baral)
Team meeting Bangkok

29-Jan Mon Visit to DOH (Tsunokawa)
Visit to NSB (Baral) Bangkok

30-Jan Tue Visit to DOH (Tsunokawa)
Visit to NSB (Baral) Bangkok

31-Jan Wed BKK0710-Nakon0800/TG060
Visit to Province government Nakon Rachasima

1-Feb Thu Visit to Province government Nakon Rachasima
2-Feb Fri Visit to Province government Bangkok (Tsunokawa)

Nakon1800-BKK1850/TG063 (Tsunokawa) Nakon Rachasima (Baral)
3-Feb Sat Thammasat University (Tsunokawa) Bangkok (Tsunokawa)

Visit to Local residents (Baral) Nakon Rachasima (Baral)
4-Feb Sun BKK1715-KKC1810/TG046 (Tsunokawa)

Kohn Kaen University (Tsunokawa) Kohn Kaen (Tsunokawa)
Nakon-Surin (Vehicle) (Baral)
Visit to Local residents (Baral) Surin (Baral)

5-Feb Mon Visit to Province government Kohn Kaen (Tsunokawa)
Surin (Baral)

6-Feb Tue Visit to Province government Kohn Kaen (Tsunokawa)
Surin (Baral)

7-Feb Wed Visit to Province government Kohn Kaen (Tsunokawa)
Surin (Baral)
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8-Feb Thu KKC1150-BKK1245/TG043 (Tsunokawa)
Surin-Nakon (Vehicle) (Baral)
Nakon1205-BKK1255/TG065 (Baral)
Team meeting Bangkok

9-Feb Fri Team meeting Bangkok
10-Feb Sat BKK0835-NRT1605 (Tsunokawa)

BKK1120-NRT1900/TG640(Baral)

添付資料2-2c　インフラグループ現地調査主要面会者
Visiting Place Name Title

Department of Highway Mr. Sunant Gliengpradit Manager, Planning Bureau

National Economic and Social Development Board (NESDB) Mr. Kriengsak Rabil Wongse
Sr. Policy and Plan Analyst, Infrastructure Projects
Division

Northeast Regional center, NESDB Mr. Montree Boonpanit Sr. Policy and Plan Analyst
Northeast Regional center, NESDB Mr. Praditha Dumrongjareon

National Economic and Social Development Board Mr. Danucha Pichayanan
Policy and Plan Analyst, Infrastructure Projects
Division

Public Work Department Mr. Narong Khoobaramee Rehabilitation and Maintenance Division
National Economic and Social Development Board Mr. Pichit Sariwongchandr Policy Analyst
Governor Office,Nakhon Ratchasima Mr.Yothin Methchanan Governer
Agricultural Office, Nakhon Ratchasima Mr. Prasert
 Agricultural Office, Nakhon Ratchasima Mr. Seree Supametee Agricultural Planning Officer
Provincial Watersupply Office, Nakhon Ratchasima Mr. Beaing Puntoma Manager
Local Society Development Office, Nakhon Ratchasima Mr. Suvit Pearnok
Transportation Office Nakhon Ratchasima Mr. Konosak Lertpradit
Provincial Statistical Office, Nakhon Ratchasima Ms. Wanpen Pullvong
Department of Highway, District office Nakhon Ratchasima Mr. Woramit Lornqirn
Governor Office, Nakhon Ratchasima Mr. Navysak Chanyacharoen
Public Work Department, Nakhon Ratchasima Mr. Prachy Sumrat
Public Work Department, Nakhon Ratchasima Mr. Surin Sangthaitaveeporn Civil Engineer
District Office, Chock Chai; Nakhon Ratchasima Cheaf of the Office
District Office, Pak Thong Chai; Nakhon Ratchasima Chief Of the Office
District Office, Sikhiu; Nakhon Ratchasima Chief Of the Office
District Ofice, Khong, Nakhon Ratchasima Chief Of the Office
Takahashi Co., Nakhon Ratchasima Manager
Thai Tech. Garment Manufacturing Co. Ltd., Nakhon Ratchasima Manager
Governor Office, Surin Gorvenor
Department Of Highway District Office, Surin Mr. Jitrapong Krittayaruangroj Highway District Engineer
Agriculture Office, Surin Chief Of the Office
Industrial Office Surin Chief Of the Office
Tourism Office, Surin Chief Of the Office
Public Work Department, Surin Mr. Vichien Sooktoneang
District Office, Chom Phra Chief Of the Office
District Office Sikhoraphum Chief of the Office
Para-Statal Rubber Production Promotion Organization, Buri Ram Directing Manager
NET (Non Governmental Organization), Surin
Industrial Office BuriRam Chief Of the Office
Governor Office, Khon Kaen Mr. Sermsk Pongpanit Governer
Public Work Department, Khon Kaen Mr. Manasak Winothai Engineer
Department of Highway, District office, Khon Kaen Mr. Samroeng Somprasong District Engineer
Department of Highway, District office, Khon Kaen Mr. Sanit Sukumporn Assistant District Engineer
Northeast Regional Development Center, NESDB Mr. Kitti Ittiwitya Director
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添付資料2-3a　農林業グループ予備調査日程表(2000年11月4日～11月19日)
Date Schedule Stay

4-Nov Sat FUK1200-BKK1550/TG649
5-Nov Sun BKK1110-UTH1215/TG010 Udon Thani
6-Nov Mon AM: Provincial Office of Udon Thani 

        Observation of Seeding Center in Udon Thani 
PM: Observation of the reforestation and interview in villages Khon Kaen

7-Nov Tue AM: Observation of Mahasarakarm Seeding Center
PM: Observation of the reforestation and interview in villages Khon Kaen

8-Nov Wed AM: Khon Kaen - Nakhon Ratchasima(Vehicle)
PM: Coop. Regional Training Center
       Provincial Office of Nakhon Ratchasima Government
       (Coop./Forest Promotion) Nakhon Ratchasima

9-Nov Thu Nakhon Ratchasima - Pimai  (Vehicle)
AM: Pimai Agricultural Cooperative
PM: Observation and interview in Pimai District Nakhon Ratchasima

10-Nov Fri AM: Paktongchai Agricultural Coop.
PM:Observation and interview in Paktongchai District
     Paktongchai Seending Center Nakhon Ratchasima

11-Nov Sat AM: Observation and Interview in Kong Sammakki District 
PM: Kong Sammakki - Bangkok(Vehicle) Bangkok

12-Nov Sun        Data Arrangement Bangkok
13-Nov Mon        Cooperative Promotion Department, Royal Forest Department Bangkok
14-Nov Tue BKK 0110-FUK 0800/TG648 Bangkok
15-Nov Wed Mrs.Harada will continue to collect data and information. Bangkok
16-Nov Thu Bangkok
17-Nov Fri Bangkok
18-Nov Sat Bangkok
19-Nov Sun BKK 1400-KIX 2110/TG626

添付資料2-3b　農林業グループ本調査日程表(2000年12月16日～12月28日)
Date Schedule Stay

16-Dec Sat KIX 1100-BKK 1530/TG623 Bangkok
17-Dec Sun BKK 1015-KKC 1110/TG42 Khon Kaen
18-Dec Mon AM: Visit to Mahasarakham Center　No.1

PM: Interview in Nongbunchuu　School , Community Forest Khon Kaen
19-Dec Tue AM: Interview in Baanbia　Village

PM: Interview in Nongbunchuu　Village Khon Kaen
20-Dec Wed AM: Visit to Mahasarakham Center No.1

　　　Observation on Mobile Nursery Unit
      Interview farmers around the Unit
PM: Leave for Nakhon Rachasima
     Paktonchai Agricultural Cooperative, Visit to Swine Center Nakhon Ratchasima

21-Dec Thu AM: Observation of Paktonchai Cooperative
PM: Interview farmers of Paktonchai Cooperative Nakhon Ratchasima

22-Dec Fri      All day  Pimai Agricultural Cooperative 
                             Interview farmers Nakhon Ratchasima

23-Dec Sat     Leave for Nakhon Ratchasima Bangkok
24-Dec Sun     Data arrangement Bangkok
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25-Dec Mon AM: Collection data and information in CPD
PM: Collection data and information in RFD Bangkok

26-Dec Tue AM: Collection data and information in BAAC
PM: Collection data and information in Kasetsart Univ. and ARD Bangkok

27-Dec Wed 　   Visit to JICA Bangkok
28-Dec Thu BKK 0920－KIX 1645　TG728

添付資料2-3c　農林業グループ現地調査主要面会者
Visiting Place Name Title

Mr.Suthep Pavareswityarai Chief of Nursery Center 1
Mr.Chitsanu Wongnonti Chief of Forest Management Technique Section
Mr.Somsak Wanassakul Chief of Extension and Training Section

Mobile Unit of Mahasarakam Mr.Sompon Antapat Chief of the Mahasarakam Mobile Unit

School community forest of Noongbunchuu village Mr.Sangkon Potiruk
Assistant of headmaster of noongbunchuu village
primary school

Mr.Somrak Laosinglaa Assistant of village headman
Mr.Sawat Sarichasombat Teacher of Noongbunchuu village primary school

Rientoong temple Mr.Pramahaatawin Supatoo Monk of rientoong temple-branch
Cooperative training center 3 Mr.Anan Longsuwan Chief of Cooperative training center 3
(Nakhon Rachasima) Mr.Wiroj Phupaibul Trainer level 8
Provincial Forest Office Mr.Surapan Chantaprapaa Chief of Preventing Forest Fire group

Nakhon Rachasima Reforestation and Mr.Hiroshi Masuko
Chief Advisor of the Reforestation and Extension
Project in the Northeast of Thailand Phase 2

 Extension center Mr.Toshiyuki Okui
Coordinator of the Reforestation and Extension
Project in the Northeast of Thailand Phase 2

Ms.Keiko Sera JICA expert of training and extension
Mr.HIdeo Ishida JICA expert of forest management techniques

Pimai agricultural cooperative co.ltd Ms.Kanistha Buadsunthea Manager of Pimai agricultural cooperative
Mr.Yuu Samannit President of Pimai Agricultural Cooperative
Mr.Withun Yootdii Chief of rice mill in Phimai Agricultural Coop

Thaaluang village Mr.Chook Jopimai Village head of Thaaluang village
Mr.Yonyut Paladii Chief of Occupational Promotion Section 

Paktongchai agricultural cooperatives Mr.Mosit Choopangpanit Manager of Paktongchai Coop

Mr.Janton Samruang
Vice-president of Paktongchai Agricultural
Cooperative

Mr.Pujon Naamjapo
Assistant Manager of Paktongchai agricultural
Cooperative

Nakhon Rachasima Nursery Center 4 MrTanongsakNontapa Chief of Extension Section
MsSuwanneeJaroenkolkit Forest Officer of Center 4

Congsamakki Agricultural Cooperative MrSawai Kotemklaang Chief of Congsamakki Agricultural Cooperative
MrTorawotjaimii Tongsit Manager of Congsamakki Agricultural Cooperative
Mr Tii Seung Coop Committee Member of Credit Business

Baanbia village Mr.Kham Khanpipit Villager
Mrs.Manii Khanpipit Wife of Mr Kham

Noongfeep village Mr.Somsak konsiisuk Chief of Credit Business of Paktonchai Coop
Mr.Sawat Kunnapapakom Secretary of Group 27 in Noongfeep village
Mr.Samruai Ninking Chief of Group 27 in Noongfeep village

Phimai Ms.Prathuang Tongtaruphon Manager of Thoong dii rice mill
CPD Ms.Nitreeya Pringsulga Chief of Project Section
BAAC Mr.Takashi Mathuya JICA Expert
Ministry of Interior Mr.Sukio Koya JICA Expert
Ksetseart University Mr.Saroj Aungsmaline Professor of Kasetsert University

other sraff

Khon Kaen Nursery center 1
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添付資料2-4a　職業訓練グループ予備調査日程表(2000年10月30日～11月16日)

Date Schedule Stay
31-Oct Tue NRT1830-BKK2245/JL707 (Muta, Saito) Bangkok
1-Nov Wed AM: JICA Thai Office

PM: Discussion with Local Consultant
       National Statistical Office Bangkok

2-Nov Thu BKK1015-KKC1110/TG042 
PM: Khon Kaen Institute for Skill Development Khon Kaen

3-Nov Fri AM: Khon Kaen-Udon Thani (Vehicle)
PM: Observation of Udon Thani City
       Observation of Nong Khai City Udon Thani

4-Nov Sat AM: Udon to Khon Kaen (vehicle)
PM: Visit to Local Enterprises in Khon Kaen Khon Kaen

5-Nov Sun Visit to Local Enterprises in Khon Kaen Khon Kaen

6-Nov Mon AM: Khon Kaen Institute for Skill Development
PM: Khon Kaen- Ubon (Vehicle)
/ NRT1100-BKK1555/JL717,
  BKK1750-UBP1855/TG030 (Morishita) Ubon

7-Nov Tue AM: Ubon Institute for Skill Development
PM: Visit to Local Enterprises in Ubon Ubon

8-Nov Wed AM: Visit to Local Enterprises in Ubon
PM: Ubon Institute for Skill Development Ubon

9-Nov Thu AM: Ubon Institute for Skill Development
PM: UBP1400-BKK1505/TG689
       Chulalongkorn University Bangkok

10-Nov Fri AM: Visit to Local Enterprises in Bangkok
PM: National Statistical Office Bangkok

11-Nov Sat AM: Discussion with Local Consultant
PM: Data Arrangement Bangkok
       BKK2250- /JL718 (Muta)

12-Nov Sun -NRT0620 (Muta)
Data Arrangement Bangkok

13-Nov Mon AM: Dept. of Vocational Education in Min. of Education
PM: Office of the National Education Commission, Bangkok
　　　Office of the Prime Minister (ONEC)

14-Nov Tue AM: Dept. of Skill Development in Min. of Labour & Social Welfare
PM: Embassy of Japan
       JICA Thai Office Bangkok

15-Nov Wed AM: Discussion with Local Consultant
PM: Data Arrangement
       BKK2250- /JL718 (Morishita, Saito) On flight

16-Nov Thu -NRT0620 (Morishita, Saito)

添付資料2-4b　職業訓練グループ本調査日程表(2000年12月17日～12月30日)

Date Schedule Stay
17-Dec Sun NRT1100-BKK1555/JL717 

       Discussion with Local Consultant Bangkok
18-Dec Mon BKK0645-KKC0740/TG040

AM: Khon Kaen Institute for Skill Development
PM: Visit to Local Enterprises in Khon Kaen Khon Kaen
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19-Dec Tue AM: Visit to Local Enterprises in Khon Kaen
PM: Visit to the Khon Kaen Technical College Khon Kaen

20-Dec Wed AM: Khon Kaen- Roi et (Vehicle)
PM: Roi Et Center for Skill Development
       Roi et- Ubon (Vehicle) Ubon

21-Dec Thu AM: Ubon Institute for Skill Development
PM: Visit to Local Enterprises in Ubon Ubon

22-Dec Fri AM: Visit to Local Enterprises in Ubon
PM: Visit to the Ubon Ratchathani Technical College Ubon

23-Dec Sat AM: Visit to Local Enterprises in Ubon
       UBP1400-BKK1505/TG689 Bangkok

24-Dec Sun Data Arrangement Bangkok
25-Dec Mon AM: Chulalongkorn University

PM: Visit to Local Enterprises in BKK Bangkok
26-Dec Tue        Visit to Local Enterprises in BKK Bangkok
27-Dec Wed AM: Dept. of Skill Development in Min. of Labour & Social Welfare

       Dept. of Vocational Education in Min. of Education
PM: JICA Bangkok

28-Dec Thu AM: Discussion with Local Consultant
PM: Visit to Local Enterprises in BKK Bangkok

29-Dec Fri AM: Data Arrangement
PM: Discussion with Local Consultant Bangkok

30-Dec Sat BKK0835-NRT1605/JL708

添付資料2-4c　職業訓練グループ現地調査主要面会者
Visiting Place Name Title

Department of Skill Development, Ministry of Labour and Social
Welfare

Mr. Panich Chitchang Director of DSD

Khon Kaen Institute for Skill Development (KISD) Mr. Seri Saengrat Director of KISD
Mr. Kamol Sotthipoka Head of Planning & Evaluation Section

Ubon Institute for Skill Development (UBISD) Mr. Kritsada Somchaipeng Director of UBISD
Mr. Suwit Chotejumrus Head of Administration Section

Roi Et Provincial Center for Skill Development Mr. Suppamitr Phiachlam Director of Roi Et PCSD
Office of the National Education Commission Dr. Rungruang Sukhaaphirom Educational Evaluation Specialist
Chulalongkorn University Dr. Sumlee Thongteaw Proffesor, Fuculty of Education
Department of Vocational Education, Ministry of Education Dr. Rochana Sriboonma Planning & Policy Analyst
Khon Kaen Technical College Mr. Sanan Tharaphanth Vice President

Mr. Prasinth Sitthiwibulchai Vice President
Ubon Ratchathani Technical College Mr. Niyom Sangwong Vice President

Mr. Surachai Omrasakdi Vice President
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添付資料2-5a　保健医療グループ予備調査日程表(2000年10月31日～11月8日)
Date Schedule Stay

31-Oct Tue KIX1145-BKK1535/TG623 Bangkok
1-Nov Wed BKK0645-KKC0740/TG040 

AM: Faculty of Public Health, Khon Kaen University Khon Kaen
PM: JICA Trauma Prevention Project Office 
          (Khon Kaen Regional Hospital)

2-Nov Thu AM: Khon Kaen Provincial Health Office
PM: Chonnabot District Hospital
        Chonnabot Rural Health Center Khon Kaen

3-Nov Fri AM: Khon Kean Municipality Urban Sub-Project
PM: Discussion with JICA expert and local consultants
        Khon Kaen Regional Training Center for PHC Khon Kaen

4-Nov Sat KKC1150? BKK1245/TG043
AM: Meeting with Senior Consultant of MoPH
PM: Data Arrangement Bangkok

5-Nov Sun Data Arrangement Bangkok

6-Nov Mon AM: Asean Institute for Health Development
PM: Data Collection at AIHD Library
         Visit to JICA Thailand Office Bangkok

7-Nov Tue AM: Banphaew Hospital
PM: Rangsit university Bangkok

8-Nov Wed BKK0915-KIX1635/TG728 (Uchida)
BKK1400-KIX2105/TG626 (Takahashi)

添付資料2-5b　保健医療グループ本調査日程表(2001年2月3日～13日)
Date Schedule Stay
3-Feb Sat KIX1145-BKK1535/TG623 Bangkok
4-Feb Sun BKK1345-KKC1440/TG044 Khon Kaen
5-Feb Mon Discussion with local consultant Khon Kaen
6-Feb Tue KKC0820? BKK0915/TG041

Uchida: Ministry of Public Health
              BKK1645-HDY1815/TG235
Takahashi: BKK1050-HDY1220/TG407
                   PM: Hat Yai Hospital Hat Yai

7-Feb Wed AM: Epidemiology Unit, Faculty of Medicine, 
         Prince of Songkla University
AM-PM: Nakhon Si Thammarat RTC Hat Yai

8-Feb Thu HDY0915-BKK1045/TG232
PM: Banphaew Hospital Bangkok

9-Feb Fri AM-PM: Center for Health Economics,
                 Chulalonglorn University Bangkok

10-Feb Sat Data Arrangement Bangkok
11-Feb Sun Data Arrangement

PM: Meeting with translator Bangkok
12-Feb Mon Chaophya Abhaibhubejhr Hospital Bangkok
13-Feb Tue BKK0915-KIX1635/TG728
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添付資料2-5c　保健医療グループ現地調査主要面会者
Visiting Place Name Title

Khon Kaen University Prof. Aroon Chirawatkul Dean, Assoc. Prof. Faculty of Public Health
Khon Kaen University Prof. Weerasak Chipah Asst. Prof. Faculty of Public Health
Khon Kaen Provincial Health Office Ms. Nopporn Karntak Provincial Chief Medical Officer 
Khon Kaen Provincial Health Office Ms. Urin Kemarerg-Ampon Head of Planning Sector
Chonnabot Hospital Dr. Pisarit Pitak Director of Chonnabot Hospital
Chonnabot Hospital Ms. Jittra Maneenong Head of Nursing Sector
Khon Kaen Municipality Urban Sub-Project Office Ms. Benja Koonklang Director of Health and Environment
Khon Kaen Regional Training Center Mr. Prayuth Sangsurin Director of Khon Kaen RTC
Ministry of Public Health Dr. Sanguan Nittayarun Senior Consultant, Health Economics
Rangsit University Prof. Manit Boonprasert VP Development and International
ASEAN Institute Health and Development Prof. Som-Arch Wongkhomthong Director of AIHD
Banphaew Hospital Dr. Witit Artavatkun Director of Hospital
Health Systems Research Institute, Ministry of Public Health Dr. Viroj Tangcharoensathien Senior Researcher
Prince of Songkla University Prof. Virasakdi Chongsuvivatwong Epidemiology Unit, Faculty of Medicine
Hat yai Hospital Dr. Amorn Rodklai Director of Social Medicine Department

Chulalongkorn University Dr. Siripen Supakankunti
Director of Center for Health Economics, Faculty of
Economics

Chaophya Abhaibhubejhr Hospital Ms. Supaporn Piriporn Vice depute of Pharmacist Department
Khon Kaen Regional Hospital, JICA外傷プロジェクト 北林春美氏 チーフ・アドバイザー
杏林大学保健学科 北島勉氏 前公衆衛生プロジェクト派遣専門家
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添付資料３ 執筆者名簿 

 

代表研究者 牟田博光（東京工業大学教授・国際開発学会会員・第 6 章担当）   

共同代表者 山下彰一（広島大学教授・国際開発学会会長・序章、第 1 章、第 2 章、

第 3 章担当） 

共同研究者 角川浩二（埼玉大学教授・国際開発学会会員・第 4 章担当） 

  同   内田康雄（神戸大学教授・   同    ・第 7 章担当） 

  同   山尾政博（広島大学教授・   同    ・第 5 章担当） 

 同   森下 稔（東京商船大学講師・ 同    ・第 6 章担当） 

研究協力者 斉藤貴浩（東京工業大学助手・ 同    ・第 6 章担当） 

  同   高橋与志（広島大学助手・   同    ） 

  同   Kriengkrai Techakanont （広島大学大学院生・同） 

  同   Narayan P. Baral （埼玉大学大学院生・ 同 ） 

  同   原田真理子（広島大学大学院生・ 同   ） 

  同   高橋圭子（神戸大学大学院生・  同   ） 

  同   飯田 順（広島大学大学院生・  同   ）  

 

（2001 年 3 月 31 日現在） 
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